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創刊のことば
　社会科学の研究と社会的実践における統計の役割が大きくなるにしたがって，統計にかんす
る問題は一段と複雑になってきた。ところが統計学の現状は，その解決にかならずしも十分で
あるとはいえない。われわれは統計理論を社会科学の基礎のうえにおくことによって，この課
題にこたえることができると考える。このためには，われわれの研究に社会諸科学の成果をと
りいれ，さらに統計の実際と密接に結びつけることが必要であろう。
　このような考えから，われわれは，一昨年来経済統計研究会をつくり，共同研究を進めてき
た。そしてこれを一層発展させるために本誌を発刊する。
　本誌は，会員の研究成果とともに，研究に必要な内外統計関係の資料を収めるが同時に会員
の討論と研究の場である。われわれは，統計関係者および広く社会科学研究者の理解と協力を
えて，本誌をさらによりよいものとすることを望むものである。
　　　　　1955年 4月

経 済 統 計 研 究 会

経 済 統 計 学 会 会 則
第 1条　本会は経済統計学会（JSES : Japan Society of Economic Statistics）という。
第 2条　本会の目的は次のとおりである。
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１．はじめに
　2007年に成立した新しい統計法（以下『新
法』と略称する）は，政府統計を「国民にとっ
て合理的な意思決定を行うための基盤となる
重要な情報である」と位置づけ，「国民経済
の健全な発展及び国民生活の向上に寄与す
る」ために，「公的統計の体系的かつ効率的
な整備及びその有用性の確保」を図ることを
基本目的としている（『新法』第 1条より，
および第 3条「基本理念」参照）。法の目的
を実現するために，統計委員会が政府統計全
体の体系的な整備を進める「司令塔」として
設けられ，総合的かつ計画的に「公的統計の

整備」を推進する「基本的な計画」（以下『基
本計画』と略称）の策定と，基幹統計の指定
制度が定められている（『新法』第 4条第 2項，
第 2条第 4項，および第 2章第 1節「基幹統
計」第 5条～第 8条，同章第 2節第 1款第 9

条～第13条）。
　『基本計画』の課題と問題点については，
別稿（浜砂  2010）において考察し，つぎのよ
うな論点を指摘している。
1）第 2次世界大戦後，121の政府統計が指
定統計として承認されてきたが，基幹統計
ないしは一般統計として存続する統計は
56である。その過半は，郵送調査に依っ
ているが，
①　『基本計画』の策定過程では，郵送調
査が，調査方法として帯びている課題（調

【論文】（『統計学』第100号 2011年3月）

いわゆる「公的統計」の公共的な性格について

濱砂敬郎＊

要旨
　2007年に成立した新しい統計法は，政府統計を公的統計と命名し，「国民にとっ
て合理的な意思決定を行うための基盤となる重要な情報である」と位置づけている。
国民が積極的に統計実践にかかわり，統計調査おける回答義務を受容するための基
本的な要件は，統計調査が公共性を保持していることである。統計委員会が策定し
た『基本計画』において，既存の指定統計が基幹統計として存続する必要性＝調査
目的が審議されたことは，統計調査の公共性を確保する観点から，画期的なことで
ある。本稿では，基幹統計の調査規則における目的規定とそれに規定される調査事
項を分析することによって，それがきわめて一般的形式的であることを指摘する。
また，調査目的の公共性にたいする国民の認識を深めるためには，地方自治体の統
計作成と統計利用における主体性を，法律的制度的に確立する重要性を明らかにし
ている。なお，論点を明確にするために，日独比較を試みている。

キーワード
統計調査の公共性，調査目的，目的規定，基本計画，国民の統計的主体性

─調査目的の観点から─

＊　九州大学名誉教授
　福津市若木台2－14－5
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査対象者の把握と調査票の回収において
克服すべき問題点等）が，ほとんど審議
されなかったこと，

②　『基本計画』では，郵送調査法の採用は，
統計調査の民間委託化を促進する技術的
な要因として捉えられており，今後，多
くの基幹統計の統計実査が民間事業者に
委ねられていく可能性があること，および
③　郵送調査では，調査員調査においてよ
り，統計調査者と被調査者は，さらに国
家と市民の現代的な権利・義務関係に立
つことを迫られるが，『基本計画』では，
報告（回答）義務規定の適用について明
確な方向性が示されていないこと。

2）『基本計画』の基調は，基幹統計を中心
として統計体系の整備を図っていくことで
あるが，基幹統計の指定に先行して，一般
統計が実施される傾向が強く見受けられる
ことから，「統計体系」の形成・整備が，社
会経済の新しい統計需要を先取りする一般
統計に先導されながら進行していること。

3）一般統計のなかでは，各省庁の統計所管
部局より，行財政所管部局（原局）によっ
てより多くの統計調査が実施される統計作
成の「原局化」現象が拡大していること，
そして，後者の統計群の多くでは，母集団
フレームが行政登録簿や業界資料によって
作成され，統計実査が民間事業者に委ねら
れていること。

4）基幹統計の指定権は，予算権や企画権ほ
どには効力が強くなく，さらに一般統計に
は及ばないことから，財政措置が整えば，
統計調査の実施権と企画権を備える各省庁
の行財政原局は，実査機構を備えていなく
ても，郵送調査法によって，統計調査を実
施することができること。

5）したがって，一般統計群をめぐる行財政
事情が，基幹統計群を，一般統計群の先行
性を媒介し，「誘導」することによって，政
府統計全体の「体系化」を基底から方向付

けて行っていること。
　 1）～ 5）のような問題点は，全体として，
分散型の統計システムを前提とした統計委員
会制度，『基本計画』の策定措置，および基
幹統計の指定制度によっては，『新法』の目
的＝「公的統計システムの体系的な整備」を
実現することが容易ではないことを物語って
いる。本稿では，調査目的の側面から，「公
的統計」の公共的性格にかんする論点を考察
することによって，『新法』と『基本計画』
が提起している問題点を明らかにする。分散
型統計システムの性格と特徴は，そのシステ
ムにおいて進行する統計調査の調査目的に投
影せざるを得ないからである。
　なお，『基本計画』については，すでに様々
な観点から評価が寄せられているが，それ
については，浜砂（2010）を参照。

２． 「統計主体」としての国民と統計調査の
調査目的

　上述したように，『新法』は，政府統計を，
公的統計として「国民にとって合理的な意思
決定を行うための基盤となる重要な情報であ
る」＝「社会の情報基盤」と位置づけている。
そして，統計実践（統計作成と統計利用）の
担い手を統計主体と呼ぶならば，『新法』が
成立する審議過程においては，国民が「積極
的な統計主体」として位置づけられる局面も，
見受けられた［統計制度改革検討委員会
（2006：13）］。
　しかし，『新法』をみると，国民を，統計
作成において情報の提供を決定する主体とし
ても，統計利用において「直接間接に様々な
利益を」享受する積極的な統計利用者として
も，具体的に規定する条文は見受けられない。
統計調査における回答（報告）と秘密保護に
かんする国民の権利義務関係は，統計調査に
おける調査主体（政府）の権利（第13条）
と義務（第39条～第44条）として定められ
ている。
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濱砂敬郎

「（報告義務）
第13条　行政機関の長は，第 9条第一項の
承認に基づいて基幹統計調査を行う場合には，
基幹統計の作成のために必要な事項について，
個人又は法人その他の団体に対し報告を求め
ることができる。」（以下第 2項と第 3項は省
略）
「第 4 章　調査票情報等の保護（調査票情報
等の適正な管理）
第39条　次の各号に掲げる者は，当該各号
に定める情報を適正に管理するために必要な
措置を講じなければならない（以下第一号～
第三号は省略：統計作成機関の守秘義務とし
ての秘密保護規定：筆者注）。
［第40条（調査票情報等の利用制限）は省略。］
（守秘義務）
第41条　次の各号に掲げる者は，当該各号
に定める業務に関して知り得た個人又は法人
その他の団体の秘密を漏らしてはならない
（以下第一号～第六号は省略：統計業務従事
者の守秘義務としての秘密保護規定：筆者
注）。
［第42条（調査票情報等の提供を受けた者に
よる適正な管理）は省略］
（調査票情報の提供を受けた者の守秘義務等）
第43条　次の各号に掲げる者は，当該各号
に定める業務に関して知り得た個人又は法人
その他の団体の秘密を漏らしてはならない。」
［以下第一号と第二号（調査票情報等の被提
供者における守秘義務としての秘密保護規
定：筆者注）は省略］
　『新法』の条文規定をみるかぎり，国民は
統計調査にたいする協力と理解を求められ，
調査回答のデータ保護が保証される受動的な
「統計主体」＝「統計客体」として位置づけら
れていることは，旧統計法と変わりない。
　ところで，統計調査において国民を積極的
な統計主体として措定する法理念は，政府の
行財政活動にたいする国民の「知る権利」と
「個人情報に関する自己決定権」にもとづい

ている。二つの権利は，国際的には1970年
代から広く受け入れられるようになってきた
現代的な行政法の基本認識である［例えば，
戸松（1997），藤原（1997）］。そして，「知る権
利」を統計法規に翻案すると，つぎのような
規定が設けられなければならないであろう
［ドイツ連邦統計法第17条：浜砂（1990：273

－274）］。
「第17条　通知
　被調査者は，文書で，つぎのようなことに
ついて通知を受けなければならない。
1．調査の目的，種類および範囲，
2．統計の秘密保護（第16条），
3．申告義務の存在，ないしは申告義務の任
意性（第 5条第 2項）と第15条）

4．（補助標識と調査標識の：筆者注）分離
と抹消（第12条），

5．調査委託者（調査員：筆者注）の権利と
義務（第14条），

6．申告回答の要求にたいする拒否と抗告が
遅延効果をもたないこと（第15条第 6項），

7．住所データファイルを作成するための補
助標識と調査標識（第13条第 2項），

8．連続番号と整理番号の意味と内容（第 9

条第 2項）。」
　本条項は，ドイツ連邦憲法裁判所が，1983

年国勢調査にたいする違憲判決において判示
した現代的な統計調査の二つの基本原則，『調
査目的の公共性』と『個人情報にかんする自
己決定権』にもとづいている。①  国民が，
統計調査において個人情報を提供する意思決
定者であって，意思決定のためには，統計調
査にかんする情報が公示，さらには被調査者
本人に通知されなければならないこと，②  統
計調査においては，被調査者すべてが申告す
ることが，全数調査であれ，標本調査であれ，
調査目的と調査方法にかなう要件であること，
および③  ①にもかかわらず，②が成立する
ためには，国民が申告義務を受け入れること
が必要であって，申告義務を受け入れる基本
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原則は，調査目的の公共的な性格にあること
が，判決の主旨である。「それ（判示された
二つの基本原則：筆者注）は，発達した民主
主義社会における統計調査の申告義務のあり
方を示し，わが国でも，発想の転換が迫られ
る一つの歴史的な教訓である［浜砂（1990：
第 9章），同（2006a：5）］。」
　もとより，『基本計画』が「国民の理解の
促進」［総務省（2009：35）］を強調している
ように，統計調査が成立する要件は，調査目
的＝利用目的の公共性と，それが規定する調
査内容にたいする被調査者としての国民の受
容度にある。それでは，基幹統計の調査目的
は，統計調査の法規にどのように規定されて
いるであろうか，現状に目をむけてみよう。
　調査目的の公共性の観点からみると，『基
本計画』の積極的な特徴は，『計画』本文に
おいて，「国勢統計，国民経済計算，経済構
造統計の重要性」［（総務省（2009：8）］が強
調され，統計委員会の各作業部会において，
既存の指定統計の必要性が，一つ一つの統計
について審議され，調査目的と利用目的，あ
るいは利用状況が見直されていることである
［統計委員会第 2作業部会（2008：39－43），同
第 3作業部会（2008：3－6）］。それは，これま
で，調査目的＝利用目的が調査実施時にはよ
り具体的に説明・広報されることがあっても，
統計法規では，非常に簡単な一般的な規定内
容に止まっていたからである。とくに，国勢
調査にいたっては，他の指定統計と違って，
調査目的が法的に規定されていない。国勢調
査令をみると，政令の（趣旨）第 1条＝「統
計法第 4第 2項の規定による国勢調査に関し
てはこの政令の定めるところによる。」が調
査目的の規定に代替している。統計法第 4条
が，国勢調査が指定統計であることを直接に
規定しているから，国勢調査令が，上位法＝
統計法の規定を受けて，調査規定を定めてい
ることが，かえって調査目的にかんする条文
が存在しない事由になっていると考えられる。

このような事情は，『新法』のもとでもかわっ
ていない。因みに，平成22年国勢調査の調
査目的は，これまで関連する文書や資料にお
いて区々に述べられてきたが，2010年 4月
になって，漸くまとまった文書において公示
されている［（総務省（2010a）］。
　ここでは，例えば，就業構造基本調査と労
働力調査にかんする調査目的の規定を見てみ
よう。表 1には，それぞれの調査規則におけ
る調査目的の条文をそのまま転載している。
　両者の目的規定がともに，いかに一般的，
形式的であるかは，表 3の統計委員会基本計
画部会第 2作業部会における両調査の必要性
にかんする記述と比較してみると，一目瞭然
であろう。就業構造基本調査が標本センサス
であり，労働力調査が経常的な標本調査であ
ることは，「全国及び地域別の就業構造に関
する○○」という表現から推察できるかもし
れない。しかし，それは，両統計調査にたい
する事前・事後の情報がなければ，確かな認
識とはなり得ないであろう。また，両統計調
査規則における調査目的の規定から，調査内
容＝就業概念の基本的な相違［前者では有業
者（Usual）概念が，後者では労働力（Actual）
概念］を識別することもできないであろう。
　さらに，調査目的の規定が一般的，形式的
であるためか，それを実現する調査事項の規
定も，内容がきわめて希薄である。両調査規
則では，世帯や抽出単位にかんする定義はな
されているが，就業概念にかんする定義・説
明はなく，両調査における就業概念の相違は，
「カ　就業日数又は就業時間に関する事項」
（就調）と「ヌ　一週間の就業時間」（労調）
に表示されているにすぎない。
　就業構造基本調査と労働力調査の例は，決
して極端な事例ではない。ここにいくつかの
統計調査の目的規定をあげているが，詳しく
見る必要はないであろう（表 2参照）。ほと
んどの規定が，「○○の状況（構造）を調査
して，○○の基礎資料を得ることである」と
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表１　就業構造基本調査と労働力調査の調査目的と調査事項

調査名 就業構造基本調査 労働力調査
作成機関 総務省統計局 総務省統計局
調査目的 国民の就業及び不就業の状態を調査し，全国及び地

域別の就業構造に関する基礎資料を得ること。
国民の就業及び不就業状態の状態を明らか
にするための基礎資料を得ること。

就業にかん
する調査事
項

一 　十五歳以上の世帯員に関する事項（イからヘま
で一般的事項：省略）
ト　在学，卒業等教育の状況　チ　就業状態
リ　所属の事業所の名称，経営組織及び事業の種類
ヌ　所属の企業全体の従業者数
ル　仕事の種類　ヲ従業上の地位
ワ　主な仕事からの年間収入
カ　就業日数又は就業時間に関する事項
ヨ　就業開始の時期
タ　転職及び追加就業希望に関する事項
レ　副業に関する事項
ソ　新規就業希望に関する事項
ツ　調査時の一年前の就業状態及び就業理由
ネ　前職に関する事項
ナ　職業訓練及び自己啓発に関する事項
二　世帯に関する事項
イ　年齢別世帯員数　ロ　収入の種類
ハ　年間収入

一 　すべての世帯員に関する事項（一般的
事項：省略）

二　十五歳以上の世帯員に関する事項
イ　氏名　ロ　配偶の関係
ハ　在学，卒業等教育の状況に関する事項
二　収入に関する事項
ホ　就業又は不就業の状態に関する事項
へ 　所属の事業所の名称，経営組織及び事
業の種類

ト　所属の企業全体の従業者数
チ　仕事の種類　リ　従業上の地位
ヌ　一週間の就業時間
ル　前職に関する事項
三　世帯に関する事項（一般的事項：省略）

相違点の説
明と「問題
点」

・標本センサス
・就業概念：有業者方式（Usual方式）

・経常標本調査
・就業概念：労働力方式（Actual方式：国調）

（出所）　総務省統計局ホームページ→「統計制度」→「統計の企画・立案」→「基幹統計の調査規則等」より

表２　調査目的の規定例

家計調査 国民生活における家計収支の実態を毎月把握して，諸種の経済及び社会問題等
に関する施策立案の基礎資料を提供する。

全国消費実態調査 家計の実態を調査し，全国及び地域別の世帯所得分布，消費の水準及び構造等
に関する基礎資料を得ること。

社会生活基本統計
調査

国民の社会生活の実態を明らかにするための基礎資料を得ること。

国民生活基礎統計
調査

国民の保健，医療，福祉，年金，所得等国民生活の基礎的な事項を調査して，
厚生行政の企画及び運営に必要な基礎資料を得るとともに，各種調査の調査客
体を抽出するための親標本を設定する。

工業統計調査 統計調査に用いる産業分類並びに疾病，傷害及び死因分類を定める政令の規定
に基づき，産業に関する分類の名称及び分類表を定める等の件（平成14年3月7
日総務省告示第139号）に定める日本標準産業分類に掲げる大分類F－製造業を
営む事業所について，業種別，従業者規模別，地域別等に従業者数，製造品出
荷額等を把握し，我が国工業の実態を明らかにし，工業に関する施策の基礎資
料を得る。

商業統計調査 商業の実態を明らかにし，商業に関する施策の基礎資料を得る。
（出所）　総務省統計局ホームページ→「統計制度」→「統計の企画・立案「基幹統計の調査規則等」より
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「形式化」・「一般化」されている。ここでは，
わが国の統計調査における調査目的の軽視状
況が，大屋（1995）によって，すでに1990年
代に指摘されていたことだけを指摘しておこ
う。統計調査における調査目的の決定的な重
要性を考慮すると，このような目的規定では，
統計調査が政府の統計調査であるという「公
共性」以上に公共的な性格を主張することは
できないであろう。

３． 調査目的の公共性の制度的な確立に向け
て

　さて，統計委員会基本計画部会第 3作業部
会において検討された就業構造基本調査と労
働力調査の必要性にかんする箇所を見てみよ
う。表 3に，その全文を掲載している。
　両者ともに，それぞれの統計調査の結果が，
①  政府の雇用政策や経済政策の基礎資料と
なっていること，②  政府，とくに内閣の景
気判断や月例報告にもちいられていること，
および③  労働経済学や社会学の研究におい
て，広く活用されていることを指摘している。
重要なことは，このようなより具体化された
統計の必要性＝調査目的にかんする解説を統
計委員会作業部会内部の議論に止どめず，広
く公表すること，できれば統計調査の調査規
則の目的条項等に法文としてもりこむことで
はないかとおもわれる。その理由の第一は，
統計調査の公共的性格が，これまでの調査時
の例示と違って，法制度的に明示されるから

である。
　統計調査の調査目的＝統計調査の必要性に
関連して，『基本計画』は，国勢調査，経済
センサスと国民経済計算については，その政
治的社会的な意義を直接に述べている。例え
ば，国勢調査については，①  それが，人口・
世帯の規模と構造を把握すること，②  調査
結果が，民主主義的政策の基準・基礎である
こと，さらには③  個人・世帯統計の母集団
フレームを策定し，合理的に統計体系を整備
する基礎であること［（総務省（2009：8）］が
指摘されている。①～③の 3項とも，特段に
新しいことではなく，言い古されてきたこと
であるが，これを新統計法，または該当する
調査令や調査規則に条項として表明すること
が肝要かとおもわれる。それは文字通り，統
計調査の公共性にたいする「政府全体の決意
表明」であって，法文化することによって，
その「重み」は増すとおもわれるからである。
　理由の第二は，これも当然のことであるが，
調査目的が具体的に法文化されることによっ
て，統計調査の公共性にかんする関心や議論
が高まる契機が与えられるからである。とい
うのも，統計委員会の作業部会における統計
調査の必要性にかんする論述は，諸外国の例
と比較すると，まだまだ一般的形式的であっ
て，もっと調査目的が実態的かつ具体的に明
確にされるべきであると考えられるからであ
る。
　例えば，上述の「平成22年国勢調査実施

表３　就業構造基本調査と労働力調査の必要性

就業構造基本調査
の必要性

就業構造に関する最も基本的な労働の供給サイド（個人・世帯）の統計であり，
労働政策，経済政策，税制，男女共同参画等の諸施策の企画に必要な基礎資料
として活用されるほか，経済学，社会学等の研究者や市場関係者等に広く利用
されており，基幹統計の基準を満たしていると考えられる。

労働力調査の必要
性

失業率など，毎月の就業・不就業の動向を示す最も基本的な労働の供給サイド（個
人・世帯）の統計であり，速報結果は毎月閣議に報告されるなど，政府の景気
判断や各種雇用政策の検討に活用されるほか，労働経済学，社会学等の分野で
広く研究者に利用されており，基幹統計の基準を満たしていると考えられる。

（出所）　統計委員会基本計画部会第3作業部会（200：3－4）
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計画」によると，同調査は「公正な行政運営
の基礎を成す情報基盤」を形成することに
よって，「衆議院小選挙区の画定，地方交付
税の算定，過疎地域の要件など，多くの法令」
に利用されている［（総務省（2010a）］。そして，
広報等において，国勢調査の結果が行財政行
為の基準となっている代表的な法令として，
衆議院議員選挙区画定審議会設置法第 3条，
地方交付税法第12条や過疎地域自立促進特
別措置法第 2条が紹介されている［総務省統
計局（2010）］。
　しかし，選挙区改定の基準規定，地方交付
金算定の要件規定や過疎地域の指定規定が，
しばしば政治的な対立の争点や違憲訴訟の案
件になっていること，また専門家にとっても，
理解や解説が困難な規定内容であることは，
統計作成機関側に起因する問題点ではないが，
国勢調査の公共性にかんする国民の受容度を
低下させている政治的な要因になっているよ
うにおもわれる［すぎやま（2007），渡辺（1986：
第 1章）］。また，地方交付金の配分要件であ
る財政力指数が1.0を越える地方自治体の割
合が 8％（平成20年度：全国1827市町村中
138市町村）に満たないことは，国勢調査の
結果が「公正な行政運営の基礎」として活用
されるという立論に大きな陰を投げかけてい
る財政事情であろう［総務省（2010b）］。この
ような国勢調査をめぐる政治的経済的な環境
にたいする国民の認識を深めるためにも，調
査目的の法文化と法文の具体化が必要であっ
て，ここに，「的確な情報提供並びに国民の
理解及び協力の促進」［総務省（2009：35）］
を進めていく基点があると言っても，過言で
はないであろう。
　問題の理解を深めるために，ドイツにおい
て，わが国の就業構造基本調査に対応するミ
クロセンサスについて，調査目的と調査事項
（標識）にかんする法文規定を紹介しよう。
先述したように，ドイツ連邦統計法は，統計
調査における被調査者の知る権利を定め，統

計調査について通知を受けるべき事項を明示
している。それにしたがって，申告義務があ
る統計調査の法規には，「調査目的」にかん
する条文が設けられ，法案審議のために連邦
議会に提出される政府原案には，条文と同じ
拘束力をもつ「条文根拠づけ（Begründung）」
が添えられている。ミクロセンサス法も例外
ではなく，調査方法（調査周期，申告義務，
標本規模等）とともに調査目的と調査事項に
かんする条文法規が設けられ，「条文根拠づ
け」（以下『条文根拠づけ』と略称）において，
「センサス全体の一般的な意義」，「調査経費」，
「被調査者の負担」，および個々の条文にかん
する根拠と必要性が記述されている。
　ミクロセンサス法第 1条の目的規定は，つ
ぎの通りである。
「第 1条　調査の種類と目的
⑴　種類の規定は省略（人口・労働市場・世
帯の居住状況にかんする連邦統計を作成す
るための標本センサスであること：筆者注）。
⑵　ミクロセンサスの目的は，人口構成，人
口と家族の経済的社会的な状況，労働市場，
就業人口の職業的な構成と職業教育，なら
びに住宅事情について，細かな分類におい
て統計データを提供することである。調査
結果は，連邦と州における政策的な決定の
ための基礎である［Deutscher Bundestag

（2004：2）］。」
　『法文根拠付け』によると，本条項は，「ミ
クロセンサスの最も重要な利用目的を定め
る」（同上：10）規定であって，本センサス
の「一般的意義」をつぎのように説明してい
る。「1957年以来ミクロセンサスは，人口と
労働市場にかんする世帯標本調査として実施
されている。その主要な課題は，人口構造，
人口，家族と世帯の経済的社会的な状況，就
業，休職，教育と居住状況にかんする包括的
で，最新かつ信頼できる調査結果を，連邦と
州の議会，政府と行政にたいして提供するこ
とである。また，ミクロセンサスの結果は，
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科学と調査研究，経済界ならびにその他の政
治的社会的な機関にとって，重要な情報源で
ある（同上：9）。」
　ミクロセンサスは，このようなセンサス目
的を実現するために，調査事項として，就業
（ミクロセンサス法第 4条第 1項第 8号～14

号）についてだけでなく，基本事項（同条第
1項第 1号と第 2号），生計（同条第 1項第
3号），社会保険（同条第 1項第 4号，第 2

項の第 1号と第 2号，第 4項），就学（同条
第 1項第 5号），学歴（同条第 1項第 6号），
職業教育（同条第 1項第 7号），居住・住宅（同
条第 3項第 4項），病気・事故・障害（同条
第 2項 1号c），通学・通勤（同条第 5項第 1

号），および出産児数（同条第 5項第 2号）
にかかわる標識をそなえている。そして，
『条文根拠づけ』が，調査事項を定める条文
に列示されている調査標識一つ一つについて，
それを把握する必要性を明示している。
　ここでは，調査標識「就業」にかんする規
定（第 4条第 1項第 8号～第14号）だけを
紹介しておこう（（Deutscher Bundestag（2004：
3－4））。
「第 4条　調査標識
⑴　第 1号（基本標識）～第 7号（職業教育）
は省略［（　）内は筆者注］。
第 8号　常時ないしは臨時就業，短時間雇用，
休職，
第 9号　就業者について
　事業所の経済部門と規模，勤務先の状況，
自宅での就業，就業している職業ならびに職
業上の地位，転職，現在の雇用主における（雇
用者），または自営業者としての就業の開始
年・月，所定週労働時間と報告週の実週労働
時間，ならびに両者が相違する労働市場的な
理由とその他の理由，完全時間就業ないしは
部分時間就業；市場的な要因をふくむ部分時
間就業の理由，期限付きないしは無期限の労
働契約，期限付き労働契約の理由，期限付き
就業の総期間，交代労働，土曜・日曜・祝日

労働，夜間労働，平均夜間実労働時間，夕刻
労働，副業
第10号　副業をもつ者については省略（常
時または臨時就業，調査週の実労働時間等 7

個の調査標識：筆者注）。
第11号　失業者および求職者については省
略（失業手当や失業補助の給付等10個の調
査標識：筆者注）
第12号　非就業者については省略（以前の
就業等 7個の調査標識：筆者注）
第13号　無業者については省略（就業希望
（の有無）等 3個の調査標識：筆者注）
第14号　調査 1年前の状況は省略（居住地
等 4個の調査標識：筆者注）。」
　当然，就業についてだけでなく，基本的な
標識（第 4条第 1項第 1号と第 2号）はじめ，
出産児数（同第 5項第 2号）までの全標識に
ついて，同様に具体的な規定があり，さらに
ミクロセンサス法の実施細則である同行政規
則には，さらに詳細かつ直裁な規定がなされ
ている。
　つぎに，ミクロセンサス法案は，上に紹介
した就業（第 4条第 1項第 8号）や副業（同
第10号）を把握する必要性についても，つ
ぎのような実態的具体的な説明を設けている。
「第 4条第 1項第 8号から第10号について
　労働市場の現状，および進展する労働と労
働時間の弾力化を細かく分析するためには常
時就業，臨時就業や少時間雇用，ならびに所
定の週労働時間と実労働時間にかんする情報
は，とくに重要である。同様なことは，完全
時間就業と部分時間就業，および有期就業に
かんする設問にもあてはまり，それは労働市
場の現況，ならびに世帯の経済的社会的な状
況を考慮すると，相当に重要である。
　（中略：他の就業にかんする標識が，労働
市場の評価，影響を受ける社会経済的な階層
の確定と年々の労働量と生産性の推計に必要
であること：筆者注）
　労働時間の弾力化は，交代・週末・祝日・
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夜間労働の導入または拡大によって影響を受
ける。労働時間政策や賃金率政策を決定する
ための基礎として，就業形態的な意義が増加
している自宅就業にかんする設問と同様に，
労働形態にかんする情報は不可欠である
［Deutscher Bundestag（2004：12）］。」
　第11号から第14号が定める調査標識の必
要性（同上：12）についても，同様な説明が
記載されているが，ここでは割愛する。
　これまでに紹介してきたミクロセンサスに
おける調査規定の包括性と実態性は，国勢調
査はじめ他のドイツの重要な統計調査にも見
受けられる特徴である［浜砂（1990：第 8章，
第 9章）］。それを，わが国の社会統計群に見
受けられる目的規定の形式性と一面性と比較
するとき，両国の政府統計をめぐる政治経済
的環境と，統計調査を支える統計システム，
さらには統計体系にかんする本格的な考察に
進む必要性を痛感するが，それは別稿に期す
ることにしたい。しかし，ここまでの考察で
も，両国の統計システムの相違（中央統計機
構の分散性と連邦統計の集中性）が統計調査
の調査目的と調査内容に及ぼしている影響を
予感せざるを得ない。換言すると，政府統計
全体の「体系的公共性」にかんする考察を展
望をすることができよう。
　ところで，ミクロセンサス法にかんする連
邦政府の原案は，連邦議会と連邦参議院にお
ける審議と可決によって，文字通り「連邦国
家全体の決議」となる。それは，ミクロセン
サスだけでなく，わが国の基幹統計に相当す
る政府の重要な統計調査（指定統計：Ange-

ordnete Statistik）が実施されるごとに行われ
ている［浜砂（1990：第 9章）］。さらに，統
計調査を指定する法律が調査方法の転換にか
かわるような重要な論点を内包しているとき
には，連邦議会に専門家を招聘して，長時間
におよぶ公聴会が行われている。2009年 4

月20日に，連邦議会内務委員会において開
催された2011年センサス指定法についての

公聴会は，最近におけるその代表的な事例で
ある［Deutscher Bundestag（2009）］。政府統
計の公共性とそれを広範に議論する「最良・
最高の場」が制度的に確保されていると言え
よう。法制度的に大きな彼我の差を感じられ
ずにはおれないが，わが国においても，『新法』
の基本理念は，一つ一つの統計調査において
具現されるべきであろう。換言すると，『新
法』に，基幹統計の重要性とその指定基準に
かんする条文が設けられ，統計委員会におい
て，基幹統計として存続する指定統計の調査
目的＝利用目的が見直されたことは，その第
一歩と評価すべきであろう。

４． 補論：調査目的の公共性と統計主体とし
ての地方自治体

　最後に，「統計主体」としての地方自治体
と調査目的の関連性を考察することによって，
本稿を閉じることにしよう。
　『新法』においても，地方自治体は，独自
の統計調査を実施すること（第24条）が認
められている。しかし，全国的に実施される
統計調査では，地方自治体が，統計主体であ
る中央政府の実査機構として位置づけられて
いること（第16条）は，旧統計法と変わり
ない。したがって，『基本計画』も，とくに
調査環境の悪化状況と地方自治体がおかれて
いる行財政的な状況を考慮して，地方自治体
の統計組織を実査機構として保全する措置を
答申している［総務省（2009：29－30））。答申
には，地方統計機構の脆弱化にたいする危機
意識を読み取ることができるが，地方自治体
が，能動的な「統計主体」として確立してい
く積極的な方向性と展望をうかがうことはで
きない。
　他方，上述したような調査目的をめぐる政
治的環境を反映してか，地域住民の社会経済
的な生活に直接にかかわっている地方自治体
職員層には，政府統計の存在理由にたいする
消極的な意識傾向さえ発生している。例えば，
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1995年国勢調査をめぐって実施された「統
計調査環境実態調査：国勢調査員調査」（九
州大学経済学部統計学研究室）は，統計の社
会的評価や申告義務にたいする否定的な回答
傾向が，農山村地域では，「市町村職員型」
の国勢調査員層に，他の主婦層のような調査
員層よりも強く見受けられることを析出して
いる［朝倉・浜砂（1998：338～346）］。
　このような政治的経済的な環境にあって，
政府の統計調査にたいする社会的な受容度を
高めていくためには，わが国の中央―地方
の統計システムを基本的に見直すことによっ
て，地方自治体統計を確立していくことが必
要であろう。
　多くの地方自治体では，行財政政策や将来
計画の策定において，実態調査の企画・実施
や計画モデルの作成・分析を民間のシンクタ
ンクに委託することによって，その方法や技
術が地方自治体に蓄積されないだけでなく，
調査結果を分析し，モデルの方法・含意を十
分に理解できるスタッフが組織的に育成され
ず，地方自治体職員に統計意識が根付いてい
ないのが実情であろう。さらに，いろいろな
公共事業（空港・道路・ダム等の建設や航路
開設等）において，統計利用が「楽観的」な
費用効果分析，「目標指向的」な環境評価や「希
望観測的」な建設需要の予測によって，住民
や関係機関にたいする「説得装置」として機
能していることは，ニュース報道がよく伝え
るところである1）。統計利用主体としての地
方自治体の不活性化は，将来計画や政策立案
の対象となる住民にたいする説明責任の有効
性を弱め，「公的統計が国民にとって合理的
な意思決定を行うための基盤」として住民に
受けとめられない大きな要因である。それに
よって，住民の統計意識が高められないだけ
でなく，住民生活に接触する地方自治体が統
計作成の主体としても，劣化する政治経済的
な要因になっていると考えられる。
　他方，悪化をたどる地方社会の格差・過疎

事情と，それがもたらす地域生活の荒廃，お
よび地方自治体の劣化は，一方的な中央依
存・産業誘致型の「政治経済」から脱却し，
内発的な地域再生を指向する社会的な要因を
生成している［片山他（2006）］。地域社会が
自立的な発展を遂げるためには，地域社会の
中核・指導層が，地勢的な自然・社会資源と
住民の生活条件にかんする客観的な「試算」
＝統計利用を行うことによって，科学的に政
策的な展望を築くことが必要であろう2）。統
計利用において，地域住民が個々に自立的な
主体として確立することは容易なことではな
いから，その糸口として，地域住民の眼前に
おいて，地方自治体が，行財政活動において
十全かつ公正な統計利用を踏まえることがき
わめて重要であるとおもわれる。それは，行
財政権限の地方政府への移譲と住民人口層の
変容によって，地方自治体の住民にたいする
行政サービスの範囲が，いよいよ拡大してい
るからである。
　したがって，統計作成と統計利用において，
自立的な地方自治体統計が積極的に確立して
行くことが，統計環境を保全し，公的統計の
公共性を高めていく重要な政治的な要因であ
る。それを社会的かつ具体的に保障するため
には，統計実践においても，地方自治体の能
動的な主体性が法制的に定立されること，と
くにセンサス統計の作成と利用における地方
自治体の参画を組織的制度的に確立すること
が基点となろう［浜砂（2006a：4－5）］。
　もとより，地方自治体の統計的主体性を確
立するためには，わが国の中央―地方の統
計システムを基本的に見直すことが必要でる。
その手掛かりとして，米国とドイツのセンサ
スシステムを見ると，アメリカの2000年人
口センサスでは，センサス局（W. DC）のも
とに 12の地方分局（Permanent Regional Of-

fices）＝地方センサスセンター（Local Census 

Center）が置かれ，402地域にセンサス調査
事務局（Census Field Office）と520地点に地
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域センサス事務所（Local Census Office）が
設置されている。法制度的にも，連邦がセン
サスの主体であることは，合衆国憲法→法文
典→センサス法に明示されている［浜砂
（2001：50－52）］。
　他方，ドイツでは，ドイツ基本法（Grundg-

esetz：憲法）によって，州と市町村が統計
活動の主体として公認され，センサス統計の
作成においても，「中央政府である」連邦が
行う連邦統計の計画・調整に積極的に参加し，
その調査経費を負担している。そして，現在
進行している人口センサスの方法転換問題に
おいても，破綻した1987年国勢調査にたい
する都市統計家会議（地方自治体の連合組織）
の経験報告は，主導的な「起爆薬」となり，
州統計局のスタッフが，方法転換プロジェク
トの主体を担っている。
　つぎに，統計利用においても，都市行政を
規制する都市計画（総合計画と部門計画）に
おいて「都市統計と都市研究（Staedtestatistik 

und Stadtforschung）」が重要な位置を占めて
おり，「自治体統計と都市・計画研究（kom-

munalstatitik，Stadtforschung und－entwick-

lungsplanung）」において有能な専門家が確
保されている。さらに都市統計家会議が，ド

イツ統計学会と「統計週間」（毎年秋期に開
催される両協会の年次大会）を共催し，人口・
労働統計にはじまり，地域構造統計や都市企
業統計等の分野において，活発な研究部会を
設けている［浜砂（1985）］。そして，ドイツ
旅行者が経験する森林・緑地と建物・集落が
織りなす景観美や充実した社会インフラ（例
えば人口120万の福岡市は，幹線以外に私鉄
を合わせて 4本の通勤線と 3路線の地下鉄を
備えるに過ぎないが，人口60万のフランク
フルト市は，9本の通勤線と 7路線の地下鉄
網をもつ）は，そのような統計情報に支えら
れた自立的な自治体行政なしには理解できな
いことであろう［浜砂（2006b：6－7）］。
　したがって，アメリカでは，センサスが合
衆国連邦政府の統計であることが，ドイツで
は，州を中心に市町村に及ぶ連邦全体が統計
の主体であることが，財政的にも組織的にも，
明白である。このような比較からも，「地方
自治体が政府統計の作成・利用の主体として
法制的に定立されること」，「とくにセンサス
統計の作成と利用における地方自治体の参画
を組織的制度的に確立すること」を主張する
所以である。

注

1  ）例えば，「ソフトと社会資本  改定GDPかさ上げ」［朝日新聞（西部本社版）2000年10月28日号
8面］，「官需支える魔法の試算  需要予測  独自数値で『水増し』」（同2002年7月26日号15面），「民
意  長野発にっぽん  公共事業やめ方模索  客観データに議会沈黙」（同2002年 8月23日号 4面），
「『民営』効果期待外れ  建設・運営細る地元参入」［同（夕刊）2006年10月18日号 3面］等。

2  ）注 1）の新聞記事の後 2者は，実態的に「公正」な「試算」が，自立的な地域再生の方向を語る
具体例でもある。
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濱砂敬郎

On the Public Interest of “Official Statistics” in Japan

Keiro HAMASUNA

Summary
　The new Statistics Act （Act No. 53 of 2007） is legislated on may, 2007 by the total revision of Statistics 

Law （Act No. 18 of 1947）. In the Act for the government statistics the term “Official Statistics” is used and 

it takes the position of critical information for the citizens in their reasonable decision making. The public 

interest of statistical survey is the most important premise in order that citizens may actively take part in 

the statistical practices and are specially willing to accept the obligation of the answer for statistical survey. 

In the Basic Plan that the Statistics Commission drow up the survey purposes that concretes the public in-

terests of the Fundamental Statistics are discussed and it is very significant to maintain them. In this paper 

the auhtor points out the superficiality and unsubstantiality in the purpose provisions of the survey rules 

for the Fundamental Statistics by analyzing them and their topics.

　Further, author observes, in order that citizens may recognize their survey purpose it is very important 

that the the subjectivity of local authorities in the statistical survey is legally and institusionally established. 

Besides in the analysis he tries to compare them with those of german statistics.

Key Words
public interest of statistical survey, survey purpose, purpose provisions of statistical survey, 

Basic Plan concerning the development of Official Statistics, citizen’s subjectivity in statistical practice

― From the Viewpoint of Survey Purposes―
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はじめに
　生産性とは投入量に対する産出量1）の比率
であるが，国内産業全体や各産業の生産性を
計測するさい投入量，産出量に如何なる量を
採用すべきかが問題となる。どのような量を
投入量，産出量に採用するかによって国内産
業全体や各産業に関する生産性指標はいろい
ろな種類に分かれる。
　何を投入量に採用しているかということで
分類すると，労働生産性，固定資本生産性，
原材料生産性，多要素生産性（全要素生産性），
全労働生産性，等々という生産性指標になる。
労働生産性，固定資本生産性，原材料生産性
は，これらの生産性の名称に使用されている
それぞれの項目を投入要素とする生産性であ
る。多要素生産性（全要素生産性）は，労働，

固定資本，原材料など性質の異なった投入物
を，何らかの方法で集計し，多要素の集計さ
れた投入量を投入要素とする生産性である。
全労働生産性は，当該産業で使用されている
直接労働だけでなく，固定資本（減耗）に投
下されている労働，原材料に投下されている
労働も含めた，全労働を投入要素とする生産
性である。
　何を産出量に採用しているかということで，
現在の日本や世界で通常見られる生産性を分
類すると，純付加価値生産性，粗付加価値生
産性，生産物生産性という生産性指標になる。
生産物2）の量は数量3）と金額の両面から構成
されているので，これを区別すると，生産物
数量生産性，生産物金額生産性となる。生産
物金額から中間投入費用を引くと粗付加価値
となり，それから固定資本減耗費用を引くと
純付加価値になる。これらを産出量とする生
産性が，それぞれ粗付加価値生産性，純付加

【論文】

付加価値生産性と全労働生産性
泉　弘志＊
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価値生産性である。
　具体的な生産性指標は産出要素と投入要素
を組み合わせて，純付加価値労働生産性，粗
付加価値労働生産性，生産物数量労働生産性，
生産物金額労働生産性，純付加価値原材料生
産性，粗付加価値原材料生産性，生産物数量
原材料生産性，生産物金額原材料生産性，純
付加価値固定資本生産性，粗付加価値固定資
本生産性，生産物数量固定資本生産性，生産
物金額固定資本生産性，純付加価値多要素生
産性（純付加価値全要素生産性），粗付加価
値多要素生産性（粗付加価値全要素生産性），
生産物数量多要素生産性（生産物数量全要素
生産性），生産物金額多要素生産性（生産物
金額全要素生産性），等々となる。全労働生
産性は，産出量が生産物数量であり，投入量
が直接労働，原料に投下されている労働，固
定資本減耗分に投下されている労働の合計で
ある生産性である。
　本稿では主として産出量に如何なる量を採
れば的確な，つまり意味が明瞭で客観的な生
産性指標になるかを考える4）。

１．産業別産出の金額と数量
　商品の産出量には金額と数量の両面がある。
生産性の計測に使用される産出量は，正確に
は，金額ではなく数量である必要がある。と
いうのは，生産性は，産出物が商品という形
態をとらない場合でも必要な，歴史貫通的（超
歴史的）指標であるからである。資本主義社
会が成立するより前の社会では多くの生産物
が商品の形態をとらなかった。資本主義社会
では多くの生産物が商品の形態をとるが，全
ての生産物が商品の形態をとっているわけで
はない。商品の形態をとらない産出量には，
数量は存在するが，金額は存在しない。生産
性は商品の形態をとる生産物の生産とそうで
ない生産物の生産に共通な指標である。
　産出金額に関して，生産物金額，粗付加価
値額，純付加価値額の 3つが区別できる。こ

れら 3つの間には，生産物金額から中間投入
額を引くと粗付加価値額となり，それからさ
らに固定資本減耗額を引くと純付加価値額に
なるという関係がある。
　まず，生産物金額とそれに対応する数量に
ついて考えてみよう。
　一種類の財貨・サービス金額は固定価格表
示にすると，それは金額であるとともに数量
も表していると考えることができる。例えば，
Ａ万円の鉄鋼という場合，1万円の鉄鋼量が
固定されていれば，そのＡ倍の数量の鉄鋼と
いうように，単位金額で表される数量を単位
量としてその何倍であるかということで表さ
れた数量と考えることができる。この場合，
トン等物量単位で表すか，万円等の固定価格
で表すかは，表示単位の相違であって，実質
的には同じものを表しているので，時点間比
較や国際間比較は，物量単位でしようと固定
価格の金額単位でしようと同じになる。
　多種類の財貨・サービスの場合，この関係
は少し複雑である。物量単位での加算は一般
的にはできない。異なった産品の物量単位で
の加算，例えば，鉄鋼Ａトンと米Ｂトンの加
算は，船舶への積載限界を考えるような場合
は別として，一般的には意味がない。通常多
種類の産品の集計は金額で行われる。そして，
多種類の産品の集計された金額に関しても固
定価格に変換することができる。しかし，多
種類の産品の集計された固定価格金額の時点
間比較や国際間比較は，各産品の数量だけで
なく，採用された固定価格体系（＝産品間相
対価格）にも左右される値であり，一種類の
産品の固定価格表示生産金額の時点間比較や
国際間比較が数量の相違のみを表しているの
とは異なる。
　多種類の財貨・サービスの場合，固定価格
にするとき採用する価格体系が異なると数量
指数が異なってくるので，基準時点（国）価
格を採用する方法（ラスパイレス数量指数）
だけでなく，比較時点（国）価格を採用する
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方法（パーシェ数量指数）やそれらの幾何平
均を使用する方法（フィッシャー数量指数）
等々いろいろな方法が工夫されている。また，
基準時点（国）や比較時点（国）価格だけで
なく，途中の価格と金額も使用する連鎖式数
量指数もある。
　通常，数量指数の算式は市場価格を使用し
て計算される。しかし，市場価格が，多種類
の財貨・サービスを集計するための価格とし
て適当かどうかが検討されなければならない。
マルクス経済学は，価値価格（投下労働量に
比例した価格），生産価格（産業間均等利潤
率が成立した時の価格），市場価格（現実の
市場で成立している価格）を区別し，その関
連を考察する。財貨・サービスの数量指数を
作成する場合，ラスパイレス式，パーシェ式，
フィッシャー式といった算式の問題だけでな
く，どの価格を使用した場合に，生産物の数
量変動の表示としてより適したものになるか，
という問題を検討する必要がある。私は，市
場価格でも生産価格でもなく，価値価格がよ
り適していると考えている。理由は，価値価
格を使用した方が，市場価格や生産価格を使
用した場合に比べて，それぞれの産業の生産
過程の状態をより直接的に反映し，生産の本
質により合致した数量指数になると考えるか
らである5）。
　次に，粗付加価値額とそれに対応する数量
について考えてみよう。財貨金額や財貨数量
が存在の大きさであるのと異なって，粗付加
価値は，生産過程において中間投入金額から
財貨・サービス金額へどれだけ大きくなった
かという金額変化の大きさであり，粗付加価
値に対応する数量は，中間投入物の財貨・サー
ビスへの物的変化の大きさである6）。ここで
は，粗付加価値に対応する数量を生産粗数量
ということにしよう。生産は，無から財貨・
サービスを生み出しているのではなく，既に
存在するものをより有用なものに変化させる
ことを意味している。粗数量という用語の使

用は，中間投入物から財貨・サービスへの変
化の大きさであって，中間投入物と固定設備
（生産手段の全体）から財貨・サービスへの
変化ではないということを表現しようと意図
している。
　93SNAは，産出には 2つの主要な種類す
なわち財貨とサービスがあり，財貨が物理的
対象であるのに対して，サービスは変化であ
ると言っている7）。そして，サービスの例と
して，消費者のもつ財貨の状態の変化（輸送，
清掃，修理等），人の物理的状態の変化（輸送，
宿泊，内科・外科の治療，容姿の改善等），
人の精神的状態の変化（教育，情報，助言，
娯楽等），制度単位それ自身の一般的経済状
態の変化（保険，金融仲介，保護，保証等）
を挙げている。ここで，93SNAが「サービ
スは変化である」という場合の変化と「中間
投入物の財貨・サービスへの物的変化」とい
う場合の変化の相違について考えておこう。
変化ということでは共通であるが，SNAの
言うサービスが「消費者の需要に応じて生産
者の活動によって実現される消費単位の状態
の変化」であるのに対して，中間投入物の財
貨・サービスへの物的変化は，一般的には，
生産単位（企業）の内部で行われ，変化それ
自体が生産者と消費者の間で取引されるので
はない。市場で取引されるのは，中間投入物
や財貨・サービスであって，中間投入物の財
貨・サービスへの物的変化自体ではない。
SNAの言うサービスは変化それ自体が取り
引きされる。従って，サービスには，（法と
秩序の維持や防衛のような特殊なものは別と
して）一般的には，価格（単位数量当たり金
額）が存在するが，中間投入物の財貨・サー
ビスへの物的変化自体には価格は存在しな
い8）。
　財貨が，個，トン，立法メートル等の単位
で計測できるのに対して，変化である生産粗
数量は，そのような物量単位では計測出来な
い。鉄鋼石や鉄はトン単位で計測出来ても，
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鉄鋼石の鉄への変化はトン単位では計測でき
ない。
　詳細に分類された産業連関表を見ると，1

つの財貨・サービスを生産するために，多く
の種類の中間投入物が使用されていることが
わかる。多くの種類で構成される中間投入物
を財貨・サービスに変化させる過程が各産業
の生産過程である。細分化された物量表示産
業連関表において，時点間あるいは国際間で，
投入係数が全く同じであれば，産業ごとに 1

セットの中間投入物から 1単位の生産物への
変化を 1単位の変化量と定義し，その何倍で
あるかで，各産業の中間投入物から生産物へ
の変化の数量が定義でき，時点間あるいは国
際間で大きさの比較ができる。ここでは，中
間投入物を構成する財貨・サービスの質も，
生産結果である財貨・サービスの質も固定し
ていると仮定している。この場合は，中間投
入物と生産結果の財貨・サービスに関する 2

時点（国）間の価格を共通にして粗付加価値
を計算すれば，つまりダブルデフレーション
の方法で実質付加価値を求めれば，この粗付
加価値はその産業の生産粗数量をあらわすこ
とになる。
　このような産業の場合，価格を 0時点（国）
の価格に統一しようと，1時点（国）の価格
に統一しようと，それらの平均価格に統一し
ようと，個々の産業の実質粗付加価値の 0時
点（国）1時点（国）間比率は等しい。そし
て，これらの産業別実質粗付加価値とその産
業の労働量との比率の 0時点（国）1時点（国）
間比較は，労働生産性の的確な比較となり，
産業別実質粗付加価値とその産業の固定資本
（あるいは固定資本減耗）の比率の 0時点（国）

1時点（国）間比較は，固定資本生産性の的
確な比較となる。
　投入係数が同じであっても産業間生産物量
比率が異なることはありうる。一種類の財
貨・サービスの実質付加価値ではなく，複数
の財貨・サービスの実質付加価値の集計値は，

複数の財貨・サービスの実質金額と同様，採
用された固定価格体系にも左右される値であ
る。
　しかし，2時点（国）間で物量投入係数が
異なる産業に関しては，産出される財貨・サー
ビスが同じであっても，別の投入物からの変
化，つまり別の種類の変化，であるから，そ
の産業の粗生産数量の 2時点（国）間の比較
は，厳密に言うと，できない。これは，異なっ
た種類の財貨・サービスの数量が比較できな
い，例えば鉄の数量と米の数量が比較できな
い，のと同様である。
　しかし，細分化された物量表示産業連関表
の投入係数は一般的には時点間あるいは国際
間で異なる。物量表示産業連関表の投入係数
が異なるということは，異なるセットの中間
投入物からの生産物への変化であるというこ
とであるから，たとえ生産過程の結果として
の生産物が同じであっても別の種類の変化で
あるということを意味している。種類の異な
るものは単純に大小比較出来ないし，足し算
や引き算も出来ない。
　純付加価値は，生産過程における中間投入
金額と固定資本減耗額の合計金額から生産物
金額への金額変化の大きさであるから，純付
加価値に対応する数量は，中間投入物と固定
設備との生産物への物的変化の大きさである，
と考えることができる。ここでは，純付加価
値に対応する数量を生産純数量ということに
しよう。生産という用語で，生産物量ではな
く変化の大きさであるということを表現し，
純数量という用語を使うのは中間投入物と固
定設備（生産手段の全体）の生産物への変化
の大きさであって，中間投入物の生産物への
変化ではないということを表現したいという
ことである。生産純数量を物的単位で計測す
るのは，生産粗数量を計測すること以上に困
難である。生産純数量は物量表示産業連関表
の投入係数が同じであるだけでなく，固定資
本係数も同じである場合には，実質純付加価
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値は生産純数量を表す。
　生産物金額は，一種類の産品の場合，固定
価格表示にすると，生産物数量を表すものと
して扱うことができる。多種類の産品の場合
は少し複雑であるが，その固定価格表示の金
額は，いろいろ工夫すればそれ相応に，生産
物数量の相対的大きさを表すものになる。し
かし，粗付加価値や純付加価値は，それらに
対応する数量の相対的大きさを表すものにな
るか，これが以下の検討課題である。

２． 産業別名目付加価値は産業別生産数量を
表すか？

　まず，産業別名目付加価値がどのような大
きさに決まるかをマルクスの生産価格モデル
で考えてみよう。生産価格は各産業の利潤率
が均等になるときの各生産物の価格である。
現実においては，各時点の一時的な需給関係，
独占・寡占，政府の規制等様々な要因・事情
が働いて，産業別利潤率は均等にはならず，
市場価格は生産価格から乖離するが，営利企
業は利潤を求めて動いており，生産価格とそ
れに対応する付加価値は，各生産物の市場価
格や各産業の名目付加価値がどのような大き
さに決まるかを考えるさいの基準を提供する。
　純付加価値や粗付加価値には価値というこ
とばが使用されているが，それらはマルクス
経済学でいう価値の概念ではなく，生産価格

や市場価格のレベルのカテゴリーであるとい
うことに留意すべきである。『資本論』には
純付加価値や粗付加価値という用語は出てこ
ないが，国民経済計算における純付加価値や
粗付加価値の定義や推計法に基づいて考える
と，これらはマルクス経済学でいう価値の概
念ではなく，生産価格や市場価格のレベルの
カテゴリーとして位置づけられる。
　第 1表は，マルクスが『資本論』第 3巻 9

章で商品価値の生産価格への転化を示した数
値例である。ただし，固定資本，固定資本減
耗，不変流動資本，利潤，純付加価値，粗付
加価値という項目は泉が付け加えたものであ
る。
　この表の資本の欄で示されているのは前貸
資本額であって，当該期間に消費された資本
額ではない。固定資本に関しては当該期間の
固定資本減耗額ではなく，投下されている固
定資本総額が含まれている。不変流動資本（中
間投入）や可変資本（賃金）の場合，前貸資
本額は年間消費額を年間回転数で割った値に
なるが，この章におけるマルクスの数値例で
は，簡単化のため，年間回転数は 5つの産業
部門おいて全て 1であり，流動資本の前貸額
と年間消費額は等しいと仮定されている。マ
ルクスの数値例には不変資本総額が載ってい
るだけで固定資本と不変流動資本という内訳
は無いので，適当に割り振った数字を入れて

第１表　マルクス（『資本論』第３巻第９章』）による商品価値の生産価格への転化

資本 固定
資本

固定
資本
減耗

不変
流動
資本

剰余
価値
率　

剰余
価値

価値どお
りに販売
された時
の利潤率

消費
され
たc

商品
の価
値　

費用
価格

商品
の価
格　

均等利
潤率　 利潤

純付
加価
値　

粗付
加価
値　

Ⅰ 80c+20v 35 5 45 100％ 20 20％ 50  90 70  92 22％ 22 42 47

Ⅱ 70c+30v 23 4 47 100％ 30 30％ 51 111 81 103 22％ 22 52 56

Ⅲ 60c+40v 12 3 48 100％ 40 40％ 51 131 91 113 22％ 22 62 65

Ⅳ 85c+15v 51 6 34 100％ 15 15％ 40  70 55  77 22％ 22 37 43

Ⅴ 95c+5v 91 6  4 100％  5  5％ 10  20 15  37 22％ 22 27 33

注：イタリックの欄は泉が挿入したものである。
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おいた。また，消費された不変資本 cの大き
さは示されているが，このうちどれだけが固
定資本減耗でどれだけが不変流動資本である
かは示されていないので，これに関しても適
当に割り振った数字を入れておいた。
　商品が価値どおりの価格（投下労働量に比
例した価格）で販売されると利潤率は「価値
どおりに販売された時の利潤率」の欄に示さ
れているように産業別に異なった値になるが，
利潤率が均等になるように価格を決めると，
商品の価格は「商品の価格」の欄に示されて
いるような数値になる。これが生産価格であ
る。純付加価値は賃金（＝可変資本 v）プラ
ス利潤，粗付加価値はそれに固定資本減耗を
加えたものであり，この時のそれぞれの大き
さは表に示した値になる。
　以上のように純付加価値，粗付加価値の大
きさが決まるとすると，第 2表の数値例が示
すように，当該産業の生産数量や技術が変化
しなくても，他産業の生産数量や経済全体の
剰余価値率等が変化するだけで，当該産業の
純付加価値，粗付加価値の大きさが変化する
ということは明白である。
　第 2表は，第 1表の状態と比較して，全て
の部門の生産性，技術は同じ，Ⅲ部門だけの
生産数量が1.5倍，他の 4部門の生産数量は
同じという条件で，産業間で利潤率が均等に
なると想定すると，各産業の純付加価値，粗

付加価値が，どのような値になるかを示して
いる。Ⅲ部門の剰余価値が40から60に増大
しているので，全産業合計の剰余価値は110

から130に増大している。この産業合計の剰
余価値が，利潤率が均等になるように各産業
に配分されるので，Ⅰ部門，Ⅱ部門，Ⅳ部門，
Ⅴ部門の生産数量や剰余価値は 1表と同じで
あるが，利潤は大きくなり，純付加価値も粗
付加価値も大きくなっている。当該産業で使
用される原材料，固定設備，労働の数量も，
生産結果である生産物の数量も全く同じであ
るのに，他産業の生産数量が異なると当該産
業の名目純付加価値や名目粗付加価値が異な
る値になるということは，それらが当該産業
の生産性を計測するための産出の指標として
欠陥があるということを意味している。
　同様に，当該部門の生産数量や資本構成（生
産技術）が変化しなくても，他部門の資本構
成が変化するだけで，当該部門の純付加価値
と粗付加価値の大きさが変化することを示す
ことができる。
　また，マルクスは『資本論』第 3巻11章で，
全ての部門の生産数量，労働時間が変化しな
いという条件で労賃が変動した場合，生産価
格にどのような影響を及ぼすかを分析してい
るが，これは，同条件で労賃が変動した場合
に各産業の純付加価値と粗付加価値の大きさ
にどのような影響を及ぼすかという分析でも

第２表　Ⅲ部門の数量が第１表の1.5倍になった場合

資本 固定
資本

固定
資本
減耗

不変
流動
資本

剰余
価値
率　

剰余
価値

価値どお
りに販売
された時
の利潤率

消費
され
たc

商品
の価
値　

費用
価格

商品
の価
格　

均等利
潤率　 利潤

純付
加価
値　

粗付
加価
値　

Ⅰ 80c+20v 35 5 45 100 20 20％ 50  90  70  93.6 23.6％ 23.6 43.6  48.6

Ⅱ 70c+30v 23 4 47 100 30 30％ 51 111  81 104.6 23.6％ 23.6 53.6  57.6

Ⅲ 90c+60v 18 4.5 72 100 60 40％ 76.5 196.5 137 172.0 23.6％ 35.5 95.5 100.0

Ⅳ 85c+15v 51 6 34 100 15 15％ 40  70  55  78.6 23.6％ 23.6 38.6  44.6

Ⅴ 95c+5v 91 6  4 100  5  5％ 10  20  15  38.6 23.6％ 23.6 28.6  34.6

注：イタリックの欄は泉が挿入したものである。
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ある。労賃が騰貴した場合，⑴ 不変資本と
可変資本の割合が平均に等しい産業の純付加
価値と粗付加価値の大きさは不変のままであ
る。⑵ 可変資本の割合が高い産業では純付
加価値と粗付加価値の大きさは大きくなる。
⑶ 不変資本の割合が高い産業では純付加価
値と粗付加価値の大きさは小さくなる。
　以上では，マルクスの生産価格モデルを使
用して考えたが，マルクスの生産価格モデル
でなくても，多部門の均衡価格モデルであれ
ば，同じように，当該部門の生産量や生産技
術が変化しなくても，他部門の生産量や生産
技術が変わるだけで，当該部門の付加価値の
大きさが変化する事を示すことができる。一
般に，多部門の均衡価格モデルにおけるある
部門の価格及び付加価値は，その部門の事情
だけできまるのではなく，他部門の事情に影
響を受けるからである。
　現実の市場価格はマルクスの生産価格どお
りではないし，各種の多部門均衡モデルで示
される価格どおりでもない。現実の市場価格
は，一時的な需給関係，独占・寡占，政府の
規制等々様々な要因によって，マルクスの生
産価格や各種多部門均衡モデル価格から乖離
する可能性がある。それは，現実の市場価格
によって決定される産業別付加価値の動きが，
マルクスの生産価格や各種多部門均衡モデル
価格より一層，産業別生産数量の動きから乖
離する可能性があることを意味している。

３． 産業別実質付加価値は産業別生産数量を
表すか？

　前節で見たように，産業別名目付加価値は
産業別数量を表しているとは言えないが，そ
れでは産業別実質付加価値はそれを表すであ
ろうか？粗付加価値の実質化はダブルデフ
レーションによって行われる。この節ではダ
ブルデフレーションによって得られた産業別
実質粗付加価値が産業別生産数量を表してい
るかどうかを検討する。

　粗付加価値の実質化がダブルデフレーショ
ンによって行われるのは，粗付加価値に対応
する数量すなわち中間投入物の生産物への物
的変化自体の大きさが直接には計測できず，
その価格は存在しないから，間接的に実質中
間投入金額と実質生産物金額から求めている
ということである。
　デフレーションによる金額の実質化は，一
般的な物価変動による影響を取り除くだけで
なく，前節で見たような理由による価格の相
違も取り除いて，同じ数量であれば同じ金額
になるように調整することが要件である。前
節の説明で明らかなように，生産価格や市場
価格で表された産業別名目金額の変化は産業
別生産物数量の変化に正比例しない。しかし，
これらは，実質値にすると，一種類の産品の
場合はデフレーターが正確であれば完全に，
多種類の産品の場合でも工夫すれば相応に，
生産物数量の変化を表すものになる。それで
は，産業別名目粗付加価値をダブルデフレー
ションによって産業別実質粗付加価値に変換
すると，粗付加価値に対応する産業別生産数
量すなわち中間投入物の生産物への物的変化
の大きさを表すものになるかどうか，これが
ここでの検討課題である。

3－1　 通常のダブルデフレーションによる場合
　粗付加価値のダブルデフレーションによる
実質化は，通常，生産物金額と中間投入金額
を固定価格表示にした上で，それらの差額と
して求めるという方法によって行われる。こ
の方法は非常に多く用いられている。しかし，
この方法で求めた産業別実質粗付加価値は，
産業別生産粗数量を表しているとはとても考
えられない値を示すことがある。
　第 1に，このようにして求めた産業別粗実
質付加価値は，マイナス値になる場合がある。
　例えば第 3表を見ていただきたい。この表
では金属製品の日本粗付加価値をダブルデフ
レーションで韓国価格に変換した値がマイナ
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ス値になっている。
　名目粗付加価値の場合マイナス値が持続す
るということはありえない。もし名目粗付加
価値のマイナスが持続するのであれば，企業
はその生産を中止するであろう。
　産業連関表の枠組みで考えると粗付加価値
の合計は最終需要の合計に等しい。最終需要
を構成しているのは消費財や投資財という生
産物であるから，実質化してもマイナスにな
らない。従って粗付加価値の合計もマイナス
にはならない。
　しかし，産業別実質粗付加価値がマイナス
値になることはありえないことではない。企
業は名目値で利潤が得られれば実質粗付加価
値がどのような値になろうと生産を続けるこ
とができる。名目値で利潤が得られている状

態でも，生産額と中間投入額を実質値に変換
するさい，生産物価格との相対値で中間投入
物価格が非常に高い価格体系への変換であれ
ば，実質粗付加価値はマイナスになる可能性
がある。企業は，他時点の価格体系あるいは
他国の価格体系で計算した場合に粗付加価値
がマイナスになるかどうかには関係なく，当
該時点・当該国の価格体系で利潤がプラスに
なるような生産であれば続けることができる。
　産業別実質粗付加価値がマイナス値になる
場合，この産業別実質粗付加価値がその産業
の生産粗数量の表示として不適当であること
は明瞭であると思う。
　ダブルデフレーションによって求められた
実質粗付加価値がマイナスになる可能性があ
ることはSNAでも指摘されている。経済企

第３表　「購買力平価により統一価格に変換した産業連関表」から求めた2000年日韓粗付加価値

国内生産額
物量 日本価格に統一場合の粗付加価値 韓国価格に統一した場合の粗付加価値

日本 /韓国 日本 韓国 日本 /韓国 日本 韓国 日本 /韓国
（倍） （百万円）（百万円） （倍） （億ウォン）（億ウォン） （倍）

食料品 3.5 7868943 1244422 6.3 410656 72764 5.6

飲料 3.9 4849094 1318041 3.7 139075 44961 3.1

たばこ 2.8 2602185 927912 2.8 84992 30333 2.8

繊維工業製品 1.0 1028714 820483 1.3 90799 69174 1.3

衣服・他の繊維既製品 1.1 1637219 1430709 1.1 63256 54862 1.2

製材・木製品 5.6 2367270 177454 13.3 224058 26409 8.5

パルプ・紙 4.3 3092288 499084 6.2 225512 35460 6.4

化学製品　 2.9 7926496 1314763 6.0 785165 148864 5.3

石油・石炭製品　 2.3 5339482 1916530 2.8 480105 174269 2.8

ゴム製品 3.7 1144157 209669 5.5 96368 21489 4.5

なめし革・毛皮・同製品 0.7 263633 320669 0.8 13222 15230 0.9

窯業・土石製品　 3.3 3637519 695594 5.2 295477 58324 5.1

鉄鋼　 2.8 4715650 850805 5.5 455349 96452 4.7

非鉄金属　 3.9 2044415 475631 4.3 125522 25233 5.0

金属製品 1.3 6255649 7727844 0.8 －140499 72381 －1.9

一般機械 4.1 10895392 1587490 6.9 759648 132476 5.7

電子・電気機器 2.3 19070939 8794190 2.2 1114932 406525 2.7

輸送機械　 3.4 9989983 2182322 4.6 727505 199978 3.6

泉　弘志・梁　炫玉・李　　潔（2008）「2000年産業別生産性水準の日韓比較」『大阪経大論集」第58巻，
No. 6掲載の資料等を使用して作成
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画庁経済研究所国民所得部編集（1996）の
6.223項には「ある価格のセットの下で経済
的に効率的であり，利益をあげることができ
る生産過程は別の価格のセットの下ではそう
でなくなり，そうした価格のもとでは使用さ
れなくなるかもしれない。このような理由の
ために，大きく異なる価格セットを用いて数
量を再評価することによって求められる総付
加価値の計数は，ほとんど経済的意味をもた
ないこともあるし，負になることすらある」
と書かれている。
　『OECD生産性測定マニュアル』も，通常
のダブルデフレーションで実質化された付加
価値が負値になる可能性を指摘し，このよう
な場合は「別の手法を採るべきである」とし
て，トロンキスト数量指数の使用を推奨して
いる。トロンキスト数量指数に関しては，次
節「3－2　トロンキスト付加価値数量指数を
使用する場合」において検討する。
　第 2に，このようにして求めた産業別実質
付加価値は，同じ産業別生産数量に関するも
のであるのもかかわらず，どの価格体系に統
一するかによって，増大（より大）になった
り，減少（より小）になったりする。
　例えば，第 4表をみていただきたい。これ
は，13トンの原材料を使用して 6トンの生

産物を生産していたのが，10トンの原材料
を使用して 5トンの生産物を生産するように
変化した場合，この産業の生産数量（純生産
数量）は増加したのか，減少したのかを実質
粗付加価値で判断することができるかという
問題である。
　価格を 0時点に統一した実質粗付加価値は
8万円から10万円に増大しているが，価格
を 1時点に統一した実質粗付加価値は38万
円から35万円に減少している。これは実質
粗付加価値という指標が，生産粗数量そのも
のを表しているのではないということを示し
ている。0時点から 1時点への生産粗数量そ
のものの変化は，どのように計測するかにか
かわりなく客観的に存在し，それは，増大し
たか，減少したか，どちらかであるはずであ
る。ところが，このような方法で実質化され
た粗付加価値は増大になったり減少になった
りして，増大か減少かという基本的な事実す
ら確認できない。
　0時点と 1時点の平均価格を使用して両時
点の実質粗付加価値を表示するという方法も
考えられる。しかし，この方法も解決にはな
らない。というのは，0時点から 1時点への
純生産粗数量の変化は同じであっても，両時
点あるいはどちらかの価格が変化すれば平均

第４表　通常のダブルデフレーション

0時点 1時点

物量
（トン）

価格
（万円 /トン）

金額
（万円）

物量
（トン）

価格
（万円 /トン）

金額
（万円）

名目価格

中 間 投 入 13 4 52 10 4 40

生 産 6 10 60 5 15 75

名目粗付加価値 8 35

価格を 0時
点に統一　

産 出 6 10 60 5 10 50

実質粗付加価値 8 10

価格を 1時
点に統一　

産 出 6 15 90 5 15 75

実質粗付加価値 38 35
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価格が変化し，平均価格で表示された実質粗
付加価値が増大になったり減少になったりす
るということは，同じように存在するからで
ある。
　生産物に関する実質金額に関しては，一種
類の産品の場合，0時点価格を使用するか，
1時点価格を使用するかによって，増大に
なったり減少になったりするということはな
い。ところが，実質粗付加価値は，一種類の
産品の場合でも，0時点価格を使用するか，
1時点価格を使用するかによって，増大に
なったり減少になったりする。
　生産物に関する実質金額に関しても，複数
の生産物の集計値に関しては，0時点価格を
使用するか，1時点価格を使用するかによっ
て（つまりラスパイレス指数を使用するか，
パーシェ指数を使用するかによって）増大に
なったり減少になったりすることがありうる。
0時点と 1時点の平均価格を使用するという
方法も解決にならないということは，付加価
値の場合と同様である。しかし，この問題に
関しては，私は，集計するための価格を，生
産物を集計するのに適した価格に特定化する
ことによって解決すると考えている。私は，
生産物を集計するための価格は，生産という
ものの本質に基づいて，生産物に投下されて
いる労働量に正比例する価格が適していると
考えている。特定国の特定時点の各生産物に
投下されている投下労働量は特定値である。
この点で市場価格が生産の本質に基づかない
偶然的な要因によっていろいろな値になりう
るのとは異なる。0時点と 1時点の平均投下
労働量も 1つの値に特定される。この平均投
下労働量に正比例する価格で集計すれば，複
数の生産物の集計値に関しても，0時点から
1時点への増減，変化率は確定する。
　ところが，粗付加価値に関しては，1種類
の産品の場合でさえ，金額は計測できてもそ
の数量が計測できない。単位数量と価格が確
定できない。粗付加価値に対応する労働量も

中間投入物に投下されている労働量も生産物
に投下されている労働量も計測できる。しか
し，各種類の純生産粗数量が計測できないの
であるから，各種類の純生産粗数量の変化を
労働量ウエイトとして総合するというような
ことは，出来るはずがない。
　第 3に，基準時点（国）と比較時点（国）
の価格を同じに統一したとしてもも，どの価
格に統一するかによって，多種類の商品につ
いてはもちろん，1つの商品に関してさえ，
基準時点（国）と比較時点（国）の粗付加価
値の比率は異なる。例えば，第 3表の場合，
日本価格に統一した場合と韓国価格に統一し
た場合の粗付加価値の産業別日韓付加価値比
率は異なっている。
　実質粗付加価値がマイナス値になったり，
増大・減少が逆転したりするほど特異でなく
ても，どの価格を使用するかによって，個々
の産品についてさえ，基準時点（国）と比較
時点（国）の粗付加価値の比率が大きく異な
る場合があるというのは，実質粗付加価値の
推計値を現実分析に適用する場合，複数の結
果が出てきて，混乱をもたらす可能性がある
ということである。しかもこの場合，生産物
の場合に可能であったような，平均投下労働
量に基づいて，最も適した価格体系を採用す
るというような解決法は存在しない。

3－2　 トロンキスト付加価値数量指数を使用
する場合

　次に，『OECD生産性測定マニュアル』等
が推奨しているトロンキスト付加価値数量指
数を使用する場合について検討する。
　ラスパイレス指数が基準時点（国）ウエイ
トの加重算術平均指数，パーシェ指数が比較
時点（国）ウエイトの加重算術平均指数，
フィッシャー指数がそれらの幾何平均である
のに対して，トロンキスト指数は基準時点
（国）ウエイトと比較時点（国）ウエイトの
算術平均をウエイトにした加重幾何平均指数
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である。
　産出物 iの指数を qi,t /qi,t－1，集計物におけ
る産出物 iの基準時点（国）ウエイトをwi,t－1，
比較時点（or国）ウエイトをwi,tとすると集
計物のトロンキスト指数Tornqvist（Qt /Qt－1）は
⑴式であらわされる。
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　産業別生産物数量指数が産業別付加価値数
量指数と産業別中間投入数量指数の（基準時
点と比較時点の金額シェアの算術平均をウエ
イトとする）加重幾何平均に等しいと仮定し，
記号を以下のように決めると⑵式が成り立つ。
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　⑵式を，生産物数量指数と中間投入数量指
数から付加価値数量指数を求める式に変形す
ると⑶式となる。
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　たしかに，トロンキスト数量指数は必ず，
正の値になる。そして基準時点（国）の粗付
加価値にトロンキスト付加価値数量指数を掛
けて求めた比較時点（国）の実質粗付加価値
も正の値になる。
　しかし，トロンキスト数量指数による方法
も完璧なものではない。
　第 1に，トロンキスト数量指数を掛けて求

めた実質粗付加価値と実質中間投入額，実質
生産額との間には加法整合性が成立しない。
　例えば第 5表Ａの数値例の場合，上記の式
どおりに計算するとトロンキスト粗付加価値
指数は1.00445となり，これを使用して 1時
点の実質粗付加価値は8.04万円と計算される。
この場合，実質中間投入額（40万円）に実
質粗付加価値（8.04万円）を足した値は実質
生産額（50万円）になっていない。
　中間投入額に粗付加価値額が加わって生産
額になるというのは，粗付加価値の基本的な
性質であるはずなのに，この関係が成立して
いないというのは問題である。この問題は，
実質粗付加価値，実質中間投入額，実質生産
物金額を含む総合的な分析をする際，種々の
不都合もたらす可能性がある。
　第 2に，粗付加価値に関するトロンキスト
数量指数は，生産性計測における産出量の指
標として不適当な値を示すことがある。
　例えば，第 5表Ａと第 5表Ｂを見ていただ
きたい。ＡもＢも，0時点では13トンの中
間投入物から 6トンの生産物を産出していた
のが，1時点では10トンの中間投入物から 5

トンの生産物を産出する状態，への推移であ
る。ＡとＢで，生産の物理的過程は相違して
いない。相違は，1時点の生産物の価格が，
Ａでは 1トン当り15万円であるのに対して
Ｂでは16万円ということだけである。この
場合，粗付加価値に関するトロンキスト数量
指数は，Ａでは1.00445であり，Ｂでは0.99045

である。つまり，トロンキスト数量指数は，
Ａの場合実質付加価値が増大したと示し，Ｂ
の場合実質付加価値が減少したと示している
ということである。生産の物理的過程は相違
していないのに，一方では実質付加価値が増
大すると示し，他方では実質付加価値が減少
していると示すということは，生産の実質値
の指数として完全ではないということを意味
していると考えられる。しかも，この場合（生
産の物量に関しては 0時点 1時点の両方とも，
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名目付加価値〈＝実質付加価値〉に関しては
0時点について，ＡとＢは同じである），1

時点の名目付加価値がＡよりＢの方が大きい
のに，逆に，トロンキスト数量指数による 1

時点の実質付加価値はＡよりＢの方が小さい。
1時点の物量も 0時点の価格も変化しない状
態で，1時点の生産物価格が 1トン15万円
から16万円へ上昇すると，1時点の名目付
加価値が35万円から40万円へ上昇するとい
うのは日常的感覚にあうが，実質付加価値
（＝ 0時点価格で表された 1時点付加価値）が，
変化しないのでも増加するのでもなく，8.04

万円から7.92万円へ減少するというのは日常
的感覚にもあわない。この場合，生産粗数量
（及び生産純数量）の 0時点から 1時点への
変化の大きさは，価格がどうなろうとも同じ
なのであるから，市場価格に依存しない値に
なるのが，実質化することによって求めよう
しているものである。
　以上から，トロンキスト実質付加価値指数

によって求めた実質粗付加価値も生産性計測
における産出の指標として大きな問題を持っ
ていることがわかる。

４． 当該産業全労働生産性によって産業別生
産性を示すことができる

　全労働生産性は，産出量が生産物数量であ
り，投入量が当該産業の直接労働だけでなく
固定資本（減耗）や原材料に投下されている
労働も含めた全労働である生産性である。全
労働生産性における産出量は，必ず生産物数
量であり，粗付加価値や純付加価値であるこ
とはないので，前節で述べた問題は存在しな
い9）。
　財貨の数量は物理的対象として計測できる。
もちろん，財貨の数量の計測にも，質の相違
の扱いや種類の違う財貨の集計の問題など，
難しい問題が存在するので，より正確な計測
になるよう努力を積み重ねていかねばならな
い。

第６表　トロンキスト数量指数による実質粗付加価値の計算Ｂ

0時点 1時点

物量
（トン）

価格
（万円 /トン）

名目金額
（万円）

物量
（トン）

価格
（万円 /トン）

名目金額
（万円）

実質金額
（万円）

中 間 投 入 13 4 52 10 4 40 40

生　産　物 6 10 60 5 16 80 50

粗付加価値 8 40 7.92

トロンキスト粗付加価値数量指数：0.99045

第５表　トロンキスト数量指数による実質粗付加価値の計算Ａ

0時点 1時点

物量
（トン）

価格
（万円 /トン）

名目金額
（万円）

物量
（トン）

価格
（万円 /トン）

名目金額
（万円）

実質金額
（万円）

中 間 投 入 13 4 52 10 4 40 40

生　産　物 6 10 60 5 15 75 50

粗付加価値 8 35 8.04

トロンキスト粗付加価値数量指数：1.00445
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　サービスは，消費者の求めに応じる財貨や
人の状態の変化10）であるから，その数量の計
測は財貨より難しい。しかし，サービスは，
市場経済では，取引される実体であり，価格
を持っている。正確なデフレーターを求める
ことができ，サービス金額の実質化ができれ
ば，この実質化されたサービス金額をサービ
ス数量として扱うことができる。だが，サー
ビスに関するデフレーターの推計は財貨のデ
フレーターより難しい場合が多いであろう。
また，サービスの数量の計測の場合にも，財
貨の場合と同様，質の相違の扱いや種類の違
うものの集計の問題が存在するので，この点
に関しても，工夫を積み重ねていかねばなら
ない。
　全労働生産性に特徴的なことは，投入量が
当該産業の直接労働だけでなく固定資本（減
耗）や原材料に投下されている労働も含めた
全労働であるという点にあるが，産出量に関
して種類の違う財貨・サービスの集計を，可
能なら，投下労働量に比例した価格で行なう
という点にもある。既に 2節で見たように，
市場価格や生産価格は生産数量や生産技術の
動きとは異なった動きをすることがある。そ
れに対して，投下労働量に比例した価格で集
計された生産物量は，生産数量と生産技術の
みによって決まる量であり，この点で他の価
格で集計するよりも，生産性計測のための産
出量として，より適した量となる。
　全労働生産性の投入量として固定資本（減
耗）や原材料に投下されている労働量を求め
るさい，固定資本（減耗）や原材料を生産す
る産業の生産性の相違が影響する。しかし，
時点（国）間比較で，固定資本（減耗）や原
材料を生産する産業の生産性の相違は捨象し
て，純粋に当該産業の生産性を比較したい時
がある。このような場合，当該産業以外の産
業の労働係数，固定資本減耗係数，投入係数
は時点（国）間平均を使用し，当該産業の労
働係数，固定資本減耗係数，投入係数は，各

は時点（国）のもの使用して，全労働を計算
し，全労働生産性の時点（国）間比較を行う
ことによって，目的を達成することができる。
我々はこのような場合の全労働生産性を当該
産業全労働生産性といって，通常の産品別全
労働生産性と区別している11）。

おわりに
　以上で主張した主要点は以下の通りである。
　産業別名目粗付加価値（及び産業別名目純
付加価値）ならびに産業別実質粗付加価値（及
び産業別実質純付加価値）には，生産性計測
における産出量の指標として，種々の欠陥が
ある。この欠陥は，実質化の方法に関してト
ロンキスト実質付加価値指数のような工夫を
しても解決にはならない。
　但し，時点（国）間で物量投入係数（及び
生産物と中間投入物の質）が全く同じである
場合，ダブルデフレーションされた個々の商
品の粗付加価値は産業別生産粗数量の時点
（国）間比較の正確な指標となる。そして，
時点（国）間で物量投入係数（及び生産物と
中間投入物の質）の相違が僅少である場合，
ダブルデフレーションされた粗付加価値は産
業別生産粗数量の時点（国）間比較の近似値
として使用可能であろう。従って，時点（国）
間で，物量投入係数（及び生産物と中間投入
物の質）の相違が僅少であり，それとの相対
値で労働係数や固定資本係数が大きく相違す
る場合，粗付加価値労働生産性や粗付加価値
固定資本生産性の時点（国）間比較は，それ
相応に有効であろう。
　全労働生産性には，付加価値生産性のよう
な欠陥はなく，付加価値生産性が意味をなさ
ない場合でも生産性を計測することができる。
産業別生産性の指標として，当該産業全労働
生産性指標が産業別粗付加価値生産性指標
（及び産業別純付加価値生産性指標）より優
れている。
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注

1  ）SNAでは，産出（Output）は「ある事業所内で生産され，その事業所の外部での使用に向けられ
た財貨やサービス」として定義されている（経済企画庁経済研究所国民所得部編集（1996）の6.38.項）。
しかし，ここではアクティヴィティベースの枠組みで産出を考えることにする。つまり，SNAの
「同質的生産単位」（同5.46.項）の産出として考えることにする。そうしないと事業所の規模・在
り様という歴史的・制度的要因によって産出量の定義が変化してしまうからである。アクティヴィ
ティベースの枠組みでの産出は生産（Production）と同義と考えられる。

2  ）本稿では生産物という用語を物的財貨だけでなくサービスも含んだものとして使用する。
3  ）物量という用語もあるが，ここでは経済企画庁経済研究所国民所得部編集（1996）の用語法に従っ
て数量という用語を使用する。SNAの日本語訳ではQuantity を物量，Volumeを数量と訳しており，
Volume＝Quality×Quantityという関係がある。また，QuantityとVolumeには物的財貨の量だけで
なく，サービスの量も含まれる。

4  ）投入量の問題に主眼をおいて生産性を考察した論文に泉・李（2005）がある。本稿はこの論文の
続稿であり，それを補完するものである。

5  ）泉（2008）参照
6  ）ポール・シュライアー著・清水監訳（2009）には「付加価値に対応する物的数量は何もない」（24
ページ脚注）と書かれている。しかし，計測の難しさはともあれ，中間投入物の財貨・サービスへ
の物的変化とその大きさは客観的に存在し，これが付加価値に対応する物的数量である，と私は考
える。

7  ）経済企画庁経済研究所国民所得部編集（1996）の6.8.項
8  ）総務省『小売物価統計調査』には多くのサービス価格の調査結果が掲載されているが，「中間投
入物の財貨・サービスへの物的変化自体」に関する価格は掲載されていない。また，３．で検討す
るように，粗付加価値の実質化は，「中間投入物の財貨・サービスへの物的変化自体」に関する価
格が存在しないので，中間投入物価格と生産物価格を使用したダブルデフレーションの方法で行わ
れる。

9  ）3－1第 3表において2000年日韓産業連関表を産業別購買力平価で実質化すると，付加価値がマイ
ナスになる産業があるということを示した。このような場合，産業別付加価値生産性という指標は
意味をなさない。しかし，このような場合でも全労働生産性は問題なく計測できる。筆者は同じ産
業別購買力平価を使用した全労働生産性指標による日韓2000年の産業別生産性水準比較の計算結
果を泉・梁・李（2008）において公表している。

10 ）経済企画庁経済研究所国民所得部（1996）の6.8.項
11 ）当該産業全労働生産性の詳細は泉・李（2005）『統計学』第89号を参照。
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Value Added Productivity and Total Labor Productivity

Abstract
　Productivity is the ratio of output to input. The productivity, for which value added is used as output, is 

value added productivity. Although value added productivity by industry is used considerably in Japan and 

also in the world, nominal value added and real value added by industry have some weak points in the case 

they are used to measure productivity by industry, for example, real value added by industry may be nega-

tive. These weak points cannot be solved fundamentally by making such trial as tornqvist real value added 

index.

　Total labor productivity is the productivity for which volume of good and service is used as output and to-

tal labor quantity is used as input. Total labor means the sum of direct labor, labor inputted in intermediate 

commodities and labor inputted in fixed capital consumption, Total labor productivity has not such demerits 

as value added productivity has. We can measure productivity by industry by using total labor productivity.

Key Words
value added productivity, total labor productivity, double deflation, real value added
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(Faculty of Economics, Osaka University of Economics)
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１．Introduction
　In modern censuses, enumerating activities 

have been conducted at each census tract, 

which exclusively covers the whole scope of 

national territory. Census tracts were intro-

duced with the intent of avoiding counting fail-

ures as well as multiple counting. Although 

some surveys inquire about respondents’ ad-

dresses, in most cases, location information of 

surveyed units is given either by region or tract 

code. The tract code has been used as the mini-

mal unit to represent the location information 

of surveyed units within the tract. In other 

words, surveyed units in a particular tract have 

shared identical code numbers to represent 

their locations.

　Modern information technology has provided 

a substantial breakthrough in obtaining the lo-

cation information of surveyed units. Due to ad-

vanced information technology, together with 

the wide－spread use of reasonably－priced hand-

held PCs, the Geographic Positioning System 

（GPS）, originally introduced as a military in-

【特集　地域・地点情報と統計―課題と展望―】（『統計学』第100号 2011年3月）

＊　 Faculty of Economics, Hosei University 
4342 Aihara, Machida－shi, Tokyo, JAPAN 194－0298

Exploring the Usability of GPSed Records : 

Hiromi MORI＊

Summary
　Up until quite recently, location information on surveyed units, for example, of households, establish-

ments and enterprises, has been collected as area information, such as tract codes, in which one－to－one 

correspondences between the unit and the location information are not provided, despite the fact that each 

unit has inherently unique information in terms of its location.

　This paper first addresses the issue that ambiguity of data due to insufficiently obtained location informa-

tion under questionnaire－based surveys gives rise to several constraints in their use. Latest developments 

in information technologies have opened up new possibilities for the application of GPS for statistical pur-

poses. One can create GPSed records by assigning relevant GPS codes to respective survey results. Com-

pared with non GPSed records, GPSed records appear to yield several benefits. Thus, the remainder of the 

paper highlights the potential function of GPS codes with respect to the possibilities of cross－sectional as 

well as longitudinal data fusion, which is expected to explore new frontiers in integrated data production by 

expanding the dimensions of existing records. The discussion in this paper also implies that GPS coordi-

nates are one of the possible key variables for fusing the data.

Key Words
GPS coordinates, data archive, data fusion, integration

A Data Typological Approach1）
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vention, is now widely applied in various fields 

as a civilian technology.

　The aims of this paper are twofold: first to 

document a set of problems caused by the in-

sufficient collection of the location information 

of surveyed units, and second to draw a sketch 

of the potential uses of GPSed records with re-

gard to the typology of data.

２． Statistical surveys and the dual nature 
of surveyed records

　In conducting surveys, information is collect-

ed from surveyed units such as persons, house-

holds, establishments, enterprises and so on, 

through the use of questionnaires. The informa-

tion obtained concerning surveyed units is usu-

ally arrayed as a record format, which, however, 

has a dual nature.

　It is obvious that obtained data, i.e. the vari-

ous attributes, activities and results, are as-

cribed to each surveyed unit. That is, individual 

records have been regarded as statistical copies 

of the surveyed unit. Another aspect is less ob-

vious compared with the first one. The sur-

veyed information belongs to or relates to the 

units that are located at a particular geographi-

cal point, i.e. a dwelling unit or site where busi-

ness activities are carried out. Put differently, 

the set of informational data offered by sur-

veyed units are related to some particular geo-

graphical point. One may term the former “unit 

information” and the latter “spot information”.
　Spot information obtained from observations 

in a single survey is less obvious than unit in-

formation, because spot information refers not 

to the unit itself but to its locational existence. 

Repeated observations, however, may more 

clearly address the dual nature of the records. 

When the same unit has been repeatedly ob-

served in a series of surveys or censuses, the 

obtained records may reflect longitudinal 

change in the relevant unit. When the same 

spot has been observed in repeated surveys, it 

will document the kind of activities of one fixed 

point at different moments.

　As these two aspects which the surveyed re-

cords inherently possess in a latent manner are 

substantially dynamic in nature, they may split 

off in cases when units change their locations 

over a period of time. Although the majority of 

the surveyed units continue to stay at the same 

spots, the replacement of units may possibly 

take place in surveys conducted at certain in-

tervals. Different units may be observed in en-

suing surveys at the same spot due to the re-

placement of units, i.e. by a former unit moving 

out followed by a substitute moving in. The ob-

served spots in the previous survey can disap-

pear, whether or not the dwelling units are ex-

istent, in cases when no succeeding tenants 

accommodate that dwelling unit. It may also be 

possible that new entrants are surveyed at new 

spots. Families can be occupants either of new-

ly constructed or unsettled dwelling units, 

while establishments and companies can launch 

their business activities either at newly devel-

oped industrial sites or ones that were unoccu-

pied when the previous survey was conducted.

　Statistics has long been regarded as a science 

dealing primarily with massive phenomena. In 

traditional statistics, therefore, surveyed units 

used to be regarded simply as elements that 

mold a population or subpopulation. It was only 

in the latter half of the 20th century that statis-

ticians began to shed light on individual survey 

records.

　Due to these traditional statistical ideas, to-

gether with several technological constraints, 

statistics remained tolerant of the insufficient 

use of the location information inherent in sur-



Exploring the Usability of GPSed Records

31

Hiromi MORI

vey records. Although surveyed units such as 

households, establishments and enterprises 

mostly have definite location information re-

garding their existence, survey records docu-

mented them not at their particular points, but 

only as one of the component units of the tract. 

Instead of specified location codes inherent to 

respective surveyed units, a tract code number 

was given to all surveyed units that belonged to 

a particular tract. Each unit’s location informa-

tion was collected not as a geographical point, 

but as small area. Because insufficient location 

information was obtained, statistics had to put 

up with “diluted” information in terms of the lo-

cation of units that resulted in a number of con-

straints on its use. Figure 1 illustrates examples 

of traditional household and establishment/en-

terprise record layout forms.

３． Information constraints of tract－based 
records

⑴　Problems caused by border rezoning
　While Japan had more than 12,000 cities, 

towns and villages in the 1950s, the number 

had diminished drastically to about 2,200 by the 

year 2005. The annexation and reorganization 

of municipalities are real threats to statistical 

comparability, since they require enormous 

amounts of clerical work to adjust historical sta-

tistics to the newly annexed or partitioned 

boundaries. The rezoning of boundaries renders 

time series regional data less consistent.

　Census tracts are not totally immune from 

boundary rezoning. The completion of new 

roads and railways and the development of new 

residential areas make existing tract maps ob-

solete. Some tracts have been partitioned and 

then annexed to several neighboring tracts, 

while several others have been totally reorga-

nized. Such tract rezoning also disturbs the 

comparability of small area time series data. 

The Basic Unit Block （BUB） was introduced in 

Japan in 1990 as the minimal survey tract area 

of a more or less durable nature. Although 

these are expected to be more robust than cen-

sus tracts, they still are not always free from 

restructuring.

⑵　Allocation of surveyed units in tracts
　Grid Square Statistics were introduced in Ja-

pan based on the 1970 census results. Under 

this system, the whole national territory is di-

vided into rectangles of about one square kilo-

meter and 500 square meters by longitudinal 
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Figure 1　Examples of record layout forms
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and latitudinal lines. These grids are called “ba-

sic grid squares” and “half grid squares”, respec-

tively.

　Since the geodetic line partitions areas me-

chanically into a set of uniform grids, they can 

be independent of any municipality rezoning 

and of tract reorganization. As case 0 in Figure 

2 illustrates, for tracts that are totally included 

in a particular grid, the whole of their elements 

are properly allocated to that grid. In the case 

where the grid borders cross the tracts, howev-

er, tract elements, i.e. the surveyed unit re-

cords, should be processed in such a way as to 

cope with the problems of how to allocate them 

among grids in an appropriate manner. In all re-

maining cases, surveyed units are allocated 

more or less by approximation （case 1－1） or by 

calculation （cases 1－2, 2－1, 2－2 and 3）. In ei-

ther case from 1－1 through 3, an ambiguity oc-

curs in converting tract－based data into grid－
based data.

⑶　 Inadaptability of data for buffering 
analysis

　Buffering analysis is now widely used to 

identify buffered polygon areas with a fixed dis-

tance surrounding specified input features, 

which can be polygons, lines or points. Since 

buffer polygon borderlines do not necessarily 

coincide with those of tracts, borders usually 

intercross. Similar to the grid estimates, esti-

mates for buffered polygons, therefore, are usu-

ally subject to the ambiguity caused by incon-

sistent borders. Buffered circles and polygons 

usually have indented fringes due to the discor-

dance of bordering.

　All these difficulties, yielded in the process of 

allocating surveyed units in tracts to relevant 

Source : http:www.stat.go.jp/data/mesh/pdf/gaiyo2.pdf （pp.24, 26, 28）

　Figure 2　Allocation of tract units among grid squares
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areas, derive from insufficiently obtained loca-

tion information in surveys.

４．Obtaining GPS coordinates
　Developments in information technologies 

have opened up a new scope in obtaining loca-

tion information from each surveyed unit. Simi-

lar to the Internet, GPS was originally invented 

and has been utilized primarily for military pur-

poses. Thanks to improvements in the accuracy 

of digital map software, together with wide-

spread use of information terminals furnished 

with various GIS softwares, GPS now enjoys a 

wider acceptance in daily life as necessary in-

formation infrastructure. Official statistics, 

however, are relative latecomers in applying 

GPS for their practices.

　Directly obtaining GPS coordinates through 

mobile terminals and indirect access to them 

either by means of address－GPS converting 

software or by applying appropriate calculation 

methodologies served as a powerful driving 

force for statistics to explore the wider dimen-

sions of the applicability of coordinates, not only 

for the use of data but also for the production of 

data of improved quality. GPS coordinates col-

lected by field workers in address canvassing 

for the 2010 U.S. Population Census are used to 

pinpoint the residences of non－responders, and 

thus to improve the response rate. Statistics 

Poland is planning to collect GPS coordinates in 

the 2011 Census.

　Besides such applications of GPS coordinates 

in the survey process, they are expected to pro-

vide a wider dimension of inputs to statistical 

practices. As one of the major aims of this paper 

is to address the characteristics of individual re-

cords with GPS coordinates （hereinafter 

termed GPSed records）, it would be convenient 

to provide here a rough image of GPSed re-

cords. The diagrams in Figure 3 document im-

ages of a data format for GPSed records.

　Unlike tract－coded records, GPSed records 

provide definite location information of sur-

veyed units. As stated above, ambiguity in the 

use of data has sprung substantially from area－
based locating. GPS coordinates are more ap-

propriate variables than tract codes in terms of 

identifying the geographical points of surveyed 

units’ existence. Once GPS coordinates are 

tacked to individual records by some measure 

or other, it becomes possible to allocate sur-

veyed units not by estimation but by direct as-

sorting of surveyed units according to the coor-
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dinate information. Units such as families, 

establishments and enterprises will have been 

surveyed intrinsically at the very point of their 

existence. It was not until the obtaining of coor-

dinate information that statistics became able to 

employ location information on an extensive 

scale.

　GPS coordinates tacked to each record as one 

of the unit’s basic attributes will enable to liqui-

date the ambiguity described above. By doing 

so, all archived records will be able to cope with 

any form of zoning. GPSed time series records 

can enjoy longitudinal comparability in full 

scale. Furthermore, they are qualified to com-

pile statistics that can meet any buffered zones.

　Besides these advantages, GPSed records 

appear to have additional attributes. The follow-

ing paragraphs will discuss potential uses of 

GPSed datasets with regard to the typology of 

data.

５．GPSed records by type of datasets
　Datasets can be classified into several sub-

categories by kinds of surveyed units and forms 

of datasets. Additional variables that account for 

the datasets will also be introduced to charac-

terize the specific nature and usability of GPSed 

datasets.

　A single census or survey result provides a 

snapshot of the surveyed units at a particular 

date that forms a single cross－sectional dataset. 

A series of censuses or surveys conducted re-

peatedly during the time sequence will give re-

peated snapshots. These snapshots usually 

comprise repeated cross－sectional datasets. 

Leaving aside censuses, a series of survey re-

sults do not necessarily cover the same sur-

veyed unit. Repeated cross－sectional datasets, 

therefore, do not portray snapshot observations 

of the same set of surveyed units. When the 

same units are surveyed repeatedly in a series 

of surveys, one can compile longitudinal datas-

ets that form a matrix of N surveyed units and 

T periods for each surveyed variable. However, 

the number of surveyed units in each snapshot 

is not always the same in the longitudinal data-

set because of the attrition of the surveyed 

samples. Including unbalanced datasets with an 

unequal number of surveyed units in each snap-

shot, the author simply terms such datasets 

here as longitudinal.

　As for the nature of surveyed units, we will 

focus our discussion on the GPSed records of 

surveyed units with a rather stable nature in 

terms of their geographical locations. Thus, lo-

cations, i.e. dwelling units usually inhabited by 

families and sites where establishments/enter-

prises perform their economic activities, are 

currently our major concerns in discussing 

GPSed records. Individual records armed with 

Table 1　Business/household datasets by type

surveyed units observation unit

single snapshot repeated snapshots

cross－sectional
repeated

cross－sectional
longitudinal

business （enterprise/

establishment）
unit

A C E
site

household
unit

B D F
dwelling
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GPS coordinates involve in themselves a poten-

tial moment to breakaway the dual nature that 

seems to be inseparably integrated in the sur-

veyed records. This separation will turn out to 

be pronounced in the repeated snapshot datas-

ets such as repeated cross－sectional and longi-

tudinal datasets.

　Table 1 illustrates categories of datasets by 

types of surveyed units and datasets.

６． Possible uses of GPSed records by 
type of datasets

　Categories of GPSed datasets A through F 

in Table 1 appear to have particular attributes 

regarding each surveyed unit and its location 

information, which govern the scopes and di-

mensions of their usability.

A　 Cross－sectional GPSed business data-
sets

　As figures 1 and 4 have documented, a pair of 

GPS coordinates （x, y） corresponds to each 

surveyed record, while surveyed units with a 

traditional record format share the same geo－
codes, such as tract and other area codes. In the 

latter case, whole units that fall within a respec-

tive area should carry an identical location code 

number, such as a tract code. GPSed records 

are distinguished from non－GPSed ones, among 

others, by a one－to－one correspondence of sur-

veyed record with its location code. Since GPS 

coordinates provide an individual record with 

accurate pinpoint information in terms of each 

unit’s location, GPSed records can be free from 

ambiguity in allocating units into respective re-

gional areas that non－GPSed records were un-

able to do.

　Allocating units in bordering areas to perti-

nent areas has been an extremely labor－inten-

sive exercise in compiling grid square statistics. 

As cross－sectional GPSed datasets can cope 

with any regional zoning, it may be possible to 

complete it automatically with the help of coor-

dinate information. It is quite reasonable that 

the Japanese Statistics Bureau converts address 

data to GPS coordinates in compiling Grid 

Square Statistics from the Establishment and 

Enterprise Census data. They can also handle 

any claims in elaborating polygons required in 

various buffering analyses.

　Cross－sectional GPSed business datasets 

may be applicable, for example, to the following 

analyses. Firstly, they can provide effective da-

tasets for analysis of various aspects of indus-

trial clusters. The territorial location of clus-

ters, their economic size and density by region 

and industry are of major concerns among ge-

ographers.

　The U.S. Census Bureau was exceptionally 

quick in assessing the damage caused by the 

hurricanes Katrina, Rita and Wilma with GPSed 

establishment records （Jarmin S.Ron and Mi-

randa J., 2009）. This case study offers one 

smart example demonstrating the potential us-

ability of GPSed datasets, for example, in the 

field of disaster damage prevention. Central and 

local governments of most countries have al-

ready furnished various hazard maps. One may 

easily assess the extent of damage by overlay-

ing GPSed records on hazard maps using coor-

dinates as linking keys.

　It is worth noting that GPSed cross－sectional 

records also have an advantage in enlarging the 

information potential of data by means of ex-

panding dimensions through data fusion. Among 

individual records from multiple sources such 

as censuses, sets of heterogeneous surveys and 

administrative records, there may exist some 

which carry identical coordinate information. 

However, such cross－sectional record linkages 
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are “pseudo”, because it is not necessarily the 

relevant business units that were combined 

with each other as unified records in extended 

dimensions. The latest developments in statis-

tics have shed light on data fusion as one of the 

possible expansions of information potential. 

Records with a multiplied number of variables 

generated by the coordinate－based cross－sec-

tional data fusion among heterogeneous busi-

ness records may allow intensive analyses that 

a single set of records could never hope to 

achieve.

B　 Cross－sectional GPSed household da-
tasets

　Unlike tract coded records, which share an 

identical polygon code number among surveyed 

units, each household record in GPSed datasets 

usually has a unique location code relative to 

the coordinate information of the dwelling unit. 

Although multiple－floor apartment houses may 

possibly be codified by one and the same pair of 

coordinates, coordinates may still retain their 

validity as location indicator. GPS coordinates 

are also expected to expand their dimensions, 

for example, by introducing an additional vari-

able that denotes floor information.

　GPSed household datasets are more informa-

tive than tract coded ones in analytical usability, 

because they are qualified to accommodate 

themselves to a wide spectrum of regional zon-

ing. One can estimate or assess the number of 

casualties from natural disasters such as floods 

and earthquakes by overlaying the GPSed re-

cords upon hazard maps. Statistical assess-

ments of governmental services may also be 

possible by scoring accessibility to public facili-

ties. GPSed household datasets capable of 

meeting any buffering analyses are also attrac-

tive to businesses in mining potential local mar-

kets by calculating the size, compositions, den-

sity and income distribution of subpopulations 

in relevant buffering areas.

　Expanding the potentials of existing data by 

data fusing records is also valid for household 

records. Despite the pseudo manner of data 

linkage, the compiled datasets with multiplied 

dimensions of variables will enable intensive 

analyses that may bring about new findings.

C　 Repeated cross－sectional GPSed busi-
ness datasets

　Since coordinates are distinct in indicating 

the location of units, one can obtain results not 

by estimation but by the direct counting of units 

through a vector algorism applicable to any lev-

els of polygons. The GPSed records can display 

their advantages over other location codes, 

among others, in time series regional compari-

sons. Once individual records are archived with 

appropriate coordinates, they will become able 

to release the data from every constraint in 

time series comparisons that was formerly 

caused by restructured borders. Allocating 

units to each pertinent polygon by the help of 

coordinate information will make possible pro-

spective as well as retrospective regional com-

parisons.

　Repeated cross－sectional GPSed business 

datasets obtained by a series of surveys will of-

fer users a periodical chain of snapshots on the 

activities of business units and behaviors. They 

can be applied to the analysis, for example, of 

the dynamism of an industrial cluster. With 

these types of datasets one can draw a series of 

pictures that illustrate the trend of diffusion or 

contraction of industrial clusters and can ana-

lyze business demographic events such as the 

entry or exit of units to or from the cluster.

　One of the characteristic features of the re-
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peated cross－sectional GPSed datasets is the 

possibility of longitudinal expansion of data di-

mensions. When we focus our interest on the 

location information of surveyed units given by 

the coordinates of sites where establishments 

or companies currently perform their activities, 

a new type of dataset, i.e. a pseudo panel datas-

et of establishments or companies will be com-

piled by fusing records by means of coordinates. 

The dataset is pseudo in the sense that estab-

lishments or companies that perform their busi-

ness activities at the respective sites are not 

necessarily identical units. Business being per-

formed at a particular site may alter by the ex-

its of units followed by substitute entries during 

the period of time in question. However, as it is 

expected that an overwhelming majority of 

business units continue to carry out their activ-

ities at the same sites they have occupied in the 

past, we regard the compiled datasets as a panel 

in the broader sense.

　When one changes ones viewpoint to the lo-

cation where each unit was actually surveyed, 

however, both panel datasets are “genuine” in 

nature. Put differently, GPS coordinates are 

qualified to work as effective key variables to 

generate panel datasets out of unpaneled re-

peated cross－sectional datasets.

　Thus, panel－based analyses would be appli-

cable to these types of datasets.

D　 Repeated cross － sectional GPSed 
household datasets

　Repeated cross－sectional GPSed household 

datasets give a chain of snapshots focused on 

the activities and behaviors of families over the 

course of time. Thanks to the coordinates, the 

datasets can support any restructuring of re-

gional zones. One can analyze various dynamic 

aspects of population and families by each re-

gion using this type of dataset. Comparison of 

the ageing tempo of populations by region, for 

example, is of importance for policymakers who 

are keen on reallocating budgets.

　When one regards repeated cross－sectional 

GPSed household datasets from the viewpoint 

of GPS coordinates, individual household re-

cords are reorganized into pseudo panel datas-

ets. Similar to the business datasets, those 

compiled from repeated cross－sectional GPSed 

household datasets are still pseudo in terms of 

longitudinal attributes, because coordinates are 

linked not to respective families, but only to the 

dwelling units. Even in cases where household 

records carry unchanged coordinates in repeat-

ed cross－sectional datasets, there may possibly 

be replacements of families in dwelling units 

caused by the moving out of a family followed 

by another family moving in. It is well expected, 

however, that in the majority of cases families 

continue to reside at the same dwelling units. 

Unless panel datasets in the true sense are 

available for households, pseudo panel datasets 

compiled by means of record linkage using GPS 

coordinates as matching keys would be applica-

ble as one of the feasible options of a secondary 

approach to family demographic events analy-

ses.

E　 Longitudinal GPSed business datasets
　By the turn of the 21st century, business sta-

tistics in most countries had already become 

equipped with business registers that now 

serve as fundamental survey infrastructure as 

well as a particular machine to produce relevant 

statistics. Business registers in many countries 

have already stepped up to the second genera-

tion phase as databases with a longitudinal di-

mension in order to be able to meet the analyti-

cal needs of business demography. A business 
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register, as the core segment of a relational da-

tabase, forms a backbone for the integration of 

a wide spectrum of business statistical records 

both in cross－sectional and longitudinal dimen-

sions. A systematic coding of the ID numbers of 

business units is a prerequisite for the effective 

functioning of the database. Longitudinal re-

cords in themselves contain elements of busi-

ness demography, such as launching a business 

（entry）, survival, dormancy （suspension） and 

quitting （exit）. 
　GPSed longitudinal datasets are far more in-

formative than non GPSed ones. Longitudinal 

records armed with GPS coordinates are quali-

fied to objectify the dual aspect, i.e. unit and 

site information which the individual records 

have carried latently. When one focuses upon 

surveyed units, unchanged coordinates indicate 

their survival, while the changed ones suggest 

the redeployment of the unit. If one switches 

the viewpoint to sites, records illustrate the ac-

tivities of the units operated at the particular 

site specified by the coordinates. Put differently, 

it will establish the kinds of functions or poten-

tials of the respective sites.

　GPSed longitudinal business datasets can 

identify the following events. When one focuses 

on the business unit in the dataset, its coordi-

nates provide information regarding the unit’s 

relocations in the course of time. Since the unit 

is identified by the competent ID number, one 

can easily distinguish redeployment from quit-

ting.

　GPS coordinates are more advantageous than 

descriptive address information in terms of data 

processing in identifying the redeployments of 

units. Addresses tend to be mistyped, while co-

ordinates can maintain consistency even in cas-

es when addresses are amended by occasional 

address recording.

　Business units go through a set of demo-

graphic events throughout the period of their 

activities. When one focuses on the coordinates, 

surveyed unit records being identifiable by unit 

code number may denote the demographic 

events of the business unit, such as survivals, 

entries, exits which come about at a particular 

site. Thanks to the unit ID number, it is possi-

ble to distinguish new entries from the moving 

in of existing units due to redeployment and 

also exits from the moving out of units. It is ex-

pected that GPSed records can partly substitute 

for the profiling work of business units, which 

is actually quite labor－intensive clerical work, 

through automatic data processing.

　By controlling site information, GPSed longi-

tudinal business datasets would be applicable to 

establish, for example, the business unit rede-

ployment ratio by size and industry and com-

pare the ratios between single and multiple es-

tablishment businesses or grouped or single 

enterprises.

F　 Longitudinal GPSed household datas-
ets

　Building longitudinal household databases 

may currently remain a far－reaching project is-

sue for most countries. However, Nordic coun-

tries have already switched over their statistical 

systems to register－based ones. Central Bu-

reau of Statistics （CBS） of the Netherlands has 

constructed a modern version of the System of 

Social and Demographic Statistics （SSDS） as 

the Social Statistical Database （SSD）, which is 

realized as a relational database with population 

register at its core segment and integrates 

many other household files as satellites.

　As business registers have evolved, as a mat-

ter of course, from the first generation of the 

business frame that only reflected a static as-
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pect of the business population to ones with 

longitudinal attributes, household registers will 

likely follow similar steps in the future. In this 

sense, the current status of statistical practices 

regarding household registers may be rather 

premature for the following discussion on the 

potential usability of GPSed longitudinal datas-

ets.

　Longitudinal household datasets can be com-

piled through matching records by family ID 

number. If no ID number is available, house-

holders’ names will substitute for the ID. Simi-

lar to the longitudinal business records, house-

hold records carry a dual implication. The 

record tells a story about the units themselves, 

i.e. families or individuals who share the dwell-

ing unit on one side, and provides information 

on the functioning of respective dwelling units 

in terms of habitation on the other.

　If we direct our concerns to units, i.e. fami-

lies or individuals, a changed set of coordinates 

will trace the family or personal history of resi-

dential moves. This type of dataset is expected 

to provide relevant materials for analyzing the 

geographical residential moves of families or in-

dividuals in each stage of a family’s or an indi-

vidual’s life cycle.

　Longitudinal household datasets focused on 

dwelling units can draw another picture of the 

habitation behavior of residents. Household re-

cords reported from residents with unchanged 

coordinates may give either the same family ID 

number/the name of householder or differed 

ones in a series of snapshots. By overlaying 

family ID number or the name of householder 

on respective coordinates, one can compile a 

dataset that helps to shed light on the occupan-

cy status of dwelling units. Unchanged ID num-

bers suggest that the same families or individu-

als continue to reside at the same dwelling 

units, while changed ID numbers indicate re-

placement of families or individuals. The coor-

dinates that became extinct in the GPSed longi-

tudinal datasets compiled of household－based 

survey results may indicate a vacancy or a halt 

of operation as residential dwelling units, while 

newly emerged coordinates suggest new en-

gagements as residences. The datasets will be 

applicable to the identification of residential 

mobility, for example, by region and tenure.

７．Concluding remarks
　Official statistics, which have collected infor-

mation from surveyed units primarily to com-

pile statistical tables, have experienced several 

historic turnabouts during the second half of 

the 20th century. Instead of macro－based datas-

ets, the component of which are substantially 

aggregate statistics, users increasingly direct 

their concerns toward disaggregate data in the 

belief that the latter could portray novel images 

on population that aggregate data approaches 

were unable to attain.

　Transition of the system of statistics from 

that made up substantially of stand－alone sur-

veys to micro－based integration of surveyed 

and administrative records is another remark-

able development. Collected information, which 

was formerly of temporary value for tabulating 

purposes, is more and more regarded as a sort 

of information asset of a durable nature that can 

meet long－standing and varied uses.

　It is be quite reasonable that contemporary 

needs for statistics require the archiving of ob-

tained data which can withstand long term com-

parability and enable cross－sectional as well as 

longitudinal expansions of dimensions of ar-

chived records. The focus on GPS coordinates 

themselves in this paper derives from the an-

ticipation that arming surveyed records with 
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coordinates might be one of the possible op-

tions in designing data archives.

　The use of GPS coordinates in official statis-

tics is one of the recent remarkable develop-

ments in world statistics. Due mainly to tech-

nological and partly to social constraints, it was 

not until quite recently that statisticians began 

to turn their attention to the extensive use of 

coordinates for statistical purposes.

　Although questionnaire－based surveys are 

qualified potentially to collect information that 

belongs or relates to each surveyed unit, tradi-

tional surveys have offered location information 

in an aggregate manner as tract codes. Because 

of the ambiguity of available location informa-

tion that arises from tract－coded records, sur-

vey results were subject to several constraints 

in use, especially in time series regional analy-

ses.

　This paper has given evidence for the follow-

ing issues. First, besides information on the 

surveyed units, individual records also carry in-

formation about the locations of units in latent 

manner. Second, due to the aggregate nature of 

coding in terms of the location of units, trans-

ferred unit records from returned question-

naires, which are insufficient in giving the loca-

tion information of units, have placed restric- 

tions on their use. Third, as a typological ap-

proach has evidenced, repeated cross－sectional 

and, among others, longitudinal datasets can 

highlight location information given by the co-

ordinates with special implications that may 

represent a sort of potential inherent in the re-

spective spots. Finally, corresponding to each 

type of datasets, we have explored some new 

possibilities for GPSed record usability.

　As addressed by U.S. and French practices, 

GPS coordinates are also promising in produc-

ing better quality data. Dutch attempts may ex-

plore new potential uses in obtaining statistics 

otherwise almost unobtainable by conventional 

methods. Further seminal elaborations in the 

application of GPS coordinates in statistics may 

enrich the discussions being put forward in this 

paper. It is expected that new types of datasets 

armed with GPS coordinates will explore new 

frontiers in the field of statistics.
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１．はじめに―課題設定―
　完全失業率の都道府県別推定値，一人当た
り平均所得の市区町村別推定値，貧困世帯の
就学児童数の学区別推定値など，これらの数
字の社会的意義に多くを語る必要はないであ
ろう。最初のものは日本，他の 2つは政策プ
ログラムにリンクした米国の例をイメージし
ている1）。このようなタイプの数字が任意地
域，任意時点に対して獲得できるとすれば，
その情報価値は極めて高い。
　しかし今日の統計作成体系を前提とすれば，
このような推定値の獲得には標本調査統計の
データリソースに大きく頼らざるを得ない2）。
いま少し問題を限定して，標本調査の調査時
点は所与としたときの任意地域の推定問題に
焦点を当てることにしよう。その場合でも，
確率抽出標本を通例とすれば，目標地域に対

して要求精度を満たす十分な標本サイズが確
保されている保証はない。極端な場合，ター
ゲットとする該当地域に属す要素が標本に含
まれていない。いわゆる小地域推定の問題に
逢着する3）。本稿では，推定目標となる変数
を含む標本調査データが個票レベルで利用で
きるという想定のもとに，小地域推定の方法
を実際の景況調査の個票データを素材に評価
することにしたい。もちろん，当該調査デー
タの他に利用可能な補助的情報があれば，推
定に積極的に利用すべきである。このような
点にも留意しつつ，小地域推定の方法展開を
標本調査データからの地域情報の抽出可能性
という視点から吟味することにしたい。
　具体的には，推定精度が直接には担保され
ない地域に対する業況DI（Diffusion Index）
の推定問題を例証として，小地域推定がどの
ように可能であるのか，その条件は何である
のか，抽出実験によるシミュレートから検証
することにしたい。そのために次節では，い

【特集　地域・地点情報と統計―課題と展望―】（『統計学』第100号 2011年3月）
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ベースの推定法から，モデルベースのアプローチへとその重点を移行しつつある。
そのような方法転換を統計的に評価するために，小企業を対象に実施された景況調
査の個票データを仮想母集団として，そこからの抽出標本による推定実験を行った。
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わゆる小地域推定の方法論理の要点を整理し
た上で，3節で使用データとその評価方法に
ついて説明し，4節以降で推定法とともにそ
のパフォーマンスの結果概要を示しながら，
上記課題にアプローチしていくことにする。
実際のデータにはさまざまな制約（すべて無
作為標本というわけではない，あるいは非協
力，無回答，記入誤差の存在など）があるが，
論旨を明確にするために，ここでは無作為抽
出標本という面に焦点を絞って検討を加える。

２．標本調査からの地域母数の推定
2.1　直接推定（direct estimation）
　対象とする地域 iに属する標本サイズがあ
る程度大きいならば，通常の確率標本からの
推定図式が利用できる。地域といっても部分
母集団の推定と同じである4）。いま変数 y（例
えば所得や売上など）についての地域合計を
例に推定問題を考えよう5）。
　調査母集団をU，母集団の大きさをN，そ
れを構成する要素を ( 1, 2, , )j j N " ，母集団
のある地域，すなわち関心のある部分母集団
をUiとおけば，j番目の要素がもつ変数 y

の値 ( 1, , )jy j N " を用いて，地域合計は
ii j U ij j U jY y y� � 6  6 と書ける。ただし yijは，j

が当該地域に属す母集団要素であれば yj，そ
うでなければ 0の値をとるように定義してお
く。いま母集団 Uに対して抽出率 fでの無作
為抽出標本 s（サイズ n）が得られており，
そのうち当該地域に属する標本（地域標本と
呼ぶ）を siと表すことにしよう。他に利用で
きる補助情報（企業数や世帯数，資本金や就
業者数など）が何もなければ，地域標本を抽
出ウェイト wj（抽出率の逆数）で膨らませて
地域合計の推定値 �ˆ

ii j s j ij j s j jY w y w y� � 6  6 とす
るしかない6）。そしてその分散は母集団に関
する合計推定の場合と同じく， ij j ijy w y  に関
する分散 2

iy
s に有限母集団修正項を付加して

2�ˆ( ) (1 )
i

i y
v Y f ns  � とすればよい。
　補助情報として，例えば地域のサイズ（部

分母集団の大きさ）Niが既知であれば，そ
の地域の母平均推定量としての標本平均に地
域サイズを掛ける方法がある。この場合，補
助情報がなく標本だけで上記のように推定す
る方法より推定誤差は減少する7）。より一般
的に，補助情報があれば比推定や回帰推定な
ど，不偏性や一致性をある程度維持しながら，
補助情報による制約（正しい関係情報）の分
だけ推定誤差を減少できる可能性が高まる。
補助情報を利用したときの推定量を �ˆ

iY
とお

けば，この場合も地域標本だけを用いる線形
推定量として， �ˆ

ii j s ij ij j s ij jY w y w y  
� � ¦  6 と表

すことができる。地域標本か否かで再定義さ
れたデータ yijに対して，利用可能な補助情報
を制約条件とする修正ウェイト ijw

で膨らませ
るだけである。補助情報の有無にかかわらず，
地域標本サイズがその精度を規制することに
変わりはなく，あたかも部分母集団を標本調
査の対象としたかのように地域標本だけを利
用した推定法である。いわば標本調査の論理
に忠実な標準的な推定方式であり，これを直
接推定と呼ぶ。

2.2　 地域以外の標本も利用した推計 
―間接推定（indirect estimation）―

　サンプルの追加といった調査法の問題は別
として，与えられた標本の下で，かつ補助情
報を利用しても推定精度が実用的でない状況
であれば，当該地域に属さない標本の助けを
借りる方法が考えられる。このようなアプ
ローチを間接推定と呼ぶ。
　ターゲットとなる地域に属していなくとも，
その近辺にある標本データは推定に利用でき
るかもしれない。実質的な考え方は同じであ
るが，推定目標とした地域とその周辺を含む
エリアや類似した地点集合とは yの変動に関
して違いがないと仮定すればよい。このよう
な考え方に基づく間接推定の単純な形態とし
て合成推定量（synthetic estimator）が構成
される。 i j s j jY w y� 6 c� と表すことができ， ij s�
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に対して 0jw !c となる要素 jが少なくとも一
つ存在することが特徴である。実際の地域推
計によくみられるように，データが入手でき
ない項目について当該地域平均（部分母集団）
を全国平均（母集団）と同じと仮定する処理
法はこれに該当する8）。
　仮定がある程度成立していると信じること
にすれば，当該地域に対する推定量の分散は
形式的な標本サイズの増加により低下する。
さらに補助情報が利用できれば，仮定の下で
分散はさらに小さくできるかもしれない。し
かしながら，そのような仮定の妥当性が保証
されているわけではなく，そこから生じるバ
イアスは不可避である。当然，真値との距離
尺度である平均平方誤差（MSE）を大きく
する危険性がある。そこで，先の直接推定量
をこのような合成推定量で調整し，具体的に
は両者の加重平均として推定量を定める方法
が考えられる。
　一般的に直接推定量を �ˆ

i ，合成推定量を
i
� とおけば，その加重平均 �ˆ (1 )i i i i� � � を
推定量として採用すればよい。これを複合推
定量（composite estimator）と呼ぶ。ウェイ
ト iはMSEを最小化するように決めてやれ
ばよい。さらにはこのようなタイプの推定量
の延長上に James－Stein推定量を位置づける
ことができる9）。MSEを評価関数とするとき，
それは直接推定量より優れており，また合成
推定量（あるいはその代替量）が真の値に近
付くときMSEを最小化することが知られて
いる。さらに加重平均式が示唆するように，
これは経験最良線形不偏予測（EBLUP）モ
デルや経験ベイズアプローチとも密接に関係
する10）。

2.3　モデルベースの推定へ
　標本設計に忠実な直接推定では推定量の分
散が大きく，（暗黙の）仮定に基づく間接推
定ではバイアスが生じる。そこで加重平均を
とることで両者をバランスさせMSEを低下

させる。このような方法展開は，本来母集団
分布について仮定をおかず関心対象の母数を
推定するという標本調査の枠組みの下では，
自ずと限界がある。とくに間接推定量につい
ては地域母数の変動（差異）について複雑な
関係を導入できない。
　James－Stein推定量はこのようなアプロー
チの限界点に位置するが，むしろそれが提起
するのは，地域母数に関する仮説を明示的に
モデルとして表現することでより良い推定量
が得られる可能性である。そうであれば，例
えば下記のように，地域データ yijを補助変数
による回帰効果 0＋ 1xij，地域別変量効果 i，
および個体変動 ijの線形和として考える素朴
な混合効果モデルの利用も，小地域推定の方
法として自然に受け入れることができよう。
モデルの良さがMSEなどの推定値により適
切に評価できれば，多様なモデルを比較考量
した柔軟なアプローチが可能となる。

0 1

2 2(0, ), (0, )

ij ij i ij

i ij

Y x

N N

 � � �

� �

　標本調査データによる地域母数の推定図式
について，このようなモデルベースへの転換
（調査データはモデルからの実現値）の正当
性が認められるか否か，これが小地域推定の
方法論的な分水嶺となる。

３．データと評価方法
3.1　使用データとその特性
　検討のためのデータリソースとして，「全
国小企業動向調査」（日本政策金融公庫総合
研究所，調査時は国民生活金融公庫）　の
2004年 7－9月調査（以下，本調査）の個票
データを利用する。SSJデータアーカイブ
（Social Science Japan Data Archive）11）からの
提供を受けたものである。この調査個票デー
タを母集団と想定し，そこからのリサンプリ
ング・データによって都道府県別DI値を
様々な方法で推定し，評価しようという試み
である。
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　本調査は，いわゆる景況調査の一種であり，
国民生活金融公庫取引先（当時）の従業者
30人未満の全国の小企業を対象に四半期毎
に実施される。全国事業所の業種別構成比等
を参考に公庫取引先企業から下記のようにサ
ンプルが選定・調査されている12）。

標本数： 10,617企業，有効回答数6,979企
業 （回答率65.7％）

対象地域： 沖縄県を除く全国 

（都道府県別変数を提供）
抽出： 総務省「事業所・企業統計調査」に

おける事業所数，国民生活金融公庫
の年間貸出件数，実績等を勘案の上，
総合研究所がサンプル数を決定し，
公庫支店がサンプル選定を行う。

　業種，取扱品目，従業者数をフェース項目
として，売上高，受注額，採算水準，資金繰
りなど，景況調査特有の質問項目がアンケー
ト形式で調べられる。この中で本稿の関心対
象は，業況判断（当期実績，来期見通し）項
目である。その結果から業況判断DIが作成
され，それは景気指標のひとつとして実勢把
握や予測に多用される。2004年 7－9月調査
の質問文と結果（％）は次のようであった。
長期停滞から若干回復傾向がみられた時期で
あり，選択肢間のばらつきがそれまでに比べ
増加しており，都道府県間DIの格差も相対
的に拡大している時期のデータである。

［当期実績］ 7月から 9月のあなたの企業の
業況はどうですか。 （回答結果％）

1）かなり良い　　　　 2.0 2）やや良い　16.3
3）良くも悪くもない　26.4 4）やや悪い　35.2
5）かなり悪い　　　　20.0

［来期見通し］ 10月から12月のあなたの企業
の業況はどうなるでしょうか。 
 （回答結果％）

1）かなり良い　　　　 1.0 2）やや良い　17.0
3）良くも悪くもない　32.2 4）やや悪い　33.2
5）かなり悪い　　　　16.6

3.2　推定法の評価方法
　推定法評価のために，次のような手順での
推定実験を反復実行した。
①　上記調査のデータセットを母集団（すな
わち真値は既知）として，都道府県を層化
変数に抽出率 f＝1/5の非復元層化単純無
作為抽出で推定用のサンプル（再抽出標本）
を作成する。

②　再抽出標本に対して，特定の推定法（後
述）を適用し，来期見通しに関する都道府
県別DI値を推定する。

③　条件（利用可能な補助変数の有無）や推
定法式を変更して，②を再実行する。

④　上記について100回の抽出と推定を繰り
返し，その結果から推定量に関するMSE

の分布などの特性を測定する。
　当期実績と来期見通しに関する欠測データ
は除外しているので，仮想母集団の実際のサ
イズはN＝約5500である。そこから46都道
府県について標本を再抽出し，推定量を計算
した。そのうち以下では，真値の水準や回答
の分布パターンが特徴的と思われる北海道，
福島，東京，山梨，奈良，島根，香川，大分
の推定結果を示している。仮想母集団の特性
（真値）とそれらの地域の抽出標本サイズは
表 1に示している。再抽出された推定実験用
の都道府県別標本サイズ nとしては，東京都

表１　 調査データ（仮想母集団）と再抽出標
本サイズ

都道府県 N n 真値 （参考）地域ブロックn

北海道  235   47 －25.1（北海道・東北）152
福島県   95   19 －21.1（北海道・東北）152
東京都  540  108 －18.6 （関東）289
山梨県   23    5 －43.5 （中部）202
奈良県   44    9 －39.8 （近畿）184
島根県   57   11 －18.4 （中国） 91
香川県   44    9 －42.0 （四国） 45
大分県   67   13 －28.4 （九州）126

全県平均 5458 1089 －23.7 －
注） 真値とは調査データの都道府県別DI値（記
述統計値）である。
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で最大100，最小は山梨県の 5サンプルであっ
た。
　都道府県別DI値といっても特別な計算を
要するものではない。通常，選択肢のうち
「良い」に分類される回答比率（％）から「悪
い」に相当する回答比率を控除した値がDIで
ある。今回の場合，すでに示した 5つの選択
肢を「かなり良い」から順に 100，50，0，
－50，－100のポイントを割り当て，その平
均をとることと同じである13）。したがって，
都道府県別DI推定は部分母集団（地域）に
対する母平均の推定問題として処理すればよ
い14）。作業結果のイメージを与えるため，図
1に 2つの推定方式によるDI値の違いを推
定量の分布として例示した。このような結果
が得られれば，推定量の特性（良し悪し）に
ついての評価が可能となる。

3.3　推定量の候補と補助情報
　1節で述べた理論的方法を具体化して，表
2のように a～hまでの推定量を候補として，
沖縄を除く都道府県を対象地域（以下では，
「県」と略称。i＝1～46）にその県別DI値を
求めることにした。まず推定量のタイプとし
ては，直接推定，間接推定，モデルベースの
推定法の 3種を取り上げ，それをさらに補助

情報の有無で区分している。補助情報がある
場合には，標本から抽出した回帰関係を利用
した推定（回帰推定）に絞って検討している。
また間接推定については，推定対象とした地
域（ここでは都道府県）の周辺標本を利用す
る合成推定量と，それを直接推定量との加重
平均として調整する複合推定量とを区別して
検証している。
　合成推定量としての間接推定には，7つの
地域ブロック（ I＝1～7）を設定した。すな
わち北海道・東北，関東，中部，近畿，中国，
四国および九州である15）。推定対象の都道府
県がそのブロックに属するときには，そのブ
ロック標本をあたかも当該県の標本であるか
のように使ってDI値を推定している。
　推定の目標にした変数は，既述のように業
況判断の県別来期見通し（実際にはその平均
としてのDI）であるが，補助情報としては
従業者数（対数）と業況判断の当期実績が利

注）推定量についての説明は次節以降参照のこと。
推定量 aの分布 推定量h2の分布

図１　推定値の分布例（福岡：N＝211，n＝42，DIの真値＝－21.1）

表２　検証した推定量の分類

条件 補助変数
なし

補助変数あり
（1もしくは 2変数）

直接推定 a b1，b2
間接推定（合成） c d1，d2
間接推定（複合） － e， f1， f2
モデル － g，h1，h2
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用できるケースを想定している。それぞれ，
県別母平均が既知であり，当然，標本からの
推定用データセットにそれらの補助変数が含
まれることを前提としている16）。センサスや
業務統計など他のデータリソースから比較的
容易に入手できる基本情報ではあるが，目標
変数との相関があまり期待できない情報の一
例として従業者数（対数）を，逆に相関は高
いが一般には入手できない情報の一例として
当期実績を取り上げている17）。
　実際，同調査について，上記のようにカテ
ゴリーを点数化した来期見通しとの相関は，
従業者数（対数，以下省略）で r＝0.22，業
況判断の当期実績では r＝0.73であった。因
みに，従業者数と当期実績との相関は r＝0.19

である。検証作業では，これらの補助変数を
同時に使った場合と，従業者数だけを使った
場合の 2通りを評価することにした。補助情
報の効果を判断するためである。ここで，検
証で使用する変数表記と統計量の定義を改め
て整理しておこう。
［母集団］

N：母集団の大きさ
Ni：部分母集団（ i県）の大きさ
yij, i＝1, …, 46，j＝1, …, Ni：i 県の j 番目
の母集団要素の来期見通し（目標変数）

x1ij, i＝1, …, 46，j＝1, …, Ni：i県の j番目
の母集団要素の従業者数（補助変数）

x2ij, i＝1, …, 46，j＝1, …, Ni：i県の j番目
の母集団要素の当期実績（補助変数）

　 iY , i＝1, …, 46：i県の母平均（真の県別DI）

　 1 2,i iX X ：従業者数（対数）と当期実績（業
　　況判断）の i県の母平均（補助情報）
［標本と目標推定量 �ˆ

iY �の特性］
s：標本（全体），n：標本サイズ
si, sI：i県あるいは Iブロックに属する sの
部分標本

ni, nI：i県あるいは Iブロックに属する標
本サイズ

f：抽出率（20％）

　バイアス： � ��ˆBIAS i iE Y Y� �

　 �ˆ
iY �の分散： � ��ˆVAR iV Y � 

　平均絶対偏差： � ��ˆ �ˆAD i iE Y E Y� � �

　平均平方誤差： � �2�ˆMSE i iE Y Y� �

注）分散および平均平方誤差の推定量は，小文
　　字で � ��ˆiv Y � ，mseと表すことにる。

　以下の結果表には，BIAS，AD，MSEを掲
載している18）。MSE＝BIAS2＋VARの関係より，
不偏推定量であれば，平均平方誤差＝分散で
あり，そうでない場合にはバイアスの 2乗を
引けば分散が求められる。そのため，直観的
に理解しやすい推定量のばらつきの指標とし
て平均絶対偏差（AD）を示している。なお
�ˆ
iY �の添字・の位置には推定量の候補を示す
記号が入る。真値 iY は既知であるから，100

回の抽出実験による推定結果の平均でこれら
の統計量の理論値を近似計算している。

４．推定量と検証結果
4.1　直接推定量
　県別母集団に属する標本だけを用いた直接
推定量としては，以下のa～b2までの 3つの
推定量を計算している。それぞれ分散推定の
式も参考のため示している。
a．直接推定（補助情報なし）
　標本以外に利用できる情報が何もなければ，
通常，県別標本平均 �ˆ

iaY を iY の推定量とする
しかない。 �ˆ

iaY とその分散推定式は次の通り
である。

� �
2

1�ˆ

�ˆ (1 )

iia s i
i

i
ia

i

Y y
n

s
v Y f

n

 6

 �

　　ただし， 2
is は i県の標本分散

b1．直接回帰推定
　（補助情報あり；従業者数）
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　回帰推定（正確には差分推定）により県別
DIを推定すればよい。手続き的には，従業
者数を説明変数とする回帰式を県別標本から
推定し，補助情報である県別従業者数平均を
代入すればよい。

� �
1 0 1 1

2

1

�ˆ �ˆ �ˆ

�ˆ (1 )

ib i i i

ie
ib

i

Y X

s
v Y f

n

 �

 �

　　ただし， 2
ies は i県の回帰残差の標本分散

b2．直接回帰推定
　（補助情報あり；従業者数と当期実績）
　b1と同様に，2つの補助変数を用いた回帰
推定量を求めればよい。

� �
2 0 1 1 2 2

2

2

�ˆ �ˆ �ˆ �ˆ

�ˆ (1 )

ib i i i i i

ie
ib

i

Y X X

s
v Y f

n

 � �

 �

　　ただし， 2
ies は i県の回帰残差の標本分散

　直接推定量のパフォーマンス（表 3）をみ
ると，いずれも不偏推定量であるからバイア
スは 0近くに分布している。しかし，標本サ
イズが小さな県では平均偏差と平均平方誤差
に関してほとんど実用的でない過大な数字が

みてとれる。
　補助情報の役割に着目すれば，相関が低
い補助情報（従業者数）を使う場合（b1）で
は，回帰パラメータの推定誤差の大きさが補
助情報による精度向上を相殺するためか，推
定誤差を改善しないこと，しかし相関が高い
情報（当期実績）も利用可能であれば，かな
りの程度パフォーマンスが高まることを確認
できる（図 2）。

4.2　間接推定量―合成推定―
　県別母集団特性値は，それを含むより広い
エリアの母集団特性値と同じであると（暗黙
裡に）仮定して，当該県が属する地域ブロッ
クの標本を用いて間接推定する。方法的には
直接推定量と同じロジックを使えばよい。た
だし，仮定が一般に正しい保証はないから，
当然推定量には偏りがあると考えるのが自然
である。推定量の良さの評価指標として，以
下では平均平方誤差の推定量mseの計算式も
示しておく19）。
c．合成推定（補助情報なし）
　所属する地域ブロック別標本平均をそのま
ま単純に県別母平均の推定量とすればよい。

� � � �2

1�ˆ

�ˆ �ˆ �ˆmse

Iic S j
I

ic ia ia

Y y
n

Y Y v Y

 6

| � �

d1．合成回帰推定（補助情報あり；従業者数）
　地域ブロック標本から従業者数を説明変数
とする回帰式を求め，従業者数の県別母平均
に対応するDI値を求める。

� � � �
1 0 1 1

2

1 1 1

�ˆ �ˆ �ˆ

�ˆ �ˆ �ˆmse

id I I i

id ib ib

Y X

Y Y v Y

 �

| � �

d2．合成回帰推定
　（補助情報あり；従業者数と当期実績）
　d1と同様であるが，補助情報として当期
実績を追加した合成回帰推定を適用する。

2 0 1 1 2 2
�ˆ �ˆ �ˆ �ˆ
id I I i I iY X X � �

図２　MSEの散布図
（a vs. b2；46都道府県，対数軸）

注）結果数字掲載県は黒塗りで示している。
　　後掲図 3，4，6についても同様である。
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表３　直接推定量の結果特性

都道府県
a b1 b2

BIAS AD MSE BIAS AD MSE BIAS AD MSE

北海道 －0.2 5.0  41.3 －0.5  5.0   46.9 　0.1  4.0  23.5

福島県 －1.7 10.2 156.4 －2.1 10.1  161.7 －0.9  6.2  56.1

東京都 －0.1  3.7  20.5 －0.2  3.6   19.2 －0.3  2.7  12.1

山梨県 －2.1 17.3 469.1 －3.8 21.3 1119.3 －3.1 19.5 690.9

奈良県 　0.8 11.8 234.5 －0.9 13.1  272.7 　0.0 10.9 192.0

島根県 －0.7 11.3 197.7 　0.0 12.1  219.8 　0.9 10.2 207.4

香川県 －1.0 10.4 165.5 －2.1 10.5  174.6 －0.6  7.9  92.3

大分県 －1.1  9.1 138.9 －1.4  8.9  135.0 －0.1  8.2 112.0

全県平均 －0.1  2.3 133.8 －0.6  2.6  181.3 　0.3  2.2  91.3

表４　合成推定量の結果特性

都道府県
c d1 d2

BIAS AD MSE BIAS AD MSE BIAS AD MSE

北海道 －1.6 2.7  14.4 －2.9 3.2  30.3 －0.5 2.1  6.5

福島県 －5.6 2.7  43.7 －6.2 3.1  59.1 －2.0 2.0  9.5

東京都 －1.2 2.3  10.0 －1.6 2.6  15.6 －0.8 1.8  5.7

山梨県 21.5 2.5 472.5 22.0 2.7 496.6 　9.3 1.7 90.9

奈良県 15.1 2.4 238.5 12.8 3.1 184.6 　1.3 2.4 10.7

島根県 －7.3 3.5  71.8 －6.3 3.8  65.3 －1.8 2.2 11.1

香川県 　7.9 5.8 115.8 　6.3 6.9 115.9 　6.6 3.4 62.6

大分県 　3.3 3.4  29.0 　2.3 4.0  31.5 　0.6 2.4  9.8

全県平均 　1.2 0.7  53.9 　1.1 0.8  62.5 　0.5 0.4 18.0

表５　複合推定量の結果特性

都道府県
e f1 f2

BIAS AD MSE BIAS AD MSE BIAS AD MSE

北海道 －0.3  3.0  18.8 －2.5 3.1  21.4 －0.6 2.1  6.3

福島県 －1.7  5.0  61.2 －5.5 3.3  47.9 －1.8 2.1 10.6

東京都 －0.7  2.2   8.4 －1.2 2.5  11.0 －0.8 1.9  6.1

山梨県 　2.6 12.2 279.3 19.4 4.5 425.7 　8.8 2.2 87.5

奈良県 　1.3  5.9 102.7 11.5 3.8 160.5 　1.1 2.8 13.7

島根県 －0.8  5.1  59.5 －5.6 3.9  54.4 －1.8 2.5 13.1

香川県 　2.1  7.1  96.0 　5.8 6.5 102.6 　6.3 3.7 63.3

大分県 　0.4  4.9  59.1 　2.1 4.0  32.5 　0.4 2.7 13.1

全県平均 　0.0  1.3  59.1 　1.1 0.8  54.4 　0.5 0.4 18.4
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� � � �2

2 2 2
�ˆ �ˆ �ˆmse id ib ibY Y v Y| � �

　表 4から明らかなように，単に周辺地域情
報を用いたブロック平均値を県の推定量cと
するだけでも，県平均レベルのMSEは，直
接推定量 aよりも大幅に低下する。合成推定
によってバイアスが生じているが，ADの値
が示すように見かけ上の標本サイズの増加に
より推定量のばらつきは縮小している。もち
ろん，県によってそれらのバランスは異なる
が，県全体の傾向としては補助情報の条件が
同じであれば，直接推定量よりも推定誤差を
大幅に低下させる結果となった（図 3）。た
だし，合成推定量の枠内では，単純なブロッ
ク平均 cに比べ補助情報を使う合成回帰推定
が優れているというわけではない。直接推定
の場合と同じく，相関が低い補助変数の場合
にはむしろMSEは悪化する。相関が高い補
助変数（当期実績）の利用可能性がパフォー
マンス向上の鍵であることがわかる（d2）。

4.3　間接推定量―複合推定量―
　合成推定量はバイアスをもつが，標本サイ

ズの増加により標本誤差は減少する。そのバ
ランス次第で，合成推定量のMSEを直接推
定量よりも低下させることができる。しかし，
不偏性をもつ直接推定量を利用してバイアス
をうまく調整できれば，さらにMSEが減少
できるかもしれない。そこで両者の加重平均
形を考え，MSEを最小化するようなウェイ
トを用いて県別母平均の推定量を構成するこ
とを考える。直接推定量と合成推定量，両者
の加重平均としての複合推定量である。ここ
では直接推定量として当該県の標本平均（a）
を，合成推定量としては，補助情報を利用す
る合成回帰推定量（d1，d2）を採用している。
　このとき複合推定量において，個々の県別
推定量のMSEを最小化するというアプロー
チ（県別に異なるウェイト）と，共通ウェイ
トで46県全体の合計MSEを最小化するとい
うそれでは結果が異なる。そのためアプロー
チが異なる 2つの推定量をそれぞれ算出して
いる。なお，共通ウェイトによる複合推定量
の特性は James－Stein推定量のそれと同種の
ものと考えてよい。

図３　MSEの散布図
（a vs. c，b2 vs. d2；46都道府県，対数軸）
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e．複合推定（県毎の個別ウェイト，a＋d2）
　県別の個々のMSEを最小化するような複
合推定を試みる。このとき推定量 �ˆ

ieY はウェ
イト �ˆ

iにより次のように表せる。合成推定
量としては従業者数と当期実績を補助情報と
して用いたd2のケースを利用した。

2

2
2

�ˆ �ˆ �ˆ�ˆ �ˆ(1 )

�ˆ( )�ˆ 1 �ˆ �ˆ( )

ie i ia i id

ia
i

id ia

Y Y Y

v Y

Y Y

 � �

 �
�

　ただし

f1．複合推定（共通ウェイト，a＋d1）
　全県共通のウェイトを �ˆとおくと，合計MSE

を最小化する推定量は次式となる。当然推定
量eに比べ，県によってはMSEが悪化する。
まず従業者数だけを用いた合成回帰推定量
d1を使用した複合推定量を求めた。

1 1

2
1

�ˆ �ˆ �ˆ�ˆ �ˆ(1 )

�ˆ( )�ˆ 1 �ˆ �ˆ( )

if ia id

i ia

i id ia

Y Y Y

v Y

Y Y

 � �

6
 �

6 �
　ただし

f2．複合推定（共通ウェイト，a＋d2）
　f1と同様であるが，従業者数と当期実績を
補助情報とする合成回帰推定量d2を使用して，
複合推定量を計算した。

2 2

2
2

�ˆ �ˆ �ˆ�ˆ �ˆ(1 )

�ˆ( )�ˆ 1 �ˆ �ˆ( )

if ia id

i ia

i id ia

Y Y Y

v Y

Y Y

 � �

6
 �

6 �
　ただし

　結果（表 5）をみると，まず推定量 eにつ
いては，個別県レベルのMSE最小化を目指
しながら，推定量のパフォーマンスが単純な
合成推定量 cに比べても大して改善されてい
ないこと，むしろ合成推定量d2よりも大幅
に悪化していることがわかる。複合推定の考
え方は悪くないが，本研究の標本サイズレベ
ルでは最適ウェイト �ˆ

i計算の前提となる県
別mseの推定のぶれが大きく，むしろMSE

の増大を招いている。
　これに対して合計MSEの最小化を共通
ウェイトで実現しようとするケースに関して

は，とくに合成推定量d1に対する推定量 f1

の分布が示すように，ある程度の改善傾向が
認められる（図4：d1と f1の散布図）。顕著で
はないものの，全体としては共通ウェイトに
よる複合推定のアプローチがかなり有効に作
用している。共通ウェイトにより標本変動固
有のぶれがかなり抑え込まれたせいでもある。
　いずれにしても，確率標本の下での母数推
定という標準的な推定図式の枠内では，複合
推定は限界点に位置する工夫といえる。とく
に直接推定量と合成推定量の両者をMSE最
小化をめざして結合するというアイディアは
秀逸である。しかし実際には，小標本の下で
の確率変動が推定図式の複雑化により増幅さ
れるマイナス効果と，他方で理論上MSEを
小さくする方向で作用するプラス効果とのト
レードオフ関係は曖昧である。そのため，適
用に当たっては，ケースバイケースの実質的
な判断が不可欠であり，実用的な推定方式と
推奨するには大きな難点が残されている。

4.4　モデルによる推定
　標本はある確率モデルからの実現値と考え，
関心対象である変数 yijに対するモデルを標

図４　MSEの散布図
（d1 vs. f1；46都道府県，対数軸）
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本から推定し，それを利用して地域母数を推
定する。ここでは補助変数の利用を前提に，
まず回帰型のモデルから検討している。
g．回帰モデル（補助情報あり；従業者数）
　従業者数を説明変数とする次の回帰モデル
を想定する。パラメータは全県共通とし，誤
差項は単純に正規分布に従うものと仮定して
おり，実質的には合成回帰推定の一種である。

2
0 1 1 , (0, )ij ij ij ijy x N � � �

推定された回帰モデルを用いて，県別母平均
�ˆ
igY の推定量は次式で得られる。

0 1 1
�ˆ �ˆ �ˆ
ig iY X �

h1．混合効果モデル
　（補助情報あり；従業者数）
　上記モデル gを拡張し，県固有の変動を変
量効果 iとして導入する。補助情報は同じく
従業者だけ利用可能とする。次の混合効果モ
デル

0 1 1

2 2(0, ), (0, )

ij ij i ij

i ij

y x

N N

 � � �

� �

を推定すれば，県別母平均が次式のように求
められる。

1 0 1 1
�ˆ �ˆ �ˆ �ˆih i iY X � �

h2．混合効果モデル
　（補助情報あり；従業者数と当期実績）
　さらに目標変数との相関が高い当期実績を
補助情報として利用できる場合には，

0 1 1 2 2

2 2(0, ), (0, )

ij ij ij i ij

i ij

y x x

N N

 � � � �

� �

を利用して，下記を県別母平均の推定量とす
ればよい。

2 0 1 1 2 2
�ˆ �ˆ �ˆ �ˆ �ˆih i i iY X X � � �

　通常の回帰モデルによる推定量 gと県別変
量効果を想定したモデルh1のパフォーマン
スを比較すると，県別変量効果の導入によっ
てMSEが全体（全県平均）としてはある程
度改善していることがわかる。この場合，県
別要因を変量効果として導入することの有用
性を示唆している。また，目標変数との相関
が高い補助変数を利用した場合（ケースh2），
これまでと同様に大幅にMSEは低下してい
る。MSEの全県平均をみると，数値上は推
定量の候補のうちもっともよいパフォーマン
スを示している。なお，対応する複合推定量
と比較した場合，格段のパフォーマンスの向
上が確認できるわけではないが，f1に対する
h1，f2に対するh2，いずれもMSEの全県平
均値は若干低下している。

５．おわりに
　本稿では，小地域推定の方法評価の試みと
して，全国小企業動向調査の標本データを仮
想的な母集団に措定して，そこからの抽出サ
ンプルを用いた地域母数の推定実験を行った。

表６　モデルによる推定結果の特性

都道府県
g h1 h2

BIAS AD MSE BIAS AD MSE BIAS AD MSE

北海道 　0.0 1.5   7.1 　3.2 2.5  22.0 　0.5 1.1   2.4

福島県 －3.2 1.4  17.3 －2.1 2.2  14.0 －1.4 1.0   3.7

東京都 －6.0 1.5  43.1 －4.1 2.8  32.2 －1.0 1.2   3.8

山梨県 20.5 1.3 428.3 17.7 1.8 318.6 　9.7 0.9  94.7

奈良県 13.8 1.6 197.6 18.1 2.0 336.5 　3.4 1.1  14.0

島根県 －4.4 1.3  25.8 －6.5 1.8  48.1 －2.0 1.0   6.1

香川県 18.2 1.4 336.1 17.7 1.9 322.5 12.0 1.0 144.4

大分県 　4.1 1.4  23.3 　4.7 2.2  34.6 －1.7 1.0   4.5

全県平均 　2.2 0.1  61.4 　1.5 0.2  53.9 　0.6 0.1  15.0
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小地域推定の方法論理は，母集団にできるだ
け仮定をおかず，標本設計に忠実な，いわば
デザインベースの推定法から，標本データを
モデルからの実現値とみなし，空間特性を含
む関係を柔軟にモデル化し地域母数を求める
モデルベースの推定へとシフトしつつある。
方法評価の焦点もそこにあり，該当地域に属
する標本だけを利用する直接推定，その周辺
データも利用する間接推定（合成推定，複合
推定），およびこれらと同等の条件下でのモ
デルベースの推定量を比較した。補助情報は
すべて回帰推定を基本として，できるだけ比
較条件をコントロールしている。単純ではあ
るが，基本的な推定量を検討候補として選ん
でいる。
　図 5は，シミュレーション結果による推定
量別のMSE（46県）の分布を，標本サイズ（横
軸）との対応で示している。図 5－①には，
現実的なケースとして，利用可能な補助情報
がないか，あるとしても相関が低い補助情報
（従業者数）しか利用できない場合の推定量
を整理した20）。それに対して図 5－②には，

かなり相関が高い補助情報（当期実績）も利
用できる，稀ではあるが，幸運なケースだけ
を取り上げている。推定量のアプローチの違
いによる特性とその良し悪しの大まかな傾向
を捉えるにはこれで十分である21）。小地域推
定の名が示すように，明らかに，標本サイズ
が小さいエリアでの推定誤差の改良が間接推
定やモデル推定のアプローチの効果であるこ
とが確認できるであろう。グラフが示すよう
に，MSEの観点では，標本サイズが相対的
に小さいエリアでの低下傾向が顕著である。
　また図5－①では次のような特徴を看取で
きるはずである。直接推定量 aに対して間接
推定量（合成推定量d1，複合推定量 f1）とモ
デル推定量h1がMSEの観点からは優位であ
ること，なおかつ合成推定量よりも複合推定
量で全体的には若干の改善がみられ，さらに
モデル推定量ではかなりの県で比較的大きな
MSEの低下がみられる。つまり，補助情報
がないか，あるとしても相関が低い補助情報
しか利用できないような場合には，直接推定
量よりは合成推定量，さらには複合推定量や

①　補助情報（なし，または従業者数のみ） ②　補助情報（従業者と当期実績）

図５　推定量別MSEと標本サイズ
（46都道府県，対数軸）
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モデル推定量といった推定アプローチの順に，
程度の差はあれ推定精度が向上している。
　他方で，相関が高い補助情報が利用できる
場合（図5－②）は，そうでない場合（図5

－①）に比較して下方向にシフトしたMSE

のばらつきを示しており，補助情報の相関特
性の高低が推定法によっては決定的であるこ
とがわかる。そのせいもあり，推定方式の違
いがグラフ上で明確に浮かび上がっている。
まず，直接推定量としての回帰推定量 b2

（もっとも高いMSEを示す）に対して，合成
推定量と複合推定量は明らかな改善を示して
いるが，補助情報の効果が高いため両者の優
劣は判別し難い。しかし，モデル推定はそれ
ら 2つの推定量以上に大きくMSEを低下さ
せていることが明らかである。いずれにして
も，目標地域に属する十分な標本がなくとも
推定精度を高める可能性とそのための推定量
の候補は明らかといってよい。図 6は両極に
位置する直接推定量aとモデル推定量h2を単
純に比較したMSEの散布図であり，モデル
ベースへの推定方式の転換と有効な補助情報
の存在が，どのように地域母数の推定量を改
善するのかを端的に示している。

　ところで検証結果のグラフ（とくに図5－
①）では，モデルベースの推定方式への転換
が，間接推定（合成推定量や複合推定量）に
比べ際立った優位性を示しているようにはみ
えないかもしれない。単純な標本平均に比べ
ても大した改善がみられない県もいくつか存
在する。当然，標本調査の論理に反してまで
採用すべきアプローチなのか疑念を生じる向
きもあろう。しかしそうではなく読み取るべ
きは，このような単純なモデル推定量でも，
従来の推定図式の枠組みではもっとも複雑な
複合推定量と同等（もしくはそれ以上）のパ
フォーマンスを傾向的に示している点である。
実際ここで採用したモデルh2は複合推定量
f2のいわばモデルバージョンと解され22），純
然たるモデルベースのアプローチの効果をみ
るために導入したにすぎず，大幅な改善をそ
もそも期待すべきものではない。
　むしろ，モデルベースのアプローチの優位
性は，合成推定量にみたような限定的な仮定
（例えば県母平均＝ブロック母平均）に止ま
らず，地域母数の変動や分布についてより複
雑な多様な空間モデルを取り込むことができ，
そのことが地域母数の推定精度をさらに高め
る可能性にある。しかも，経常的調査のよう
に対象時点の前後の標本データが存在する場
合には，そのような時系列標本も推定に利用
できる柔軟性（時空間モデルへの拡張）をモ
デルベースのアプローチは有している23）。従
来の標本調査本来の推定図式の中で暗黙の仮
定をおきながら，無理な工夫を凝らしてのデ
ザインベースの推定方式に対して，いわゆる
小地域推定モデルと呼ばれるモデルベースの
推定へと軸足を移すには十分な理由といえる。
　最後に，小地域推定モデルの有効性を実質
化する条件（制約）をめぐって，補助情報の
利用可能性とモデル評価の方法の 2点につい
て触れておきたい。まず，一方の補助情報の
効果についてはすでに示した通りである。相
関が高い補助情報が利用できれば，地域母数

図６　 直接推定aと混合効果モデルh2：
MSEの分布（46都道府県，対数軸）
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の推定精度は向上する。そのためには，ター
ゲットとなる地域に属するそのような補助情
報（地域母数，もしくはその近似としての推
定値） 1 2,i iX X の入手可能性とともに，目標
変数 yijにリンク可能な標本レベルでの補助
変数 x1ij, x2ijの利用可能性が条件となる。その
実現には，データ空間拡張に向けたデータ
アーカイブ論に標本調査データの組込みとそ
のリンケージ手法を絡めて議論していかねば
ならない。
　他方のモデル評価の方法については，本稿
のように推定実験で求めたMSEではなく，
実際には推定量としてのmseを頼りに最終的
なモデルを選択せざるを得ない。しかし，複
合推定量の最適ウェイト �ˆ

iに関して指摘し
たように，必ずしも安定的で信頼できる推定
量mseが得られるわけではない。mseをはじ
めとするモデル評価の規準統計量の問題につ

いては，モデルベースのアプローチを中心に
小地域推定モデル論として稿を改めて論じる
ことにしたい。

（付記）　本稿は，「政府統計データのアーカ
イビングシステムの構造と機能に関する国際
比較研究」日本学術振興会科学研究費補助金
基盤研究（B）（課題番号：22330070，研究代
表者：法政大学　森博美，平成22年度～25

年度）の成果の一部である。また，本研究は
個票データの二次分析に基づいている。二次
分析に当たっては，東京大学社会科学研究所
付属日本社会研究情報センターSSJデータ
アーカイブから〔「全国小企業動向調査　
2004年 7－9月調査」日本政策金融公庫総合
研究所（旧国民生活金融公庫）〕の個票デー
タの提供を受けたことを付記して，関係諸機
関への謝辞としたい。

注

1  ）完全失業率の例は労働力調査結果（総務省）の参考数値として時系列回帰モデルによる四半期別
推計値が公表されている（URL：http://www.stat.go.jp/data/roudou/pref/index.htm）。平均所得の事例
についてはFay and Herriott（1979），貧困世帯についてはNational Research Council（2000）を参照さ
れたい。

2  ）統計体系と調査形態については，森（1984，2011）などの一連の研究を参照されたい。
3  ）小地域推定の議論についてはRao（2003）を参照されたい。坂田（2010）はその推定論理を整理し
ている。また労働力調査への適用をめぐって推定モデルを整理した元山・山口（2007）や高部（2004），
小泉（2004）などがある。

4  ）本学会において，部分母集団の推定に関して明確に問題を意識した論考には，統計調査論の立場
からの大屋（1959）の先駆的研究がみられる程度である（大屋（1995），pp.201－222参照）。関連して
付言すれば，近年の政府統計ミクロデータの提供は，層化変数などの標本設計情報が一部秘匿され
た下での推定量とその誤差計算への解法を切実なものとしているが，本学会での研究蓄積は社会生
活基本調査（総務省）を取り上げた栗原（2010）など，こちらもまだ数える程にすぎない。部分母
集団の推定問題とともに学会としての取り組みが必要な領域である。

5  ）本節の詳細については，Rao（2003）の2－7章，あるいは坂田（2010）を参照されたい。
6  ）厳密には抽出法の違い（復元，非復元）によって抽出確率や包含確率による定義が必要だが，こ
のような直観的表現でもいまの議論には影響しない。なお，直接推定における標本調査法の数理に
ついては土屋（2009）を参照されたい。

7  ）単純無作為抽出のケースについてであるが，Cochran（1977，pp.34－38）の記述を参照されたい。

8  ）単純無作為抽出の場合は， 1�ˆ
i s jY Y y

n
  � と推定していることになる。

9  ）全地域の合計MSEを最小化するような共通ウェイト を用いた複合推定量を考えればよい。
10 ）複合推定量と James－Stein推定量，およびこれらのモデルとの関係についてはRao（2003），p.63
以降を参照されたい。
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11 ）東京大学社会科学研究所附属社会調査・データアーカイブ研究センターは，日本における社会科
学の実証研究を支援することを目的として，データアーカイブ（SSJDA）を構築し，個票データの
提供を1998年 4月から行っている（URL：http://ssjda.iss.u-tokyo.ac.jp）。

12 ）SSJDAによる提供情報に基づく。また，日本政策金融公庫総合研究所のサイト（URL：http://
www.jfc.go.jp/findings/gri/）も参照されたい。

13 ）DIの算出については，例えば坂田（2009）参照。なお同調査の公表DI値（日本政策金融公庫，旧
国民金融公庫）の計算は，3つのカテゴリーに再統合して計算されており，本稿のDI値とは異な
ることに注意されたい。

14 ）本来DIは動向把握統計としてDIの差の推定を問題とすべきだが，今回は推定法の比較に関心が
あるので単純にDIの水準を取り上げている。

15 ）全国小企業動向調査結果では10地域ブロック別の数字が公表されていたが，本稿では抽出率の
関係もあるので 7ブロックにグループ化している。

16 ）ブロック別母平均が既知の場合の回帰推定量についても検証を行ったが，推定精度は必ずしも向
上せず，むしろ悪化するケースも見られる。そのためここでは取り上げていない。

17 ）実際には，地域区分の表章の問題もあり，利用可能な補助情報の範囲は極めて狭い。
18 ）小地域推定の性格としては，真値に対する誤差（あるいはその 2乗）の比率を問題にすべきかも
しれないが，DIの定義域を－100～＋100の区間に設定したこと，またDI作成のための原データは
多項分布特有の制約をもつことなどを考慮して，真値に対する相対誤差指標はここでは取り上げて
いない。推定法の良し悪しの相対比較が可能であれば本稿の目的には十分である。

19 ）平均平方誤差の推定量mseについては結果表に掲載していないが，実際には 1回の標本抽出によ
り評価せざるを得ないので，その重要性を考慮してmseの推定式を示している。なお，3.3節の複
合推定量の計算はmseに基づいている。推定式についてはRao（2003），坂田（2010）などを参照。

20 ）直接推定量のb1については，単純な標本平均を推定量としたaよりMSEの悪化を示しているので，
グラフからは除外した。また，地域ブロック平均を推定量とするcについては，本稿の趣旨が明確
に読み取れるように図示を控えている。

21 ）推定量の特性を示す様々な統計量を計算できるが，紙面の制約もあり，本稿ではMSEの分布に
限定している。

22 ）混合効果モデルと複合推定量，JS推定量の関係についてはRao（2003），pp.116－118参照。
23 ）本稿で取り上げたDIは景況の時間的変動を捉えるための指標であり，そもそも経常調査として
実施されている。そのため本格的な都道府県別DIの推定に当たっては，このような枠組みにおい
て推定モデルを検討しなければならない。
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Extraction of Small Area Information based on Sampling Survey Data :

Summary
　Methods of small area estimation based on sampling survey data have improved with the shift from the 

traditional direct design－based approach to the indirect model－based approach. To evaluate the efficiency of 

these different methods with statistical simulation, this study uses the micro data for a business tendency 

survey for small business as the virtual population of small businesses in Japan. The estimates for each 

method are then calculated from the resampled data and are iterated 100 times. The differences in the char-

acteristics of these methods are determined by the distribution of the estimators from this simulation. 

Thus, the study concludes that estimation through the model－based approach is strikingly predominant, as 

compared with the other approach, in terms of the mean squared error, and that the degree of this predomi-

nance depends on the statistical characteristics of the auxiliary information.

Key Words
small area estimation, sampling survey, resampling method, diffusion index of business conditions, ran-

dom effect model

Experimental Estimation of Prefectures’ Diffusion Indexes

Yukishige SAKATA

（Faculty of Economics, Chuo University）



57

１．はじめに
　本稿では，期待を明示的にモデルに導入す
るNew IS－LMおよびNKPC1）に関連する文献
で，Calvo（1983）2）と共に頻繁に引用される
Taylor（1980）の粘着価格モデルについて詳
細に検討する3）。
　テイラーも述べているように 4），このモデ
ルはLucas（1976）5）に対し，一つの明示的な
回答を与えている。すなわち，超過需要と貨
幣供給を操作することにより，期待形成を通
じて，物価水準と所得水準を可能な範囲内で
制御し，経路を選択できるモデルを具体的に
提示している。モデルに特殊な条件が課せら
れているので，現実への応用可能性を肯定的
に評価することはできないと筆者は考えてい
るが，将来賃金についての期待が超過需要政
策に依存し，政府と中央銀行が景気変動に対
して協調して介入すれば，産出水準が安定す
るというモデルの含意は，直感的な理解には
訴えやすい。また，Taylor（1980）には，理
論と実際の両面で深い問題を孕むインフレ
ターゲット論に関連する結論もすでに含まれ
ている。期待形成を軸とする政策評価の可能
性を示すことにより，ルーカス批判以後のマ
クロ経済学および金融財政政策に対して，粘

着価格モデルの嚆矢としてCalvo（1983）と共
に強い理論的な影響を与えているのである。
したがって，現在，最新の金融政策およびマ
クロ経済理論を批判的に考察するためにも，
十分な検討が求められている。
　しかし，すでに古典として扱われているた
めか，きわめて簡略に引用されることが多く，
原著論文の具体的な内容についての言及は少
ない。本稿では，なぜTaylor（1980）がNew 

IS－LMやNKPCの源流に位置し，現在の金融
政策やインフレターゲット論に影響を与えて
いるのかを明らかにする。学説史的には，
Muth（1960，1961）に始まる合理的期待仮説
とLucas（1976）による批判が「新しい」マ
クロ経済学への転換を促し，他方で，計量経
済学が大規模な同時方程式モデルから時系列
モデルへシフトしつつあった潮流の中で，
Anderson（1971）の直接的な応用モデルとし
てTaylor（1980）は成立している。その延長
線上にNew IS－LMおよびNKPCが存在する
のである。本稿では，Taylor（1980）を詳し
く検討し，表記上の誤りと概念上の問題点を
指摘する。また，原著論文にある表記上の誤
りを修正し，計算期間を追加して，所得水準
と物価水準の期待経路と慣性経路についての
計算結果を図示する6）。

【研究ノート】（『統計学』第100号 2011年3月）

粘着価格モデルと期待形成

佐野一雄＊

キーワード
粘着価格，New IS－LM，NKPC，インフレターゲット，時系列分析

─ Taylor（1980）の検討─

＊　福井県立大学経済学部
〒910－1195　福井県吉田郡永平寺町松岡兼定島4－1－1
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２．Taylorのモデル
2.1　価格決定式
　Taylor（1980）では，全体の 1/Nの企業が，
各期に N期間固定される名目賃金契約を結
ぶ経済が想定される。現在を t期とし，t＋N

－1期まで固定される対数表示の名目賃金率
を xtとすると，xtと xt＋Nは同じ集団の賃金で
あり，s＜Nであれば xtと xsは異なる集団の
賃金である7）。Taylor（1980）は次のモデルを
考案した8）。

1 1 1

1 1 0

�ˆ �ˆ
N N N

t s t s s t s t s t
s s s

h
x b x b x e

N

� � �

� � �
   

 � � �¦ ¦ ¦  （2.1）

t期の賃金 xtが，過去の賃金 xt－s，期待賃金
�ˆt sx � ，期待超過需要 �ˆt se � ，系列相関のないラ
ンダムショック tによって決定されるモデル
である。名目賃金固定期間の期待超過需要の
効果は係数 h＞0の値によって異なる9）。賃金
を加重するウエイトは，期間が遠ざかるほど
対称的に減少し，合計が 1となるように，便
宜的に等差数列で単純化して定義されている
が，Anderson（1971）を応用するために必要な，
特殊な設定であると筆者は考える。

1 /
, 1, 2, , 1.

1
s

s N
b s N

N
�

  �
�

"

Taylor（1980）はxtを求めるために，次の均衡
条件をおく。

t t t ty p m v�  �  （2.2）
1

0

1 N

t t i
i

p x
N

�

�
 

 ¦  （2.3）

2t te g y  （2.4）
3t tm g p  （2.5）

変化率で考えると，所得水準 yt×物価水準 pt

が貨幣供給水準 mt×流通速度ショックvtと
均衡し，物価水準は過去の賃金の平均値で決
まる単純なモデルであるが，完全雇用におけ
る貨幣バランスが何を意味するのか定義され
ていない10）。このモデルを現実と対応させる
ことが困難な決定的理由の一つであると筆者
は考える。また，g2は超過需要パラメータ，g3

は貨幣供給パラメータである11）。整理して次

の方程式を得る。
1 1 1

1 1 0

�ˆ �ˆ
N N N

t s t s s t s t s t
s s s

x b x b x y
N

� � �

� � �
   

 � � �¦ ¦ ¦ （2.6）

t t ty p v � �  （2.7）

ただし，＝hg2, ＝1－g3である。Taylor（1980）
はAnderson（1971）を直接的に応用して，こ
の方程式の合理的期待均衡解を導びいている
ので，以下，詳細に検討する。

2.2　還元型の価格決定式
　流通速度のランダムな変化率vtの期待値は
ゼロなので，（2.3）と（2.7）から次式を得る。
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 �  � ¦  （2.8）

Taylor（1980）では，これを（2.6）に代入し，n

＝N－1として
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を得る。変数は名目賃金とその期待値，パラ
メータは ， の二つである。
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が成り立つことに注意しながら12），t－1期に
利用可能な情報で（2.9）の両辺の条件付期待
値を求め，Taylor（1980）は次式を得ている。
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この式を整理すると，c＝(N＋ )/(N－n )

を唯一のパラメータとする次式が得られる。

1 1

�ˆ �ˆ �ˆ 0
n n

s t s t s t s
s s

b x cx b x� �
  

� �  ¦ ¦  （2.12）

≥0を仮定しているので，|c|≥1である。
Anderson（1971）を応用するために，Taylor

（1980）はラグ作用素Lsxt＝xt－sを導入し，次
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の多項式を定義している。

( )
n

s
s

s n

B L b L
 �

 ¦  （2.13）

ただし，b0＝－c, b－s＝bs, s＝1, 2,…, nである。
そうすると（2.12）は次式で表現できる。

�ˆ( ) 0tB L x   （2.14）
多項式 B(L)に含まれる係数は bs＝b－sと対称
的なので，LとL－1の積に分解できる13）。

1( ) ( ) ( )B L A L A L�  （2.15）
ただし， は標準化定数であり，

0

( )
n

s
s

s

A L L
 

 ¦  （2.16）

において 0＝1である。（2.14）を A(L－1)で
除して

�ˆ( ) 0tA L x   （2.17）
を得るので，これを（2.9）と比較することに
より，Taylor（1980）は，契約賃金について
の合理的期待均衡解を導く還元型の確率差分
方程式を得ている。

( ) t tA L x   （2.18）
これを書き下して，xtだけを左辺に残し，係
数ai＝－ iとして次式を得る。

1 1 2 2t t t n t n tx a x a x a x� � � � � � �"  （2.19）
したがって，（2.15）より
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が成り立ち，コンパクトに書けば次の式で表
現できる。
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構造パラメータは cだけなので，nの設定問
題を考慮しなければ，自由度は1であり，積
によってすべて決定される。つまり，cが

既知であれば，ラグ全体の分布がわかる。完
全雇用では，（2.6）と（2.12）により c＝1である。
すでに述べたように，bsについての特殊な設
定が，決定的な役割を果たしていると筆者は
考える。

2.2.1　ラグの分布
　筆者がTaylor（1980）の結果を確認するた
めに，Mathematicaを使ってN＝4のときに
を変化させて , a1, a2, a3を計算すると，

Taylor（1980）およびMontgomery（1984）の
結果と一致した14）。筆者の計算による表1と
図1は， の値が増加すると，過去に対する
相対ウエイト（％）が増加し，対称的に将来へ

表１　c＝（4＋ ）/（4－3 ）

c a1 a2 a3 ai a1 a2 a3

0.0 1.000 －0.696 0.5723 0.3080 0.1197 1.0000 57.2％ 30.8％ 12.0％
0.1 1.108 －0.937 0.3614 0.2100 0.0889 0.6603 54.7％ 31.8％ 13.5％
0.2 1.235 －1.103 0.2897 0.1729 0.0755 0.5382 53.8％ 32.1％ 14.0％
0.3 1.387 －1.281 0.2395 0.1457 0.0651 0.4503 53.2％ 32.4％ 14.4％
0.4 1.571 －1.485 0.2000 0.1235 0.0561 0.3796 52.7％ 32.5％ 14.8％
0.5 1.800 －1.729 0.1671 0.1045 0.0482 0.3198 52.3％ 32.7％ 15.1％
0.6 2.091 －2.033 0.1387 0.0877 0.0410 0.2674 51.9％ 32.8％ 15.3％
0.7 2.474 －2.427 0.1138 0.0726 0.0343 0.2207 51.6％ 32.9％ 15.6％
0.8 3.000 －2.963 0.0914 0.0588 0.0282 0.1784 51.2％ 33.0％ 15.8％
0.9 3.769 －3.740 0.0711 0.0461 0.0222 0.1395 51.0％ 33.1％ 15.9％
1.0 5.000 －4.979 0.0526 0.0344 0.0176 0.1046 50.3％ 32.9％ 16.8％
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の期待が加重されることを示している。例え
ば， ＝1と固定すれば， により金融緩和の
期待効果がわかる。また，図2は c＝1を c＝
5まで変化させた場合の期待効果を示してい
る。 ＝hg2, ＝1－g3であるから，（2.19）で与
えられる合理的期待均衡解 xtは超過需要パラ
メータg2，それに対するxtの感応度h＞0，貨
幣供給パラメータ g3によって決定される。
Taylor（1980）は c＝(4＋ )/(4－3 )を独立
変数として自由度 1のシステムとみなしてい
る。これは政府と中央銀行が協調して cを制
御することを意味するが，h, g2, g3の理論的
な相互関係については不明である。たとえ
g2, g3を協調して制御しても，hが不変の定数

であるとは限らない。このモデルは cを決定
する自由度2のシステムであり，政策 (g2, g3)

によって市場の反応 hは異なってしかるべき
であると筆者は考える。

2.2.2　スペクトル密度
　（2.18）の xtは n階の自己回帰過程に従うの
で， tの分散を 2とすると，そのスペクトル
密度は次式で与えられる15）。構造パラメータ
c＝(4＋ )/(4－3 )が変化すると， sの系列
が変化するので，周期 に関する cの影響を
分析できる。

22
( )

0

( ) ( )
2

n
i n s

s
s

f e
�

�

 
 �S � � S

S ¦  （2.21）

展開して（2.20）を適用し16），Taylor（1980）は
以下のスペクトル密度関数を得ている17）。
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 （2.22）

N＝4, ＝1として， ＝0と ＝0.1の0≤ ≤

におけるスペクトル密度についての筆者の
計算結果を，図3に示した。 が増加すると，
f( )を 0≤ ≤で積分した値は減少するが，
これは名目賃金率 xtの分散が減少することを
意味している。つまり，完全雇用 c＝1から
乖離すると，期毎の名目賃金率の差は小さく

図１　係数ai の変化

図２　期待効果の変化

図３　スペクトル密度の変化
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なる。ただし， ＝hg2, ＝1－g3であり，g2は
超過需要パラメータ，g3は貨幣供給パラメー
タ，h＞0であるから，少なくとも g2＝0, g3＝
1のいずれかが成り立てば，完全雇用 c＝1が
成り立つ。したがって，政策的な介入 c＞0

が産出を安定させることを，このモデルは含
意している。
　また，表1，図1，図2では， の増加が
過去に対する相対ウエイトを重くし，対称的
に将来への期待が加重されることを示してい
る。つまり，政策的な介入が強い経済では，「過
去の評価に基づき将来に対する期待が高ま
る」という現象を表現しているが，特殊なモ
デル設定の下で成り立つ結果であり，現実へ
の応用について筆者は懐疑的である。

2.3　集計量の動学と失業の残像
　Taylor（1980）は，ラグ作用素で表現した
単純移動平均

0

1
( )

n
s

s

D L L
N  

 ¦  （2.23）

を使って（2.3）を書き直し，物価水準 ptにつ
いて次式を得ている。

( )t ip D L x  （2.24）
（2.18）および（2.19）より，ptはARMA(n, n)に
従う。

( ) ( )t tA L p D L  （2.25）
生産水準は（2.7）により決定されていた。

t t ty p v � �  （2.26）
金融政策が緩和的でなく， が大きいほど価
格に敏感な経済であり，流通速度 vtの影響を
除けば，生産水準と物価水準は逆方向に動く。
g3＝0として貨幣供給量を固定すれば， ＝1

となり，生産水準と物価水準は同じ率で逆に
変化する。

2.3.1　残像効果
　このモデルは強い系列相関を生むので，
（2.25）の自己回帰係数が大きいと，長期にわ
たり系列相関が残る。Taylor（1980）は，こ

の現象をN＝2で確かめている。（2.25）より
1

1 1 10 1.
2 2
t t

t tp a p a�
� � � d d  （2.27）

（2.20）より， 2
1 1 1a a c c{ �  � � である18）。

　Taylor（1980）は ptを tの級数で表現し，系
列相関を評価している19）。

1 1 2 2
1
( )
2

t t t tp � � � � �"  （2.28）

ただし
1

1 1(1 ), 1, 2,i
i a a i� �  "  （2.29）

したがって，生産水準は（2.26）より

1 1 2 2( )
2

t t t t ty v � � � � � �"  （2.30）

を得る。（2.29）のa1が1に近ければ， iの減
衰は緩やかであり，ytに強い系列相関が生じ
る20）。

2.3.2　統計的フィリップス曲線
　Taylor（1980）は，来期の物価水準と今期
の失業率の関係を考察するために，ytと pt＋1

－ptの共分散をN＝2で考えている。この共
分散が正ならば，来期の物価水準と今期の失
業率との間に統計的フィリップス曲線が存在
する。（2.28）より次式を得る。

1 1 1
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¬ ¼
¦  （2.31）

実際，Taylor（1980）は，ytと pt＋1－ptの共分
散

2

1[ ( )]
4

t t tE y p p� �   （2.32）

を得て，非負であることを導いている。金融
政策が物価水準に対して緩和的であるほど
は小さくなり，この共分散も小さくなるので，
をどう設定するのかが，金融政策の課題と
されるのである。この結果は金融政策のルー
ル作りとインフレターゲット論の根拠となり
うるが，現実への応用可能性について筆者は
懐疑的である21）。
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2.3.3　安定化政策
　Taylor（1980）のモデルにおいては，物価
の安定と所得の安定はトレードオフである。
例えば， ＝0とすると，（2.32）より所得と物
価は独立になり，（2.26）より所得の分散は流
通速度の分散と一致する。他方で， ＝0な
らば c＝1であり，N＝2では 1＝－ 1＝1と
なる。そうすると，（2.29）で i＝2となるので，
（2.28）より物価水準の分散は無限大に発散す
る。貨幣供給パラメータ と超過需要パラ
メータ を操作することによって，トレード
オフにある物価水準と所得水準を調節するこ
とができるモデルである22）。

2.4　賃金についての期待と慣性
　Taylor（1980）のモデルは， と を通して，
将来賃金についての期待が超過需要政策に依
存することを明示した点で，期待を考慮しな
いモデルや，期待そのものを調節または外生
化するモデルとは明らかに異なる。モデル上
では，確率的なショックによって物価が変
動するので，均衡価格である平均物価からの
乖離を抑制できるほど政策は好ましいと言え
る。Taylor（1980）は，物価上昇率をゼロ，N

＝2, ＝0.5, ＝0.2, 1＝10％, s＞1＝0と仮定し
て，その違いを考察している。（2.25）より，
ptは次式に従う。

1
1 1 , 2, 3,

2 2
t t

t tp a p t�
� � �  "  （2.33）

ただし，p0＝0, 0＝0のときp1＝5％ , 1＝0.63

である23）。vt＝0と仮定すれば，（2.7）より，
y1＝－2.5であり，ytは次式に従う。

0.5 , 2, 3,t ty p t �  "  （2.34）
物価水準の比較のために，Taylor（1980）は
期待を考慮しないモデルについて考えている。
（2.6）で N＝2とすると，賃金についての期待
均衡価格が得られる。

1 1 1
1 �ˆ �ˆ �ˆ( ) ( )
2 2

t t t t t tx x x y y� � � � � � �  （2.35）

期待を外して，慣性だけが作用するモデルに
変更すると次式を得る。

1 1 1 1
1
( ) ( )
2 2

t t t t t tx x x y y� � � � � � � �  （2.36）

1 1t t tx y� � � �  （2.37）
したがって，（2.3）より次式を得る24）。

1
1 1 2( )
2 2 2

t t
t t t tp p y y �

� � � � � � �  （2.38）

Taylor（1980）は（2.33）と（2.38）を比較して，
モデルの違いを際立たせようとしている。筆
者は，Taylor（1980）の単純な誤りを修正し，
期間を拡張して，表2に（2.33）による期待均
衡解 pt

＊, y t
＊と（2.38）による慣性だけによる外

挿解 pt, ytを t＝20まで計算した25）。t＝1期に
一度だけ発生した 5％の価格上昇を吸収する

表２　期待と慣性

t pt
＊ yt

＊ pt yt t pt
＊ yt

＊ pt yt

1 5.00 －2.50 5.00 －2.50 11 0.13 －0.06 3.7 －1.84

2 8.15 －4.08 9.75 －4.88 12 0.08 －0.04 3.3 －1.65

3 5.13 －2.57 9.01 －4.51 13 0.05 －0.03 2.9 －1.47

4 3.23 －1.62 8.07 －4.04 14 0.03 －0.02 2.6 －1.32

5 2.04 －1.02 7.22 －3.61 15 0.02 －0.01 2.4 －1.18

6 1.28 －0.64 6.46 －3.23 16 0.01 －0.01 2.1 －1.05

7 0.81 －0.40 5.77 －2.89 17 0.01 　0.00 1.9 －0.94

8 0.51 －0.25 5.16 －2.58 18 0.01 　0.00 1.7 －0.84

9 0.32 －0.16 4.61 －2.31 19 0.00 　0.00 1.5 －0.75

10 0.20 －0.10 4.12 －2.06 20 0.00 　0.00 1.3 －0.67

N＝2, a1＝0.63, ＝0.5, ＝0.2, 1＝10％, s＞1＝0
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二つの経路が示されている。結果は一目瞭然
である。

３．おわりに
　本稿では，Taylor（1980）を詳しく検討し，
表記上の誤りと概念上の問題点を指摘した。
また，原著論文にある表記上の誤りを修正し，
計算期間を追加して，所得水準と物価水準の
期待経路と慣性経路についての計算結果を図
示した。表2および図4から明らかなように，
価格水準の上昇は所得水準の下落，すなわち
失業率の上昇をもたらすので，通常の統計的
フィリップス曲線とは反対の性質を持つ。そ
れは（2.7）の自然な帰結としてひとまず理解
できる。また，（2.32）では今期の所得水準 yt

と来期の物価水準の変化 pt＋1－ptの共分散
E [yt(pt＋1－pt)]が非負であり， ＞0ならば正
である。つまり，来期の物価水準が上昇する
ならば，今期の所得水準も上昇する可能性が
ある。これはインフレ期待の形成によって，
今期の所得水準を増加させうることを意味し，
いわゆるインフレターゲット論に帰結する。
しかし，いずれの結果においても，「名目貨
幣バランス÷完全雇用貨幣バランス」として
定義された貨幣供給水準 mtの意味が不明な

ので，パラメータ g3および が何を意味し，
またどんな値をとり得るのかも不明であるた
めに，現実の金融政策に対応させることが困
難なのである。
　Taylor（1980）のモデルには特殊な仮定と
条件が課せられているため，現実への応用可
能性を肯定的に評価することはできないが，
超過需要と貨幣供給を操作することにより，
期待形成を通じて，物価水準と所得水準を可
能な範囲内で制御し，経路を選択できる可能
性を示しており，Lucas（1976）に対する一つ
の回答を明示的に与えている。New IS－LM

およびNKPCで使われる粘着価格モデルは，
Taylor（1980）のモデルから特殊な仮定や条
件をはずし，モデル式（2.1）を最も単純な形
で利用している。将来賃金についての期待が
超過需要政策に依存し，政府と中央銀行が景
気変動に対して協調して介入すれば，産出水
準が安定するというモデルの含意は，直感的
な理解に訴えやすく，期待形成を軸とする政
策評価の可能性を示している。それゆえ，ルー
カス批判以後のマクロ経済学および金融財政
政策に対して強い影響を与えていると考えら
れる。しかし，今日の金融政策における量的
緩和やインフレターゲット導入の効果につい
ては，専門家の間でも賛否が分かれる問題で
あり，さらなる理論研究が求められている。
　本稿では，なぜTaylor（1980）がNew IS－
LMやNKPCの源流に位置し，現在の金融政
策やインフレターゲット論に影響を与えてい
るのかを明らかにした。学説史的には，周知
のように，Lucas（1976）を画期として「新し
い」マクロ経済学が成立し，合理的期待仮説
がマクロ経済学を席巻した。他方で，計量経
済学が大規模な同時方程式モデルから時系列
モデルへシフトしつつあった。その潮流の中
で，「賃金の下方硬直性」というアイデアの
延長線上にある粘着価格について，Anderson

（1971）を直接的に応用したTaylor（1980）に
続き，Calvo（1983）が別のアプローチで論じ

N＝2, a1＝0.63, ＝0.5, ＝0.2,ε1＝10％, s＞1＝0

図４　期待と慣性



『統計学』第100号　2011年3月

64

ており，New IS－LMおよびNKPCに関する
文献で頻繁に引用されているのである。Lu-

cas（1976）とCalvo（1983）については，それ
ぞれ稿を改めて詳細に検討したい。

注

1  ）ニューケインジアン・フィリップス曲線（New Keynesian Phillips Curve）の略称。NKPCと粘着
価格モデルの関係については，加藤・川本（2005）を参照。

2  ）Taylor（1980）とは異なるアプローチで粘着価格を扱っているので，稿を改めて論じる予定である。
3  ）staggerは「時差」「交互」「交替」という意味である。Taylor（1980）における価格の粘着性は，
固定賃金契約期間の時差により生じ，物価水準に慣性をもたらす。価格の「粘着性」（stickness）は，
「硬直性」（rigidity）とは異なる概念である。価格が不連続にしか改訂されず，改訂されると一定期
間持続するという仮定は，連続的な価格変化を仮定する一般均衡理論よりも現実的であると同時に，
硬直性より一般的な概念ではあるが，Taylor（1980）の仮定は特殊であり，実際の賃金契約と対応
させるのは難しい。New IS－LMおよびNKPCは，期待を明示的に導入した最も単純な粘着価格モ
デルであり，非常に簡潔である。また，計量モデルとしての応用が比較的容易であるため，「ルー
カス批判」に耐えうるモデルとして利用されている。

4  ）Taylor（1980），p.3参照。
5  ）いわゆる「ルーカス批判」である。政策的な介入が，期待形成を通じて，推定すべき構造パラメー
タを変えてしまう，というパラメータの不確定性問題を指摘した。

6  ）Taylor（1980）のTable 4，p.20の計算結果は不可解であり，おそらく記載の誤りであろうと推測
される。本稿では，これを修正して，計算結果を図示した。

7  ）このような賃金契約を現実にイメージすることは困難であるが，以下の論述でAnderson（1971）
の結果を応用するためには不可欠である。そのため，New IS－LMやNKPCに関連する文献では，
モデル式（2.1）だけを最も単純な形で使い，その際にTaylor（1980）を引用するにとどまる。

8  ）本稿では数式番号を（Section.Number）と表記しているが，以下，参照の便宜上，（2.n）のnを
Taylor（1980）の数式番号に対応させてある。

9  ）Taylorでは，“h is a positive parameter”（p.4）と書かれているだけで，その意味についての言及は
ない。

10 ）ここで概念上の問題点を指摘しておく。Taylor（1980）は，“pt＝log of aggregate price level, yt＝log 
of real output les log of full employment output, mt＝log of nominal money balances les the log of full em-
ployment money balance, and vt＝random velocity shock.”（p.6）と定義している。つまり，ytの意味は
「実質産出高÷完全雇用産出高」であり，超過需要の過不足によって変動する実質所得水準を意味
している。貨幣供給水準 mtも同様に，「名目貨幣バランス÷完全雇用貨幣バランス」と定義されて
いるのだが，完全雇用貨幣バランスが何を意味するのか，実は不明である。この問題点を筆者に直
接指摘したのは岡敏弘である。強いて解釈すれば，完全雇用水準に対応する貨幣供給水準が存在す
るという意味であろうか。

11 ）このパラメータ g3によって，物価水準 ptに対して連動する貨幣供給水準 mtが決まるのであるが，
mtは注10）で指摘したとおり，「名目貨幣バランス÷完全雇用貨幣バランス」であり，g3が実際に
何を意味しているのかも不明である。そうすると，モデルで重要な役割を担う の意味も不明になる。

12 ）（2.10）でN＝2のときb1＝1/2になる。これは（2.1）で定義したウエイトの一般項 bs＝(1－s/N)/(N－1)
を満たすので，数学的帰納法を使う。

13 ）Anderson（1971），5.7.1⑸およびLemma 3.4.1を参照。 �ˆtx は移動平均の一種である。
14 ）使用したMathematica 4で容易に計算できるのはN＝4までであるが，このモデルの特性を理解す
るには十分である。Montgomery（1984）には，数式に多くの誤植が含まれるので，注意して読む必
要がある。Montgomery（1984）は⑴の右辺第1項と第2項にパラメータ0≤ ≤1を乗じて，相対賃金
の効果について実証分析を試みているが，本稿ではその問題について考察しない。

15 ）Anderson（1971），p.407（42）参照。
16 ）|ei ＋ 1|

2＝1＋ 2
1＋2 cos , |ei2 ＋ 1e

i ＋ 2|
2＝1＋ 2

1＋ 2
2＋2 1（1＋ 2）cos ＋2 2cos2 ,…を nま
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で展開して（2.22）の第1式を得る。

17 ）オイラーの公式と s cos s ＝
d
d sin s の関係を利用して，eis , cos s , sin s , s cos s の s＝1から

　nまでの和をそれぞれ求め，[1－s/(n＋1)] cos s の s＝1からnまでの和を求める。
18 ）bs＝(1－s/N)/(N－1)でN＝2, s＝1とおけばb1＝1/2を得るので，（2.20）に代入して，二次方程式 2

1

＋2c 1＋1＝0を解く。
19 ）
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20 ）Taylor（1980）はN＝2, 3, 4で ＝0.5, ＝0.2として tの理論値を求め，成人男子の1954－1979年
における失業率の四半期データによる推定値と比較し，このモデルにおける残像効果を確認してい
るが，詳細については省略する。

21 ）g3＞1ならば ＝1－g3＜0となり，負の共分散を得るが，注10）で指摘したように，mtの意味が不
明なので，g3および が何を意味し，またどんな値をとり得るのか，明らかであるとは言えない。

22 ）Taylor（1980）はN＝2で と の効果について分析しているが，詳細については省略する。
23 ）（2.20）より－c＝（1＋ 2

1）とb1＝1/2＝ 1の連立方程式を得るので，c＝2.1/1.9を代入して解くと，
モデルの条件| s|≤1を満たす近似解 ≃－0.6345を得る。以下では，Taylor（1980）に従い，a1＝0.63
として計算した。

24 ）Taylor（1980）の（38）には誤植がある。
25 ）一瞥してわかるように，Taylor（1980）の計算結果には単純な誤りがある。
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1 ．はじめに
　情報基盤の進展，自治体行政の展開および
ジェンダー問題という 3つの現代的課題にお
ける統計の利用可能性について著者が約15

年の間に執筆してきた論文がまとめられ，本
書が上梓された。本書の目次は以下の通りで
ある：

はしがき
第Ⅰ編　統計と経済理論
第 1章　 情報環境の変容と社会・経済統計の

可能性―「データ」・社会統計・経
済理論

　はじめに
　 1　情報環境の変容と「データ」理論
　 2　 経済理論への関心の後退（価格指数論

を例に）
　 3　 経済理論とモデルの切断（産業連関分

析を例に）
　むすび
第 2章　 価格指数論への公理論的アプローチ

適用の問題点

　はじめに
　 1　 公理論的アプローチの基本性格とその

適用限界
　 2　 価格指数論の系譜とその経済理論
　 3　 価格指数のテスト
　むすび
第Ⅱ編　統計と自治体行政
第 3章　 地方自治体の行政評価と統計活動  

―改革の概観と枠組み
　はじめに
　 1　自治体行政改革のフレームワーク
　 2　総合計画と政策評価システム
　 3　総合計画・行政改革と統計活動
　むすび
第 4章　 行政の進行管理に果たす統計と数値

目標の役割
　はじめに
　 1　総合計画・行政評価の変容
　 2　数値目標と統計
　 3　総合計画・数値目標・統計
　むすび
第Ⅲ編　ジェンダー統計
第 5章　 女性労働と統計―ジェンダー統計

初期の動向
　はじめに
　 1　国際女性年と女性のための労働統計
　 2　経済活動人口概念と調査票問題
　むすび
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第 6章　 女性就業者と職業別性別隔離指数
　 1　性別隔離指数の二類型
　 2　日本の性別隔離指数の試算
　むすび
あとがき
索引

　本書の 3つの編は独自性の強い分野をそれ
ぞれ取り上げており，本書全体を広く押さえ
た上で単独の評者が担当するのは容易ではな
い。そこで，第Ⅰ編を松川，第Ⅱ編を御園，
第Ⅲ編を杉橋が分担執筆することとした。

2 ．各編の紹介と論評
2.1　第Ⅰ編
　本編は社会統計学界に対して，多方面での
議論を喚起し，停滞感の突破口をもたらしう
る。
　第 1章は，先学が指摘し，著者が社会統計
学界の停滞感の理由として認識する「数理統
計学の体系的受容」＝「データの数理解析に終
始する現在の統計利用論の独断的容認」に対
し，背景と契機の把握，原因の検証，研究課
題の探索を試みる。
　「体系的受容」の前提は，社会統計学者が
安易に「『統計』を『データ』として認識す
ること」にあろう。その背景を，著者は第 1

節で計算機ハード・ソフト両面の発展，統計
制度改革下で電子媒体化され個別ニーズに対
応した統計の供給整備に求める。また，「受
容」の前提の成立契機が「データ理論」で顕
著であり，それは基礎的経済理論への関心を
喪失したデータ処理への専心と，大量データ
計算に拘泥した経済理論検討の留守であると
する。
　上記の背景と契機に対し，「問題点の指摘
と理論的，方法論的な検討がないまま，現状
に追随していけば，そのことが向かう先は数
理統計的方法の受容」と述べる。従って，「検
討課題は，このような情報環境整備と変化に

対して『科学としての社会統計学』が十分に
対応できているかどうかである。」著者は否
定的論点を挙げる。序論で「受容」の原因を
「現実の情報環境の変化が急速に進行し，こ
れに批判的に対応できない研究上の姿勢」と
断定済みだからである。論点の第一は統計の
基礎的経済理論検討の無関心化と「理論と統
計分析の意図的切断」，第二は「統計データ」
という用語法，第三は統計調査論である。
　第一論点の理論的無関心化の傍証として，
著者は第 2節で「社会統計学者の価格指数論
に対する姿勢の弱さ」を示す。この傍証の論
理的妥当性を指数論の経済理論への連携性に
求めていよう。続いて指数論プロパーの今日
的議論と経済理論との関係性を示す。この状
況から，社会統計学は理論的空白を埋めるこ
とが重要とする。片方の論点「理論と統計分
析の意図的切断」は，第 3節で産業連関分析
に関して検証する。まず，著者は経済的統計
的モデルの経済理論との関係，そして社会統
計学の批判的研究成果を確認する。対照的に，
連関分析での基礎経済理論と統計分析の手法
は切断可能で，後者に統計利用者が意味を付
与しうるとする「手法そのものの中立性」を
思考基地とした研究に言及する。そこに「受
容」の「方法論的原型」を見出し，この線の
研究がデータ計算研究に収斂する可能性と現
実を指摘する。ここでの「理論的基礎の検討
にまで立ち返って統計計算を進める態度」の
喪失を問題視し，「受容」のモデルケースと
する。対して著者は，連関分析の経済理論の
不変性と統計分析上の経済理論の必要性，そ
して「CGEモデルの理論的検討を含め，連
関分析の利用とそこから生まれた成果」の慎
重な評価を主張する。
　第二論点の「統計データ」用語に対し，第
1節で「それをもとに数理計算を行えば，何
がしかの有益な分析結果を導出できるので，
統計研究の重心をそこにおくという暗黙の了
解があるのではなかろうか。」と含意を述べ
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る。検討課題は，「データとしての統計」理
解への批判的考察である。
　第三論点の統計調査論については，「デー
タとしての統計」の真実性の考察と，統計調
査環境の電子化状況に対する旧来の調査論の
対応可能性の検討を問題提起する。
　第 1章に通底する主張は，統計利用におけ
る基礎的経済理論の等閑視に対する理論の復
活である。ゆえに，「受容」の「克服の方向
の一つの鍵」も「経済指標体系の構築」であ
る。
　第 2章の意図は，価格指数論を社会統計学
の伝統上未踏の見地から検討して，つまり指
数論の経済理論上の意味と統計指標的な意義
が公理論的方法により規定される事情を検討
して，指数論研究の指針を得ることである。
　著者は公理論を，発祥元たる数学から説明
する。それは，「少数の端緒的な定義から始
めて，公理，公準を確認し，定理を論理的に
演繹的に証明する方法である。」次に物理学
での公理的方法の適用を示し，それが理論内
容に観念的な自足性を構想させ，ゆえに現実
的動態的な理論の構成方法として不能な限界
性を述べる。この公理的方法の基本性格を他
の諸科学に敷衍する。
　続いて，価格指数論の公理論的アプローチ
を二種類に分け，双方の論理的理論的性格を
検討する。一方は，公理論的に構成された経
済理論で指数論を基礎づけるものである。こ
の基礎づけに対し，経済理論において，公理
的与件が消費者選好論のそれであって観念性
を帯び，また公理的方法の基本性格が顕現す
るので，「現実経済の動態の考察を回避した
この論理操作」と指摘する。それは「歴史的，
社会的な尺度である価格の水準と動向を測る
ことは難しい」。もう片方は，指数が持つべ
き特質たる公理を基準としたテストにより一
元的指数を選択する方法である。それは「算
式そのものの無矛盾性」を判断するが，「先
立つ経済学的な範疇規定」が無いため「価格

指数のもつ固有の経済学的な認識への道は拓
けない。」また，一元的選択が現代資本主義
の複雑性・多様性に適合しない。以上から「両
者は，指数論への適用の方法のディテールで
は異なるが，現実の経済分析，価格分析に関
与することなく，理念的に価格指数論を先験
的な公理から展開する意味では同一」と総括
する。対する課題は，貨幣的要因による価格
変動を測定する一般的指数を含む多元的価格
指標体系の構築である。
　評者の読後感であるが，第 1章の「データ
理論」における「受容」の前提の成立契機に
ついて，データ解析の具体的諸事例に即した
分析叙述があれば，立論が深化したと思われ
る。「意図的切断」に対しては，解析法の数
理を，解析者なりに計算結果に付与される解
釈上の論理に対する適合性の観点から評価し
て，解析者の社会認識上の問題点を示す研究
方向が想起された。第 2章については，公理
的方法の限界と合理性を指数の実践的作成段
階において検討する必要が感じられた。なお
指数テストの非経済学的な性格を規定するに
あたり，前章で社会統計学の業績として挙げ
られた永井博の著書への参照が望まれた。

2.2　第Ⅱ編
　本編は，文科省科研費プロジェクト「地域
経済活性化と統計の役割に関する研究（2006

～09年度）」（代表：菊地進・立教大学経済
学部教授）の成果の一部であり，「統計の果
たす役割とその利用可能性」（p. i）を自治体
行政，特に総合計画とその進行管理の面から
検討したものである。他の 2編と同じく 2章
が配されているが，分量で本書全体の 4割余
りを占める。まず，内容を確認しながら若干
のコメントを付す。
　第 3章は，この約10年間の地方自治体での
行政改革の状況を行政評価に絞って紹介し，
それと総合計画，あるいは統計活動とがいか
に関連しているかを整理し，また，次章の課
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題を示したものである。
　まず第 1節では行政評価や自治体の総合計
画にかかわる基本的事項を説明している。行
政評価の定義，NPM（新公共経営）理論の
概要，行政改革が進行した背景，行政評価採
用の契機，政策評価の法的整備についてコン
パクトにまとめられており，初学者等への便
宜がはかられている。また，行政改革を考察
する際の注目すべき点として，行政改革が総
合計画の作成の経緯と無関係ではなく，その
総合計画はNPM理論の定着と一体となって
いることを指摘している。
　そしてNPM理論が政策評価の理論的基礎
であり，この種の成果主義を明確に打ち出し
ているのが三重県と静岡県だとして，第 2節
で両県の計画・行政評価を紹介している。こ
の節も行政関係の専門家には常識的内容であ
ろうが，行政評価の「評価」についての全国
調査も紹介し，行政評価の意義あるいは限界
を確認しようとしている。
　第 3節では，まず，行政改革を背景に，自
治体の統計関係部署での活動や統計に関して
いかなる認識があるかについて，三重県と三
鷹市などを例に若干の指摘をしている。次に
「次章で詳細」としながら，行政評価に重要
な数値目標の設定の仕方を類型化している。
最後に「統計セクションの位置づけと統計活
動」の項で，従来は総務系に置かれることが
多かった統計セクションが政策企画系に配置
換えされる傾向があること，国の出先機関・
金融機関とも連携して地域データを検討して
いることなどを指摘している。
　次の「むすび」では，今後の主な課題と
①行政評価と統計との関係に焦点を絞って現
状と問題点を検討すること，②これと関連し
て実践的な提言が必要であること，③NPM

理論を自治体行政に利用することについて検
討することを明確にあげている。
　第 4章では，前章で言及しえなかったこと
や不十分だった総合計画，行政評価と統計

（活動）との関係づけを一歩進んだ形で示す，
としている。
　第 1節では，少子高齢化など，行政環境の
変化ゆえリジッドな総合計画では対応できな
いので廃止する県もあること，「統計」の利
用あるいは重視の仕方も多様であることなど
を指摘する。総合計画の変容については北海
道から沖縄県まで 9道県の事例が紹介されて
いる。行政評価については，何を施策の数値
目標とするかが難しいことなどから見直しの
動きがみられることを指摘し，無理な指標設
定は自治体職員に消耗感をもたらすことにな
りかねないので再考の余地がある，と言う。
　第 2節では，数値目標の意義と役割を検討
するポイントとして①数値目標をなぜ設定す
るのか，②どの数値目標が政策の内容に適し
ているのか，③数値目標の設定そのものをい
かに行うか，④資料をどこからもってくるの
か，⑤政策等の進み具合をどのように評価す
るのか，⑥評価を誰が行うのか，の 6つをあ
げ，いくつかの自治体を取り上げながら具体
的に検討している。
　上記④は第 4章のメインテーマなので，次
の第 3節で独立させ，富山県，茨城県，盛岡
市の例を詳細に紹介している。ここではサー
ビス業の統計が不足していることなどを指摘
している。
　そして「むすび」では，以上をまとめ，ま
た，政策効果なのか景気回復ゆえなのか判断
しかねることもあるので，数値目標による評
価そのものが実際には容易ではないことを付
け加えている。
　さて，本編の意義は，「産官学」の地方の
「官」での統計利活用とそれをめぐる問題に
ついて綿密に検討し，「学」の立場から「官」
を支援しようとし始めたことである。かつ，
そこで行政学関連の分野にも目を配りながら
地方統計・統計事情について論じていること
である。
　地域再生などと言われ始めて久しく，地方
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自治体は地域経済の活性化をめざした施策に
取り組んでいる。また，財政事情ゆえに行政
全般にわたって政策効果が強く問われるよう
になっている。ここで，「政策効果は…でき
る限り定量的に把握する」（「行政機関が行う
政策の評価に関する法律」；p.64）ためには
「地域データ」が必須であるが，統計学の立
場からは，地方統計について「統計の未整備」
以外の言及は少ないように思える。
　本編は，政策立案の客観性を明確にするこ
とを意識し，統計利用について地方自治体が
取り組んでいる営為を支援して研究上の空白
を埋めようとしている点に意義がある。この
ような視点にたって単著で上梓したものとし
ては嚆矢であろう。それも数十の道県・市他
への訪問調査をなしており，全国を見渡した
（正確には見渡そうとした）事実・論点指摘
をしており，かつ，行政学関連の理論までふ
まえているのである。
　以上の背景には，政府統計を社会科学に基
づく批判的見地から組み替え，加工する試み
が少なくなった（p.5）との認識があろう。
しかし，はしがきにある「利用可能性」ある
いは「evidenceとしての統計の意義」につい
ての言及は具体的には不十分と言わざるを得
ない。今後，上記第 3章の今後の課題②「実
践的な提言」がおおいに期待される。
　以上，本編のメリットを述べたが，最後に
少々苦言を申し述べたい。まず，簡単に言え
ば，重複的な箇所が多くあるため分量が増え
（パラフレーズが多くなり）読みにくい，と
言うことである。もっとも，このことは評者
の読解力不足ゆえと一蹴されるかもしれない。
しかし次のことは，読者への配慮として留意
すべきことである。
　まず，図表掲載頁が記述部分と離れている
上に「図○○のように」などという記載がな
いので，理解に時間がかかる箇所がいくつか
ある（例えば「業務棚卸」についてはp.83に
記されているが，その説明図はp.85にある）。

　また，もちろんミスタイプやケアレス・ミ
ス的な箇所も読了速度が落ちる一因となる
（へたをすれば誤解する）。ケアレス・ミスが
皆無というのはなかなか難しいが，正味87

頁中，明らかなミスタイプだけで十数箇所も
みられた。初出論文をPDCAサイクルに載せ
て上梓することが望まれる。

2.3　第Ⅲ編
　本編のジェンダー統計に関する 2本の論稿
は著者が1990年代初頭に取り組んだもので
あり，その初出は伊藤陽一編著（1994）『女性
と統計』梓出版社である。本書の中で最も古
いものだが，本書では最新の統計データを
使って新たな検討を加えるなどして改稿され
た。
　第 5章は，経済活動人口に関する統計の信
頼性と正確性を取り上げている。経済活動人
口の定義は，それを規定する国民経済計算自
体が自家生産と家事労働との境界を曖昧にし
ているため，非定形的な女性労働を捉えるに
は十分ではないと批判する。また，経済活動
人口のキーワードである「仕事」「賃金」「働
く」に対する女性の固定観念が，途上国では
強いため，質問項目は画一的ではなく，具体
的な経済活動の例示を加えて，女性労働の実
態に即した内容にすることが，正確な統計数
値の獲得には必要であることを，1980年代
のインドの試みを紹介しながら，示している。
さらに，日本の労働力調査（以下，労調）の
調査票では，女性に典型的に見られる就業と
非就業の境界を十分には把握できないことを
指摘する。
　第 6章では，男女間の賃金格差の主たる要
因と，特に欧米諸国において，考えられてい
る職業別性別隔離指数について，その特徴と
限界を明らかにした上で，1980～2005年の
日本の隔離指数を計算し1995年以降その数
値が低下していることが分かるものの，指数
の限界にも留意し，依然として女性が多く就



岩崎俊夫 著『社会統計学の可能性』

71

松川太一郎・御園謙吉・杉橋やよい

業している職業がごく限られた職業に集中し
ていることを示している。
　本編の 2つの章は，著者による既出の考察
と重なる部分が多いので，以下で論評するの
は，本書で新たに提示されたものの 1つである，
第 5章の労働力調査の調査票の項（pp.167－
171）を中心とする。
　そこでは，日本の労調は，「失業者の周辺
に位置する女性の就業・非就業の状態をきめ
細かく把握できない」として，労調とともに
就業構造基本調査（以下，就調）を併用して
「〔労調における〕非労働力人口のうちの就業
希望者の一定部分に〔就調における〕無業者
のうちの就業希望者を足した統計指標を活用
する方が，意味のある指標になるのではなか
ろうか」と著者は言う（〔　〕は評者が追加し
た）。そもそも，労調における完全失業者は，
3つの条件―すなわち⑴就業希望，⑵求職
活動，⑶すぐに就くことができる―を満た
した非就業者である。著者は，この定義が非
常に狭義なことから，第一に，このうち⑴を
満たしている非就業者を不安定就業者として
カウントすることを提案している。第二に，
一定期間（従って短期）の活動状態を把握す
る労調（「労働力方式」）だけでなく，普段の
状態（従って長期）を考慮する就調（「有業
者方式」）の両方を活用した統計指標の利用
を提案している。
　しかし，ここでの課題が，労働力人口の定
義の問題なのか，調査票の設計なのか，失業
者あるいは不安定就業者の測定・分析方法の
問題なのかが，評者には判然としない。また
以下のような疑問が生じる。第一の疑問は，
先行研究との関係である。失業や不安定就業
の諸指標に関する岩井浩の先行研究（例えば
岩井（2000）「現代の失業・不安定就業の構造
的変化」岩井・福島・藤岡編著『現代の労
働・生活と統計』北海道大学図書刊行会）に
は触れていないが，「潜在的失業」など労働力
と非労働力の境界にいる層や不安定就業者を

捉えるのには，複数の指標―例えば，無業者
の就業希望者，追加就業希望者，求職意欲喪
失者や非自発的パートタイム就業者など―が
既に提案されている中で，著者が就業希望者
だけに着目することの意義が，判然としない。
第二に，確かにこの分野での労調と就調の併
用は必要不可欠だが，しかし 2つの調査結果
をどのように結び付けて，労働力と非労働力
の境界に位置する人々の可視化に向けて，計
算するのかの具体的提案はない。第三に，一
般的に共有されている認識と違うと思われる
叙述がある。その 1つは，一時的であれ不就
業の女性が非労働力人口に分類されることを
もって，労調が性別役割分業を暗黙に前提し
ているとする部分（pp.168－169）である。著
者の叙述は，論理の飛躍があるように思われ
る。この問題はそれ自体としては労働力方式
に起因するものであり，だからこそ著者が言
うように就調による補足が必要なのだと評者
は考える。もし調査票の設計自体にジェン
ダー・バイアスが潜在しているのであれば，
その点について説明が必要だろう。もう 1つ
は，「労調の完全失業者の統計指標が国際的に
みても非常に狭義に規定されている」（pp.170－
171）という箇所である。各国の統計で採用
されている失業の定義は，周知の通り，ILO

基準に準拠している。欧米では，失業の代替
指標もあるが，ILOに準拠した失業者が調
査・公表されているのが一般的な認識である。
従って，国際的にみても狭義であるという著
者の主張には，もう少し詳しい説明が必要で
あろう。
　第 6章については，第一に，性別隔離指数
に関する最近の国際的先行研究の取り上げが
不足している。第二に，日本の隔離指数の計
算結果を示すだけではなく，女性労働者の労
働条件と関連付けたより突っ込んだ分析が欲
しかった。
　以上，議論になりそうな論点を中心に本書
を紹介してきた。しかしながら，本編に収録
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された論文は，評者もジェンダーと就業構造
の問題を考える上で大いに参考にしたもので
ある。そして，そこで展開された論点は今日
でも依然として重要な意義を持っている。著
者は問題を提起するのとともにその解決の道
筋をも示した。それに基づいて，残された問
題を解決していくのが我々に与えられた課題

だろう。また，専門分野で既に一般的なこと
でも最低限の予備的な説明があるので，ジェ
ンダー統計論に精通していない人でも，女性
労働問題の核となる経済活動人口や性別隔離
と統計の問題についての理解を深めることが
できるだろう。幅広い層に本書を読んでいた
だきたい。
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はじめに
　本書は，『労働力・雇用・失業統計の国際
的展開』（梓出版社，1992年）に続く著者の
労作である。前著では，1930年代に労働力
調査方式がアメリカで形成され，それが戦後
には労働力統計の新国際基準として策定され
て，雇用・失業統計の国際的な標準化をもた
らしたことが論じられている。
　本書は大きく二つの部分から構成されてい
る。第Ⅰ部では，アメリカでの労働力調査方
式の成立以前にイギリスで形成された請求者
登録統計（求職登録統計）の歴史的経緯を考
察し，その特性を明らかにしている。そして
第Ⅱ部では，失業の代替指標と不完全就業の
概念と指標をめぐる論点と具体的適用の諸問
題について考察している。
　本書の構成は以下のようになっている。

まえがき―課題と構成―
第Ⅰ部　 請求者登録統計の生成と特性，失業

代替指標―イギリスの事例―
　第 1章　 失業救済，失業保険と請求者登録

統計の形成
　　 1　 労働組合の失業給付事業
　　 2　失業救済と失業救済関連法
　　 3　 請求者登録統計と保険労働者の諸条

件の規定―「法制的条件」の規定―
　第 2章　 失業給付と請求者登録統計  

― Jobseeker’s Allowance―
　　 1　 請求者登録統計の概要と特質
　　 2　 請求者登録統計の行政的基礎  

― JSAの基本的規定と特徴―
　　　補論 1　地域の雇用・失業指標
　第 3章　 雇用・失業統計の批判と失業代替

指標
　　 1　失業の代替指標の国際的概要
　　 2　 イギリスの雇用・失業統計の吟味と

失業代替指標
　　 3　 イギリスの本当の失業推計と失業の

代替指標論
　　　補論 2　 イギリスの社会統計  

―ラディカル統計学グループ
と共同著作―

第Ⅱ部　 現代の失業代替指標と失業・不安定
就業

　第 4章　 失業の代替指標と失業・不安定就
業

　　 1　 失業の代替指標をめぐる国際的動向
と主要論点

　　 2　 失業の代替指標と失業・不安定就業
の分析

　　　補論 3　 半就業指標とレヴィタン委員
会

　　　補論 4　 ILOの不完全就業論

【書評】（『統計学』第100号 2011年3月）

福島利夫＊

（関西大学出版部，2010年）

岩井　浩 著 
『雇用・失業指標と不安定就業の研究』

＊　 専修大学経済学部  
〒214－8580　川崎市多摩区東三田2－1－1
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　　第 5章　 現代の失業・不安定就業・「ワー
キングプア」

　　　　　　 ― 日英の失業・不安定就業の
比較に寄せて―

　　　 1　 失業・不安定就業をめぐる国際的
動向

　　　 2　 失業・不安定就業・「ワーキング
プア」の分析視角と基本構造

　　　 3　 失業・不安定就業指標の日英比較
　　　 4　 日本の失業・不安定就業の特徴と

格差

Ⅰ　本書の概要
　第Ⅰ部・第 1章では，イギリスにおける失
業救済，失業救済関係法の歴史的経緯を考察
し，請求者登録統計の原型（原基形態），そ
の基本的概念と方法を明らかにしている。
　まず，イギリスには現在，次の二つの失
業・雇用統計が存在する。第一に，業務統計
としての失業給付の失業登録統計（請求者登
録統計）である。ここでは，用語上の注意点
として，Claimant Count（CC）を「請求者登
録統計」と訳することが説明される。イギリ
スのClaimant Countは，職業紹介所での失業
給付の申請に基づく業務記録から作成されて
おり，「求職登録統計」とか「失業登録統計」
と訳されることが多いが，失業給付の非申請
者等の求職していない者も含まれるからであ
る。第二に，調査統計としての世帯を対象と
する労働力調査（Labour Force Survey：LFS）
である。
　そして，これら二つはその起源が異なって
いるが，どちらも当時の失業救済政策の一環
として生まれた特徴を持っている。第一の請
求者登録統計は，イギリス起源であり，社会
保障の取り組みが世界の先駆として行われた
イギリスで，貧困救済，労働組合の失業救済，
失業保険等の社会保障の諸施策との関係で形
成され，発展した。失業保険給付の諸条件の
規定に基づいて作り出された失業の基本的概

念（無職，求職，就業可能）が，その後も国
際的な標準として継承されている。第二の労
働力調査は，アメリカ起源であり，アメリカ
の1930年代の世界恐慌とニューディールの
失業救済・雇用政策の一環として実施された。
雇用促進局と各州・市の失業救済調査・失業
調査において，世帯を対象とした一定の調査
期間における労働力状態（就業，失業状態），
その失業状態の規定としての 3条件（無職，
求職，就業可能）が定式化され，労働力調査
の基本的概念と方法が体系化された。
　ここでは，イギリスにおける失業統計の歴
史的社会的規定性を以下のように考察してい
る。第一に，労働組合の失業給付事業による
失業統計がある。これは失業保険法成立前の
失業状態の一定の水準を表示する統計であっ
たが，労働組合自体が熟練労働者の限定され
た組織であり，失業給付を実施しているのも
比較的少数の組合であった。第二に，救貧法
と区別して，都市の労働能力者の失業の救済
が国家の責務とされた。第三に，1905年失
業労働者法，1909年職業紹介所法を経て，
1911年失業保険法が成立した。そこから生
まれたイギリスの失業統計は，失業給付に関
する政府業務の記録としての業務統計である
ので，政府の社会保障政策の変化，失業給付
の規定条件等の行政的変更にともない，失業
の規定とその範囲は，政策的に変更され，請
求者登録統計の対象反映性，連続性が問題に
されてきた。
　第2章では，イギリスの失業給付制度（JSA）
と請求者登録統計の基本的内容と方法を考察
し，請求者登録統計の特性を明らかにしてい
る。
　イギリスには，二つの失業給付制度がある。
第一に，国営の失業保険給付による拠出制給
付（JSA，資産テストなし）である。第二に，
失業者への無拠出制給付（一般財源からの失
業者への社会的扶助・所得扶助，資産テスト
あり）である。そして，イギリスの請求者登
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録統計は，失業保険が，医療保険とともに国
民保険の一環として編成されていることもあ
り，その捕捉率は高率であり，労働力統計と
請求者登録統計は比較可能な統計系列となっ
ている。
　また，地域統計としても，労働力統計と請
求者登録統計は異なる特徴を持っている。労
働力調査は標本調査なので都市別等の小地域
指標は表示できないが，請求者登録統計は小
地域の雇用・失業指標として地域の雇用政策
の重要な役割を果たしている。そして，労働
力調査が居住地ベースの失業率として利用さ
れるのに対して，請求者登録統計は従業地
ベースの失業率として利用され，速報性，経
済性，地域性に優れている。
　第 3章では，イギリスにおける雇用・失業
統計批判と失業代替指標の試算と諸論点を考
察する。
　まず，イギリスの二つの失業統計の特徴が
比較され，検討される。二つの統計数値の大
きさの格差については，失業数が減少してい
る時にその格差が拡大し，失業数が上昇して
いる時にその格差が縮小することが見られる
が，その要因は，経済が改善し，失業が減少
すると，労働市場で非活動的であった者の多
くが，積極的に求職活動を開始する点に求め
られる。また，1980年代～1990年代に，職
業安定所では請求者登録数を減らすために，
請求者を就労不能給付に変えることが奨励さ
れていたという事実も指摘される。
　さらに，イギリスの真の失業推計というこ
とが強調され，失業の代替指標論が検討され
る。失業が隠される要因としては，①失業給
付を請求しない失業者，②政府計画従事者，
③早期退職者，④長期疾病者が挙げられる。
そこから，失業の代替指標として，「より幅
広い」失業の測定尺度の必要性が求められる。
労働市場の構造的変化は，雇用，失業，非活
動の伝統的なカテゴリーによる労働力区分を
曖昧にし，労働力の参加の程度を多様化する

からである。その結果，失業・雇用統計の測
定が再検討され，①データの出所，②定義の
範囲，③失業の「解釈」が問題とされる。そ
れだけではなく，労働市場全般の情勢につい
ての指標の意義が問われ，概念的にも実用的
にも，失業の「真実の」測定尺度がひとつだ
けでは不備だと結論づけられる。
　第Ⅱ部・第 4章では，失業の代替指標の国
際的動向，日本における失業の代替指標の試
算結果，中長期の失業・不安定就業の構造的
変動を分析する。
　まず，国際的動向としては，失業の代替指
標の理論的基礎には，以下のように労働力統
計の基本的概念と方法への批判がある。①世
帯員の回答（主観的判断）に依存しており，
経済的諸条件と回答との相互関係が無視され
ている，②「労働の類型」が考慮されておらず，
就業の数量，性質にかかわらず，すべての就
業している者を含んでいる。「失業者」の概
念はある意味で残差的なものとなっている。
そこで，代替案として，労働力統計，失業率
を補足・代替する潜在的失業指標（非労働力，
就業希望，求職・非求職）と不完全就業指標
（パートタイムや転職希望者）等の失業の代
替指標が必要となる。
　次に，アメリカの労働統計局は，1976年に
「シスキン（当時の局長名）の七つの失業指標」
（U指標）を公表した。その内容は，U5―公
表失業率を補足・代替する指標として，公表
失業者（顕在的失業）の関連指標：U1―長
期間失業率，U2― 非自発的失職失業者率，
U3―世帯主失業率，U4―フルタイム失業率，
さらに不安定就業指標：U6―狭義の労働力
不完全利用率（非自発的パートタイム），非
労働力指標：U7―広義の労働力不完全利用
率（求職意欲喪失者）から構成されている。
ただし，低所得（貧困）の指標は，U指標か
ら外されている。また，1994年には新U指
標を公表した。その内容は，U3―公表失業
率を代替する指標として，U1―長期失業率，
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U2―失職失業率，U4―失業者・求職意欲
喪失者の総計率，U5―失業者・全ての「限
界接触労働者（求職意欲喪失者を含む）」の
総計率，U6―失業者・全ての限界接触労働
者・非自発的パートタイム（経済的理由の
パートタイム）の総計率から構成されている。
「限界接触労働者（marginally attached work-

er）」とは，現在働いておらず，仕事も探し
ていないが，仕事を希望し，仕事があれば就
くことができ，かつ過去（最近）に求職した
ことがある者である。
　さらに，日本では，1990年～1998年の日
本のU指標およびU指標関連指標の分析によ
れば，平成不況の深刻化により，顕在的失業
（完全失業者，非自発的失職者など）ととも
に，不安定就業，特に女性非自発的パートタ
イムの増大と求職意欲喪失者（特に女性）の
急増がみられ，失業の顕在化とともに，失業
の潜在化が同時に進んでいることがわかる。
　第 5章では，失業・不安定就業・ワーキン
グプアの構造的変化と格差の拡大を考察する。
　まず，用語上の注意点として，ここでの労
働力基準の「ワーキングプア」（求職失業の
貧困者と就業貧困者）は一般のワーキングプ
ア（就労貧困者）とは異なるので，カッコを
付けて使用している。
　次に，現在の日本で，総失業率の上昇と若
年層の失業率の増大という失業の欧米化が進
んでいるととらえ，さらに，国際的に論議さ
れているワーキングプアの政策的基礎には勤
労福祉政策があると指摘したうえで，就業構
造基本調査のミクロデータにより，日本の
「ワーキングプア」の推計を行う。その結果，
生活保護基準以下の低所得の労働力層は，
1992年から 2002年に，総計では 257万 6663

人から583万8147人と2.3倍に増大している。
　また，失業・不安定就業指標の日英比較か
らは，先進国の中では，日本の女性の潜在的
失業の高さは異常な水準であることが見いだ
される。さらに，日英の失業保険制度に格差

があり，日本では雇用保険の加入率の低さも
あり，失業保険受給実人員は完全失業者数の
2～3割を占めるにすぎないという日本の失
業安全ネットの不備が指摘される。
　以上によって，社会的格差の根底には失
業・不安定就業・「ワーキングプア」の構造
的格差があり，生活保護世帯の増大にみられ
る最低生活層（貧困層）の滞留・拡大に繋
がっていることが結論づけられる。

Ⅱ　本書の特徴と若干のコメント
　本書は，前著に続いて，著者の地道な研究
を集大成した労作である。参照されたイギリ
スの文献資料の範囲は19世紀末から21世紀
初めに渉っている。また，総務省統計局のミ
クロデータを独自に集計・分析することも多
大な労力を要するものである。
　第一に，前著と合わせて，労働力統計の国
際的基準となっている二系列の統計の社会的
歴史的形成過程が解明される。本書で取り上
げたイギリス，そして前著で取り上げたアメ
リカ，これらの国は，世界史の中で覇権国家
（パックス・ブリタニカ＆パックス・アメリ
カーナ）として影響力を行使し，いろいろな
分野で国際的な標準を作りあげてきた。
　第二に，本書ではイギリスの労働力統計の
形成過程が，政府の政策とそれに基づく法規
の成立と変更に規定されて丹念に描かれてい
るが，日本の労働力統計についても，その前
提となる政府の労働政策および社会保障政策
全般との関連での考察が重要である。日本で
は，いわゆる「日本的経営」のもとで終身雇
用制・年功賃金制・企業別組合が一体となっ
た労務管理システムが近年まで存在してきた。
それは，大企業の男性正社員をモデルとし，
転職と失業が基本的に存在しないことが大き
な枠組みとして作り出されていたために，失
業保険制度や生活保護制度も含めて社会保障
制度全体が脆弱なままに進行してきた。した
がって，いったん失業すると，賃金依存の生
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活設計が成立しなくなり，一挙に貧困生活を
送ることになる。社会保障だけではなく，教
育・住宅なども家計に責任が負わされる仕組
みになっているからである。日本では失業す
る権利が保障されていない。
　第三に，本書の主な研究対象はイギリス，
そして日本であるが，国際的な研究動向が的
確に把握されたうえで分析が行われる。アメ
リカ，さらにEU，ILO，OECDなどの国際
機関での議論が叙述される。そこから，ワー
キングプアの規定についても「働く貧困層」
という日本での狭い定義に限らず，もっと広
くとらえることなども見いだせる。統計を吟
味するときに，対象を表現する用語の定義を
検討することの重要性は，統計調査の理論的
過程から生じる「統計の信頼性」の問題とし
て，これまでも論じられてきた。「数字」に
こだわる前に，まず「言葉」にこだわるとい
うことである。一般に，外来語がカタカナ用
語として日本に導入されると，元の意味とは
まったく別のものに変化してしまうことも少
なくない。本書では，「一般の」ワーキング
プアと識別するために，カッコ付の「ワーキ
ングプア」と表示すると断ったうえで分析を
進めているが，ここでの「一般の」というの
は，日本で「一般に」通用しているという意
味である。
　第四に，失業状態をどうとらえるかについ
て，その指標を一つの総合指標で表現するの
は困難であり，指標体系として表示すること
が望ましいというのが，本書全体のテーマと
なっている。すなわち，「失業」の全体像を
求めるために，静態と動態，構造と時系列な
どの統計の比較検討が行われる。もちろん，
その根本には，本書のタイトルが示すように，
失業・不安定就業を一体としてとらえ，顕在
的失業者（求職失業者）と潜在的失業者（不
安定就業者と非労働力人口）との相互関係と
して全体像を把握することが求められる。そ
のうえで，就労貧困者（狭義のワーキングプ

ア）だけではなく，失業貧困者も含めたもの
が「ワーキングプア」（広義のワーキングプ
ア）として統一的に把握される。
　第五に，国際比較は一般にむずかしく，一
定の限界をもっている。各国の社会制度の違
いがまずあり，さらに統計制度の違いがある。
「失業」の定義そのものも国によって違って
いるが，それを度外視したうえで，失業者数
や失業率が同じ水準であったとしても，社会
保障，住宅，教育など生活保障システム全体
のあり方もまた，国によって違っている。日
本の場合には，「失業」の持つ意味は，より
深刻である。また，パートタイムの国際比較
もむずかしい。日本では，「時間」による区
別ではなく，一種の身分的な取り扱いになっ
ていて，非正規雇用を表現するものであるし，
均等待遇が実現していない。特に，女性労働
の立場からは，同一価値労働・同一賃金の実
現ということが主張されている。
　第六に，生活保護水準の低所得世帯の所得
算定がミクロデータの推計技術上から，生活
扶助のみが対象となることによって，推計結
果が過小になる側面があると断っているが，
そのギャップを調整する方法を工夫して考え
だしてほしい。
　第七に，失業・不安定就業論をマルクスの
相対的過剰人口論の現代的形態の展開として
の理解が求められる。著者はこの点について，
抑制しているようにも見えるが，上記の失
業・不安定就業の統一的把握におけるように，
実質的にはむしろ積極的に取り上げていると
評価したい。もっとも，第Ⅱ部・第4章の「表
4－6  失業・不安定就業の指標（総数・男女）」
をよく見れば，表側頭の箇所には「現代の相
対的過剰人口の推移（総数，男女別）」と記
入されている。また，前著の序章の「表序 1

－8  失業・不安定就業の統計指標」でも，
同様に表側の箇所に「不安定雇用・失業率（相
対的過剰人口率）A/B」と表現されている。
これらからは，相対的過剰人口論の現代的形
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態として総括しているように思える。
　最後に，本書での失業・不安定就業の全体
像の把握や「ワーキングプア」の構造分析は
現実の政策提言にも大いに活かすことができ
るであろうが，これはむしろ本書の読者に課

せられた課題として受け取りたい。
　追記：本稿は，経済統計学会・関西支部
2010年度12月例会・12月18日㈯（於：関西
大学）で報告した内容に加筆したものである。
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　2010年度には，第10回中国・日本統計シ
ンポジウム（中国四川省成都，2010年10月）
及び第 8回日本・中国経済統計国際会議（島
根県立大学，2010年11月）という 2つもの
統計学関連の日中国際学会が開催された。そ
のうち，執筆者が参加した第8回日本・中国
経済統計国際会議に関する報告を本稿ではお
こないたい。

1 ． はじめに―これまでの日本・中国経済
統計国際会議の経緯

　11月27～28日の日程で，第 8回日本・中
国経済統計学国際会議が，島根県浜田市の島
根県立大学にて盛況に開催された。国際会議
の実行委員長を関西支部の張忠任会員（島根
県立大学）におつとめいただいた。前回は，
中国西安市において，第 7回国際会議を陝西
省統計局・中国工業統計学会・中国国民計算
核算研究会など中国側が国際会議の主催者と
なって開催していただいた。そして今回は慣
例に従って，日本側主催で日本・中国経済統
計国際会議が開催されたものである。
　同国際会議は，経済統計学会が中国側パー
トナー（中国工業統計学会）と協力して，2

年毎に開催してきたもので，今回で 8回目を
数えることとなった。参考までにこれまでの
会議を紹介しておくと，1995年の第 1回会
議（首都経済貿易大学，北京），1997年の第

2回会議（関西大学），1999年の第 3回会議
（嘉興，上海近郊），2001年の第 4回会議（法
政大学），2004年の第5回会議（桂林，広西
省），2006年第 6回会議（名古屋商科大学），
2008年第 7回会議（西安，陝西省）となる。

2 ．第 8回国際会議の概要
　今回は，計10セッションが立てられ，報
告・報告者数としては，日中双方併せて計
27報告，31人の報告者が集まった。このうち，
中国側からの報告・報告者は11報告・12人
であった。二日目11月28日の午後の最終セッ
ションとして，Harry Xu Wu教授の報告を独
立した特別セッションのかたちでおこない，
これにより二日間の国際会議が締めくくられ
た。その他のセッションとしては，
11月27日（一日目）：
　  「数理統計学とその応用A」「数理統計学と
その応用B」「産業連関分析の新展開」「現
代日中経済の数量分析A」「現代日中経済
の数量分析B」

11月28日（二日目）：
　 「現代日中経済の数量分析C」「現代日中経
済の数量分析D」「中国数量経済史」「現代
日中経済の数量分析E」
がたてられた。総じて報告数が多く，基本的
に二セッション並行開催体制をとらざるを得
なかった。
　二日間の本会議の後は，石見銀山を目的地
とするエクスカーションがおこなわれ，中国
側参加者のほぼ全員と日本側参加者の多数名

【海外統計事情】（『統計学』第100号 2011年3月）

第 8回日本・中国経済統計学国際会議
（島根県立大学）

矢野　剛＊

＊　 京都大学大学院経済学研究科 
〒606－8501　京都市左京区吉田本町
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がエクスカーションを楽しんだ。

3 ．研究報告の様子と幾つかの紹介
　まず，研究交流をおこなう対象である中国
側参加者の研究報告を紹介してみたい。
　中国側の研究報告の一つの特徴は，ある社
会・経済的状況を計測するための指数作成を
テーマにしたものが多いことであった。例え
ば，紀宏（首都経済貿易大学）・阮敬（首都
経済貿易大学）“Research on Consumer’s Con-

fidence Index Measurement and Prospect in 

view of Experience Among the four Regions 

across the Strait in China”，向書堅（中南財経
政法大学）“循環経済の視角から見る県の経
済成長評価指標体系について”，金勇進（中
国人民大学）“National Residential Satisfaction 

Survey― A Case Study”，といった報告がそ
の例として挙げられる。指数作成の手続きと
その統計学的・経済学的基礎付けが報告され，
その基礎付けの妥当性や現実への適用可能性
が議論された。
　今回の中国側の研究報告のもう一つの特徴
として，若手を中心として数理統計学分野の
報告が増加したことが挙げられる。これを中
国側代表者は「中国では社会統計学と数理統
計学の融合がすすんでいる」と紹介していた。
ただ執筆者のみるところでは，社会統計学と
の融合というよりも普通の数理統計学の研究
報告とみるべきものが多数あったように思う。
　Harry Xu Wu教授特別報告セッションでは，
中国長期GDP統計推計とその成長会計分析
を，中国国家統計局推計の持つバイアスを修
正する独自推計というかたちでなされた成果
が報告された。そのアプローチは「データ
ファンダメンタリスト」としてデータ自体に
密着するものであり，強い分析枠組みを用い
なくとも統計それ自体にこだわることによる
貢献が可能であることが示唆されたとも言え
る。
　また，これは日中双方に言えることだが，

これも若手を中心として英語による報告が増
加した。日本・中国経済統計国際会議では日
本語―中国語通訳方式（自己通訳も有り）
も認められており，この方式を選択する報告
者も少なくないが，かつてに比べて英語報告
が圧倒的に増えたことも事実である。通訳方
式では 2言語で同様の内容を繰り返し話すた
め，報告時間が事実上 1 /2になるが，英語報
告なら報告時間をフルに使えるというのもそ
の理由の一つであろう。
　日本側報告者からは，日中経済に関する数
量的実証分析が多く報告された。大学院生の
貢献も大きく，李麗（広島修道大学・院生）
“中国医薬品産業へのFDIによる技術スピ
ルーオーバー効果の実証分析” 等がその代表
であるが，なかでも劉洋（京都大学・院生）
“An Econometric Model of Inner－city Dual La-

bor Market of China” はその堅固な分析技術
的基礎において目を引くものがあった。
　中国を対象とした数量経済史のセッション
が設定されたことも特徴の一つであった。そ
こでは，例えば査娜（京都大学・院生）“20

世紀前半期における中国羊毛輸出の実態―貿
易統計による経済史的観察” は，新しいデー
タを整理・利用することにより，戦前におけ
る中国羊毛輸出の実態の解明を通じて先行研
究の認識に変更を迫る貢献をおこなったもの
であった。

4 ． 今後の日本・中国経済統計国際会議に
ついて

　これまで，この日本・中国経済統計国際会
議に加えて中国・日本統計シンポジウムが並
行して開催されてきたことが，国際会議の重
複として大きな問題であった。次回からはこ
の問題を解決するために，独立した日本・中
国経済統計国際会議自体は解消させ，中国・
日本統計シンポジウムのなかの大きな経済統
計学セッションとしての位置づけを得ること
によって，これまでの交流を実質的に継続さ
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せることが，日中双方の運営代表者による協
議の結果決定された。また，これにより，日
本・中国経済統計国際会議内で増加してきた
中国側の数理統計学分野の研究報告に適切な
報告場所を提供することも可能になるだろう。

　従って，次回の日中間の経済統計学に関す
る国際会議は，次回の第11回中国・日本統
計シンポジウム（2013年・大阪）で開催さ
れることになる。その際は，経済統計学会会
員からの多くの参加者・報告者を期待したい。
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１． 法政大学日本統計研究所「有田文庫」の
成立経緯

　本学会々員であった有田正三氏が亡くなら
れたのは 2004年 1 月である。その直後に，
滋賀大学経済学部有田ゼミナール出身者で当
時は経済統計学会々員であった川田基生氏よ
り，当方に故有田会員（以下，有田と略称）
の残された蔵書の処分に関しての相談があっ
た。しかし，これには有田ゼミ出身の研究者
のどなたかが当たるのが筋と思われ，その時
は話をお断りした。だが，有田ゼミ出身者の
間での調整が不首尾に終ったとのことで，再
度の要請があり，結局その仕事を引き受ける
ことになった。また，この仕事では文献資料
に詳しい上藤一郎会員の協力を得ることに
なった。
　2004年 5月 3日（月），長岡京市天神にあ
る有田宅を訪問し，令弟・有田良雄と甥御・
渡辺和樹両氏の立会いの下，有田と昵懇の関
係にあった足利末男会員の御同席を願い，川
田・上藤・長屋，この 4名で蔵書の見聞を行
なった。一見して，その分量の多さもさるこ
とながら，その内容の豊富さにも圧倒された。
ジュースミルヒ『神の秩序』（第 4版），ケト
レーの『社会体制論』や『社会物理学』（『人
間に就いて』第 2版）の稀購本に始まり，マ
イヤーの『社会生活における合法則性』や『統
計学と社会理論』（全 3巻）に代表される19

－20世紀前半のドイツ社会統計学の大量の
原書，またわが国で発刊された戦前・戦後の

統計学書が網羅されており，蔵書を時系列的
に整理・要覧すれば統計学の歴史的発展が一
望できるほどの内容と数量を擁した蔵書で
あった。蔵書をどこかの研究機関に一括移管
し，その後，研究者の利用に供する形に整理
すること，これは後に続くわれわれの義務で
はないかと考えられた。こうして移管先探し
が始まった。
　移管先で真っ先に考えられた処は，有田が
生前その整理に尽力された「蜷川統計学文庫」
の収まっている京都府立総合資料館（これは
蜷川虎三の京都府知事時代に設立されたも
の）である。蜷川文庫と並んでその蔵書が開
架されることは，有田の最も喜ばれることと
考えられたからである。しかし，資料館の方
からは，2001年に地場関連の資料収集に方
向転換した後なので，そういった学術文献の
収納は不可能という返事が返ってきた。次に，
近隣圏の大学に当たってみたが，分量の圧倒
さとドイツ語文献の多いことに尻込みされ，
不成功に終った。そこで，ここは一番，やは
り正攻法で行くしかないと考え，法政大学の
日本統計研究所にお願いしてみようというこ
とになった。ここには故上杉正一郎会員の蔵
書が収められており，また隣接の大原社会問
題研究所には高野岩三郎文庫もあり，そうし
た伝統にあって有田蔵書の意義を最も良く理
解してくれる処と判断したからである。
　6月末に法政大学の伊藤陽一会員に資料を
送り趣旨を説明し，蔵書引き取りの可能性に
ついての検討をお願いした。この依頼を前向
きに受け取っていただき，7月下旬に，伊藤
会員より財務担当理事の諒解を取りつけるこ

【資料】

「有田文庫」について
長屋政勝＊

＊　京都大学名誉教授
〒610－1103　京都市西京区御陵峰ヶ堂町1丁目12－4
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とができ，有田蔵書引き受け諒との連絡が
あった。これでようやく有田蔵書の落ち着き
先が決まった。結果的には，有田蔵書の所蔵
場所として，他にない適所を得たというべき
であろう。
　約 1ヶ月後の 8月22日（日），ダンボール
詰作業を行ない，和書約2,500冊，洋書約1,500

冊の計約4,000冊を約200箱に詰め込み，翌日，
日本統計研究所に向けて発送し，24日（火）
午後，無事到着した。その後，ダンボールが
開けられ，法政大学・多摩図書館地下 3階に
ある日本統計研究所や大原社会問題研究所の
文献資料の収まっている場所の一劃を取って，
そこの電動式の大規模書架に順次並べられて
ゆくようになる。そして，女性職員の尽力で
その整理作業が続けられることになった。各
冊ごとに「有田文庫」の判が押され，整理済
み分は有田文庫目録に入力され登録されてゆ
く。現時点では，和・洋書共々の戦前分はほ
ぼ全部，戦後分は一部が整理終了という状況
である。これら整理済み分はすべて，有田文
庫本としてコンピュータ入力され，日本統計
研究所のホームページを開けば，それを一覧
できる形になっている。
　有田蔵書の最大特徴は統計学関係の洋書が
豊富なことにある。それは大きく，1）1870

年以前の古典，2）ドイツ社会統計学，3）フ
ランクフルト学派統計学，4）ドイツ圏での

確率論と数理統計学，5）英米派数理統計学・
確率論，6）その他，に分類できよう。その
一端を示すべく，19世紀末までに刊行され
たものの中から，めぼしい書名を挙げてみる
と以下のようになる。

J.P. Süssmilch, Die göttliche Ordnung in den 

Veränderungen des Menschlichen Ge-

schlechts, aus der Geburt, dem Tode und der 

Fortpflanzung desselben erwiesen, 3 Bde, 4. 

Aufl, 1775.

J. Zizius, Theoretische Vorbereitung und Einlei-

tung zur Statistik, 1810.

A. Quetelet, Ueber den Menschen und die Ent-

wicklung seiner Fähigkeit, oder Versuch ein-

er Physik der Gesellschaft, 1838.（『人間に
就いて』1835年，のリーケによる独訳）

A. Quetelet, Du système social et des lois qui le 

régissent, 1848.

A. Quetelet, Physique sociale ou essai sur le 

devéloppement des facultés de l’ homme, 2 

tome, 1869.（および，その独訳 Soziale 

Physik, 2 Bde, 1914/1921も所在）
J.G. Hoffman, Sammlung kleiner Schriften : sta-

atswissenschaftlichen Inhalts, 1843.

C. Knies, Die Statistik als selbständige Wissen-

schaft, 1850.

L. Stein, System der Statistik, der Populationis-

有田文庫書架（洋書1945年以前） 有田文庫書架（部分）
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tik und der Volkswirtschaftslehre, 1852.

E.A. Jonák, Theorie der Statistik in Grundzü-

gen, 1856.

J.E. Wappäus, Allgemeine Bevölkerungsstatis-

tik, 2 Bde, 1859.

C.W. Dieterici, Handbuch der Statistik des pre-

ussischen Staats, 1861.

E. Engel, Internationale Statistische Congess in 

Berlin, 1863.

M.W. Drobisch, Neue Darstellung der Logik 

nach ihren einfachsten Verhältnissen, 1863.

M.W. Drobisch, Moralische Statistik und die 

Menschliche Willensfreiheit, 1867.

G.F. Knapp, Ueber die Ermittelung der Ster-

blichkeit aus den Aufzeichnungen der Bev-

ölkerungs－statistik, 1868.

G. Zeuner, Abhandlungen aus mathematischen 

Statistik, 1869.

M. Haushofer, Lehr－ und Handbuch der Statis-

tik, 1872.

G.F. Knapp, Theorie des Bevölkerungs－Weck-

sels, 1874.

G. Rümelin, Reden und Aufsätze, 3 Folge, 1875－
1894.

W. Lexis, Einleitung in die Theorie der Bev-

ölkerungsstatistik, 1875.

G.v. Mayr, Die Gesetzmässigkeit im Gesell-

schaftleben, 1877.

G.v. Mayr, Statistik und Gesellschaftslehre, Bd. 

1, Theoretische Statistik, 1895, 2. Aufl., 1914.

G.v. Mayr, Statistik und Gesellschaftslehre, Bd. 

2, Bevölkerungsstatitik, 1897, 2. Aufl., 1926.

E. Morpurgo, Die Statistik und die Socialwis-

senschaft, 1877.（伊語からの独訳）
M.F. Le Play, La réform sociale en France, 4 

tome, 1878.

M. Block, Handbuch der Statistik, Deut. Ausg., 

1879.

J.E. Wappäus, Einleitung in das Studium der 

Statistik, 1881.

A.v. Oettingen, Die Moralstatistik in ihrer Be-

deutung für eine Socialethik, 3. Aufl., 1882.

V. John, Geschichte der Statistik, 1884.

K. Bücher, Die Bevölkerung von Frankfurt am 

Main im 14. und 15. Jahrhundert, 1886.

A. Meitzen, Geschichte, Theorie und Technik 

der Statistik, 1886, 2. Aufl., 1903.（英訳も所
在）

J. Venn, The Logic of Chance, 1888.

E. Mischler, Allgemeine Grundlagen der Ver-

waltungs－statistik, 1892.

N. Reichesberg, Die Statistik und die Gesell-

schaftswissenschaft, 1893.

Geschichte und Einrichtung amtlichen Statistik 

im Königreich Bayern, 1895.

G.T. Fechner, Kollektivmasslehre, 1897.

T. Kistiakowski, Gesellschaft und Einzelwesen, 

1899.

　以上が「有田文庫」が法政大学日本統計研
究所に設立されることになった経緯である。
会員諸氏において，多摩キャンパスを訪れた
際には，是非一度，森博美会員にお願いして
有田文庫を実際に見聞する機会をもっていた
だければと思っているところである。

２．蜷川虎三・内海庫一郎・有田正三
　有田はその主著『社会統計学研究―ドイ
ツ社会統計学分析― 』（1963年）にみられ
るように，わが国の統計学に伝統的なドイツ
社会統計学に関する研究を継承し，それを独
自の角度から深化・発展させた論者であった。
有田文庫の意義を理解する上で，有田がいか
なる角度からこのドイツ社会統計学の研鑽を
積んできたのか，この点ついて若干の説明が
要ると思われる。その前に，有田自身がどの
ような経歴を辿って統計学研究に行き着いた
のかをみてみる必要がある（これについては
足利会員による『統計学』第86号にある履
歴紹介を参照のこと）。その際，有田の研究
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を最も深く理解していたと思われる故内海庫
一郎会員（以下，内海と略称）との関係にも
触れなくてはならない。
　有田は 1914（大 3）年 11月 15日の生まれ。
京都府立二中，第六高等学校文科甲類を経て，
1934（昭 9）年，京都大学経済学部入学。35－
36（昭10－11）年に渡り蜷川ゼミナールに参
加する。37（昭12）年，京大卒業。ひき続き
大学院にて蜷川の下で経済統計論の研究に従
事。当時の蜷川研究室には前田勇太郎・岡部
利良・高岡周夫・馬場吉行・岡本愛冶・尾上
忠雄・内海庫一郎らの統計学と会計学の研究
を志す者が多く参集していた。
　1940（昭 15）年，助手就任。これは，恐ら
く前年の蜷川の教授昇任と共に実現したこと
であったろう。同年にはいち早く故大橋隆憲
会員も助手に採用されている。「暗い谷間」
といわれるこの時期，論理学派統計学や後期
社会統計学を軸にしたドイツ統計学史研究に
沈潜していたと思われる。45（昭20）年，経
済学部講師を嘱託される。蜷川の後継者に目
されていたと察せられる。
　1946（昭21）年，敗戦を契機にした蜷川学
部長の発議の下での経済学部教官の総退陣が
あり，辞表提出。同年 9月，静田均新学部長
の下での学部再建案には同意できずとして辞
表撤回要請に応ぜず，後に白杉庄一郎・杉原
四郎・河野  稔らと共に京都大学を解嘱とな
る。その後，いくつかの学校（大阪外事専門
学校，同志社大学，成安女子専門学校）の非
常勤講師を務める。
　1947（昭22）年，彦根経済専門学校教授に
就任。しかし，肺結核に陥り長い闘病生活に
入る。49（昭24）年，滋賀大学経済学部助教授。
だが，病気のため校務に就くことはできな
かったようである。52（昭27）年，病気治癒，
教壇に復帰する。53（昭28）年，中断されて
いたドイツ社会統計学の研究を再開。この頃，
関西の同学者と共に蜷川統計学を継承・発展
させる目的の下で統計学研究会の発足に尽力

する。これが後の「経済統計研究会」，さら
に今日の「経済統計学会」関西支部の礎とな
るものとされる。
　1959（昭34）年，滋賀大学教授。63（昭38）年，
京大より経済学博士を授く。その後，滋賀大
学評議員や経済学部長を務める。71（昭46）年，
学術会議会員（第 3部，経済学）候補となる
も落選する。80（昭55）年，滋賀大学定年退官，
名誉教授。
　1981（昭56）年，神戸女子大学教授（85年
まで）。83（昭58）年，大阪経済法科大学客員
教授（95年まで）。87（昭62）年，叙勲（勲三
等旭日中授章）。2004（平16）年 1月28日（水）
午後 7時 5分，胆管癌のため自宅近くの済生
会京都府病院にて死去，享年89歳。正四位
を贈らる。4月 10日（土），同窓会・有田会
の主催で「お別れの会」が長岡京市の市民ホー
ルで開催される。
　以上が有田の京大入学後の略歴であるが，
その中で蜷川虎三を挟んだ内海・有田，この
3者の関係に注目しなければならない。ゼミ
ナール時代とさらに卒業後の数年間に渡り内
海と有田は共に蜷川の指導を受けている。有
田は1912（明45）年生まれの内海より 2歳下で，
ゼミでは 1期後輩であるが，先輩後輩の壁が
なく実に親密な関係にあった。当時（1932－
39年頃まで）は，蜷川にとっては冷飯を喰
わせられていた不遇時期であり，学位論文が
棚上げされたままなかなか通らず，万年助教
授と揶揄され，またマルクス経済学に依拠す
る少数派として孤立していたとされる。助教
授のために助手をもつこともできなかった。
内海は無給副手，有田は大学院生として経済
的精神的に苦しい中を共に机を並べて過ごし
たという。蜷川を取りまく状況が最も厳し
かったこうした時期に，一緒に勉強したとい
う強い共感があり，それが両人のその後の深
い親交の母胎になっていたと思われる。蜷川
の指示で，内海は経済指数論，有田の方は後
期ドイツ社会統計学の統計方法論を研究テー
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マにしたと聞く。
　1938（昭13）年，不本意ながらも蜷川の命
で内海は満州建国大学に赴任することになり，
京都から新京へ渡る。その折，「内海を知っ
ている者が10人いると，7人まで内海を悪
くいう。ところが 3人が内海をかばうのだ。
今後も 7対 3でやれ」とは有田の歓送辞であ
り，それがその後の強い支えになったという。
これは内海自身の『波乱の昭和私史』に記さ
れているところである。
　内海は有田のその実に正確無比なドイツ社
会統計学研究に一貫して尊敬の念をもってい
た。「蜷川統計学の正統的後継者」とは有田
に対する内海の評価である。有田の上述著作
に高い評価を与えた内海の書評「後期社会統
計学への通路―有田正三『社会統計学研究』
をめぐって―」（『統計学』第13号）は，そ
のような有田の研究への敬意の表われでもあ
る。他方で，有田は内海の行動力や実践活動
の経験，社会・歴史問題に関する博識，そし
てマルクス主義に対する造詣の深さ，こうし
たものに「すごいひと」との憧憬を抱いてい
たようである。両人は互いにそれぞれ自分に
ないものを認め合い，その個性と実績を尊重
し合っていた。二人はまさに肝胆相照らす仲
といえた。上記の内海の長文の書評に対して，
有田の方は「私はいまもこの書評を先輩が私
のために建ててくれた記念碑として感謝して
いる」と応えている。戦後もかなりして，内
海は病気の癒えた有田を自身の勤務していた
北大に来ないかと熱心に勧めたとの由。しか
し，事情がありそれは実現しなかったという。
これが実現していれば，実にユニークなコン
ビが札幌に出現していたと思われるのだが，
いかがであろうか。関西に来た折りなど，内
海は有田宅を再三訪問し，情報を交換し親交
を暖めていた。
　両人とも蜷川に深く傾倒していた。もっと
も，内海の方は理論と言動の両面から蜷川批
判を公けにすることで，その想入れをいささ

かカモフラージュしていたようではある。蜷
川へのその気持ちはいく分屈折していたよう
に感じられたが，晩年には産業統計研究社内
に「蜷川統計学研究所」を設けるなどして，
やはり蜷川からの学恩を終生意識していたと
思われる。他方，有田の場合には，蜷川に対
する敬愛がストレートに出ていたようにみう
けられる。それは雑誌『経済』（1979年 1月号）
誌上での蜷川との対話時の有田の生々とした
語り口，『経済』（1981年 6月号）への追悼
論文「蜷川先生と統計学」の寄稿，また細野
武男・吉村康著『蜷川虎三の生涯』（三省堂，
1982年）刊行での助力，京都府立総合資料
館での「蜷川統計学文庫」整理作業と『蜷川
統計学文庫目録』公刊，さらに「蜷川虎三先
生著作目録」（宮内幸子編）作成での協力，
こうした中に垣間みることができる。ある時，
阪急電車で有田に偶会したことがあるが，上
記の文庫目録作成作業の帰途中とかで，その
仕事を楽しそうに語っていた。また，著作目
録の件では，京大医学部内科教室発刊の雑誌
に載った蜷川論文の探索依頼があり，それを
探し出しそのコピーを送ったところ，非常に
喜ばれたこともある。そのような異質な雑誌
に蜷川論文があったとは有田にとっても驚き
であったようだ。

３．ドイツ社会統計学と有田理論
　わが国への統計学の導入は幕末から明治期
前半の近代化と西欧思想吸収の一環として行
なわれている。1870年代後半から杉亨二や
呉文聡らによってドイツの社会統計が紹介さ
れ始める。その後，明治期後半のアカデミー
制度の確立と共に，わが国におけるドイツ社
会統計学の積極的摂取が開始する。明治末期
にはアカデミーでの統計学講座を任された者
たち（高野岩三郎や財部静冶など）がドイツ
に留学し，ミュンヘン大学のマイヤーの下で
直接に社会統計学を修得して帰国している。
明治政府による国家体制整備作業において，
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そのイデオロギーおよび社会理論としてドイ
ツ国家科学と社会統計学が必要とされたから
に他ならない。
　高野や財部を第 1期とすれば，それに続く
岡崎文規，蜷川虎三，有沢広巳，郡菊之助，
杉  栄らは第 2期の統計学者層といるが，そ
れらもやはりドイツ社会統計学に拠るべき理
論的基礎を求めている。そうした中にあって，
理論的に傑出していたのが蜷川であった。
1930年代中頃までに提示された蜷川統計理
論は，官庁統計業務を追認してその行程をた
だ整理記述する，あるいはドイツの統計理論
を概括するだけに終らない。必ずしも明確な
方法論的基準をもたないまま積み重ねられて
きた内外の統計作成・利用に関する理論的研
究の中から，社会統計の対象とその研究方法
の特質究明に当たり，統計利用者という観点
から，統計調査と統計解析を構成する要因を
析出し，それらの意味と関連を対象認識の方
法過程の中で理論化する。それは，統計業務・
研究とそれが対象にする社会的集団（＝大量）
に関する認識の展開を理論的抽象にかけるこ
とであり，結果として統計学をして社会科学
的方法論とすることである。ドイツ社会統計
学にあっていまだマイヤー理論が影響力を残
していた1920－30年代に，かかる統計学＝
社会科学方法論説を提示したところに蜷川理
論の特徴がある。
　19世紀末に，社会現象全体に関する精密
社会理論として確立したドイツ社会統計学で
あるが，こうした社会統計学（＝実質社会理
論としての統計学，実体科学としての統計学）
は第一次世界大戦後にはかつての権威を少し
ずつ喪失してゆく。個別社会科学での実証研
究の展開は総合的社会理論としての統計学の
独走をいつまでも許してはおかない。統計学
のレゾンデートルを求めてドイツ社会統計学
は新たな方向を模索する。ここから，後にフ
ランクフルト学派とよばれる学派が形成され
る。その派は台頭してきた数理統計学と距離

をおき，それをストカスティークとして批判
しつつも，その手法を部分的に摂取しながら，
社会科学的に意味のある統計獲得・利用のあ
り方＝方法論を探求する。フラスケンパーが
その代表的論者である。統計学を社会科学的
観点に立った研究方法論と規定する点で蜷川
理論とフラスケンパー理論には類似性があり，
また蜷川にはフラスケンパーの集団論に関す
る論稿もある。しかし，その拠って立つ基盤
には，前者には唯物論的反映論，後者には新
カント派の認識論という大きな違いがある。
蜷川自身がマイヤー段階の統計学が権威を喪
失してゆくこの過程をどの程度意識し，新た
な動向をどのように感じ取っていたかは不明
である。しかし，そうした中で，蜷川は内海
に対して「ハーバラーとフラスケンパーの指
数論」，また有田には，「ドイツ社会統計学に
おけるジージェックの地位」を研究テーマに
与えたという。
　この有田の研究は，マイヤーの統計理論を
ドイツ社会統計学の前期段階を代表する理論
としてとり挙げ，その実体科学としての統計
学が第一次世界大戦後にいかにして形式科学
としての統計学（＝方法科学としての統計学）
へ転換せざるをえなかったか，その歴史的，
またとくに理論的必然性を解明しようとした
ものである。この転換を媒介する理論として
とり挙げられたのがジージエックの統計理論
であった。また，転換後の統計学＝形式科学
説の理論的完成形態をフラスケンパーの理論
にみている。この両者の統計理論に特徴的な
認識構造と方法論理を解明し，社会統計学の
実体科学説から形式科学説への転換を究明し
ようとしたのが有田理論である。
　有田の研究の特色は，課題としての上記の
理論分析に際して，それら理論の特質を方法
論理と認識論の次元にまで遡って徹底解明し
ようとした点にあろう。さらに注目したい点
は，ジージェック研究と併行して，有田はド
イツ社会統計学の正統派には属さない理論系
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統を追求していることである。それらは現象
学的観点に依拠して統計作成・利用に現われ
る諸概念・手法の総体に関する形式論理学的
整理を試みたティッシャー理論，また統計的
認識の方法論理の究明に当ったリューメリ
ン・ジグワルト・ヴントらの論理学派あるい
は認識論派とよばれた理論，さらに新カント
派認識論に立って統計的認識の究明や批判を
提示したチュプロフ・ヴァッサーマン・キス
ティアコフスキー・ヴォルフらの理論である。
実質科学説ではなく，形式科学説ないしは方
法科学説を提示する論者の見解にいち早く注
目し，それらの検討を通じて社会統計的認識
の独自性をどこに求めるべきかを模索してい
る。これら論者の主張にも注目しつつ，第一
次世界大戦後に現われた統計学の転換過程の
必然性を，ジージェックとフラスケンパーの
理論にみられた概念構成と方法行程を分析す
ることで解明しようするのである。
　有田はまずジージェック理論について，そ
れが実体科学説の残滓（統計結果学）を含み
ながらも，内実は一般的統計方法論の構成を
軸にした形式科学の構築を志向したもので
あったとみる。集団論・調査論・比較論（利用
論）・大数法論，等々を論題にした統計方法の
論理的特質の解明を通じて，統計調査と統計
利用の構成と行程を成立させる契機（理論的
結節点としての基本概念）が析出され関連づ
けられる。統計方法は統計数獲得を目標にし，
統計数への各方面（科学，立法・行政，経営）
からの要請に臨機適確に対応できる合理的で
整合的な手続操作＝技術＝機械的装置として
描き出される。しかし，その理論にあっては，
結局は「機械学」としての統計調査論であり
統計比較論であり，社会科学の方法論として
は有効な成果を保証するものではなかった。
その原因は，ジージェックの採る認識論的立
場が，方法を対象から汲み上げるのものでは
なく，統計方法を認識的要請（＝外延的完全
性の網羅）からする目標に服従せしめ，この

目標達成に機能的に順応する手続・操作とし
て捉えたことにあったとする。これは客体
（対象）に対する「方法の優位」という転倒
した視角からの結果であり，また客体の内容
的契機から遊離した形での方法の機能的操作
化と機械的手続化であり，つまりは「方法の
萎縮」であったと批判する。併せて，ジー
ジェックの下では統計的集団を分解した先に
大数法則の働く同質的集団の成立があるとさ
れ，これが統計数の獲得・解釈に際してのひ
とつの方法基準ともなっていた。この意味で
確率論にもとづく数理統計学＝ストカス
ティークとも融合的な統計方法論であったと
される。
　次に，実体的側面を払拭し形式科学化を完
遂したとされるフラスケンパー理論がとり挙
げられ，そこに内在する独特の認識論的枠組
みが究明されている。フラスケンパーの下で，
社会現象を意味連関の中で把握（＝記述）す
るべく，そのための一方法として統計方法
（調査論と利用論）が構想された。その方法
論構成の基本的原理として「認識目標の二元
論」，および「事論理と数論理の平行論」が
掲げられている。前者は新カント派認識論に
拠って，社会現象における法則的認識を越え
た記述的認識の優位性を唱えるものであり，
後者は数量化には対象の実体的状態に関する
論理的意味づけ（実体概念化）が併行しなけ
ればならないことを要請するものである。こ
れらはともにストカスティークとは別次元の
社会科学的領域で有効な統計的認識を志向し
た統計方法論構築を保証するはずであった。
しかし，フラスケンパーは数理を統計的認識
の本性とし，調査論では計数・計測を前提に
した統計的集団の機能概念化（＝認識内在化）
が顕著であり，またその利用論を支えるもの
は数理的方法の広範な受容であった。本来，
社会統計学では確率論は極めて限られた領域
でしか有効性をもちえない。しかし，数理的
方法から確率論的性格を払拭させ，事論理の
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裏づけを経た後，一連の解析手法（代表値・
比率，また相関・時系列など）に集団現象に
関する記述的機能をもたせることが可能とす
る。ジージェック段階の統計比較を越えて，
そこには確率論的図式から解放された一連の
数理統計方法の受容＝摂取を内容とする統計
利用論が構想されている。数理を主体とする
調査論，数理的方法の可能な限りでの利用を
容れた利用論，これをもって社会統計方法論
を構成しようとするのがフラスケンパー理論
であった。
　以上を通じて，後期ドイツ社会統計学が冷
徹な論理的分析にかけられ，この学派の統計
的認識の理論構造が解剖され，内在する理論
的弱点が摘出されている。有田によれば，本
来，社会統計は社会構成体（対象としての客
体＝資本主義経済体制）の量的把握を目指す
べきである。しかし，それは質的構造的認識
との有機的関連においてなされるべきもので
あり，量的把握様式が外から与えられたり，
それだけで自立することがあってはならない。
ところが，ドイツ社会統計学は，とくにその
後期段階に入って，この客体認識を社会構成
体の一側面たる類（＝社会的集団）の把握，
さらに類から抽象された人為的構成物＝統計
的集団の量的認識に制約してしまった。それ
は社会構成体にある統計方法に調和する部分
だけから統計的集団を構成することであり
（逆に調和しない要素を取り残すことでもあ
る），統計方法を類の数量獲得という目標に
従属する単なる手続様式として捉えることで
もある。しかもその目標自体が客体のどのよ
うな実質的契機と結びついたものかの検討を
等閑視した。対象から方法を組み立てる姿勢
はなく，統計調査・利用という方法を外的に
設定し，その枠内でしか対象をくみ上げえな
かった。対象たる社会構成体の質量両面から
する構造的把握との関係を希薄にし，同種個
別事例の併存たる統計的集団の量認識だけに
関わる方法が一人歩きをした結果，社会科学

的認識と統計的認識の間隙は埋められるどこ
ろか逆に拡まり，従い，有田のいう「社会統
計的認識における客体（社会構成体）と方法
（統計方法）の矛盾」も止揚されることはつ
いになかった。要するに，後期ドイツ社会統
計学は社会構成体の数量的認識という本来の
方向から外れ，その一契機にすぎない類の量
的把握（計数・計量，その結果の類的分類，
そして計算）として自己完結化の途を歩み，
その枠の中では理論的完成度を高めながらも，
実はこのことは逆に，社会科学的統計学とし
ては退歩の方向を歩むものでしかなかった。
すでにリューメリン・マイヤー段階の統計学
にこの間隙がみられたが，とくに後期ドイツ
社会統計学においてそれが拡大する。それは
社会構成体の総体的構造的把握における量的
側面からの接近という方向からみて理論的後
退でしかない。統計的認識を社会科学的認識
にとっての不可欠の一契機として基礎づける，
こうした本来の課題は解決されないままに残
された。ドイツ社会統計学は社会的構成体の
客観的必然的認識を量的側面から支えること，
その中に「真の意味」における統計方法論構
築を志向させるべきではあったが，しかし現
実にはこの方向からは逸脱し，結果的には不
可知論的様相を帯びることになった。この矛
盾した過程の追及が有田の一貫した研究モ
チーフであった。
　フランクフルト学派も昨今のドイツ統計学
の流れの中で，以前のような個性を発揮でき
ていないようである。ブリントは確率論的図
式に拠らない統計的推論を模索し，また
1970年代にはグローマンがポパーの反証主
義に依拠した利用論を組み入れた統計方法論
の構築を試みてはいる。しかしながら，これ
らが先の課題の真の解決に通じるものかどう
か。疑問とされるところである。有田はその
ような事態をどのように評価していたのだろ
うか。
　最後に，有田が晩年に志していたのは統計
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法則論の研究であったと推察される。すなわ
ち，有田は内海追悼文の中で，「ドイツ社会
統計学における統計法則論の展開」こそが最
後に取り組まなければならない課題であると
し，かつて蜷川にその研究を申し出たところ，
「泥沼に入るぞ」といわれ躊躇せざるをえな
かったが，いまやその宿題を果たす時期がき
た，このように書き残している。内海によれ
ば，蜷川自身も1934（昭 9）年頃（『統計学概
論』が公刊された時期）にはゼミ生に対して，
これから統計的法則論に本格的に取り組むと
の意気込みを表明していたという。有田もこ
のことを意識していたのであろうか。確かに，
有田にはエンゲル法則についての論稿もあり，
また残された資料には統計法則論に関する論
文のコピーが多く含まれている。どのような
角度から統計法則論を開拓しようとしていた
のであろうか。これもまた有田に聴いてみた
かったことである。
　とまれ，有田の研究はわれわれにとっては
継承すべき貴重な遺業であり，かつまたその
主著がドイツ語に翻訳・公刊されていたなら
ば，かかる研究が日本でなされていたことに，
かれらドイツの研究者は驚愕したことに違い
ない。1987年 9月17日，グローマンが国際
統計協会・東京大会で来日し，その機会を利
用して京都大学経済学部で「フランクフルト
学派統計学の展開と目標」に関する講演会が
開かれた。その折，出席した有田はその主著
をグローマンに直接渡している（また，共訳

書『フランクフルト学派の統計学』も足利会
員からブリントに渡され，それに対する有田
宛礼状が有田文庫に残されている）。しかし，
その後，有田著作のエッセンスが彼地の研究
者に理解されたかどうか，残念ながらこれは
いまだ果たされてはいないようである。
　さらになお遺憾に思われることは，有田と
経済統計学会のわれわれ後学連との接触が決
して多くはなかったことである。関西支部例
会や総会に出席されることは数少なく，直接
に話を聴く機会は数えるほどしかなかった。
だが，著作と論文等を通じて窺いえたその学
識の広さと深さはわれわれにとっては憧憬の
的であった。実は，有田から一度話を伺おう
ということで，わたしどもの「統計史研究会」
（1999年 2月）へ招待したこともあった。し
かし，前日に「昭友会」（蜷川ゼミの同窓会）
があり，連日の出歩きは無理ということで，
それは実現せずに終ってしまった。その時な
どをきっかけにして，後学者との接触が深ま
り，貴重なアドバイスを受ける場があったな
らば，社会統計学研究の動向もいまとはいさ
さか異なった様相を呈していたのではないだ
ろうか。なにせ，ドイツ社会統計学と蜷川統
計学の本質を最も深く理解したひとりなのだ
から。これはいまもって残念なことではある。
（本文中の有田文庫の写真撮影については伊
藤陽一会員のお手数を煩わせました。記して
感謝します）。
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1 ．訳者解題
　本資料は，2000年 9月20日に実施された
フランスの国立人口問題研究所（INED）の
研究会で，ベノア・リヤンディ（Benoît Ri-

andey）氏が行った報告「情報処理と自由に
関する法律後20年の統計」（La statistique 20 

ans après la loi Informatique et libertés）の翻
訳を通じて，当該法律の影響下にある，フラ
ンスにおける個人データの統計利用に関する
状況の一端を紹介することを目的としている。
まず，情報処理と自由に関する法律について
若干の補足をしておこう。
　この法律は「情報処理，ファイル及び自由
に関する1978年 1月 6日の法律第78－17号」
を指す。これは，フランスの個人情報保護法
として知られている1）。この法律の第 6条で，
「情報処理と自由に関する全国委員会」（CNIL）
の設置が規定される。CNILはその法律の規
定が遵守されているかを監視する役割を担う。
　情報処理と自由に関する法律は，1970年
代のフランスのサファリ（SAFARI）計画を
背景に成立している。サファリ計画とは，各
市民を番号で識別し，行政機関の全ファイル
を相互接続するという政府の計画である。こ
れが1974年に暴露され，世論が激しく動揺
したとされる2）。
　他方，フランスでは，国民登録番号（NIR：
numéro d’inscription au répertoire）が存在する。
これは INSEE（国立統計経済研究所）が1946

年から管理している「自然人の識別のための
国家レジスター（RNIPP）」の登録番号である。
リヤンディ氏は当該報告でNIRを繰り返し
「国民識別番号（numéro national d’identité）」
とも呼んでいる。NIRでは，個人の性，出生
年月，出生場所が分かる。NIRは固定したも
ので，たとえば個人の住所の変更によって変
わるものではない。また，フランスでは，
1996年の社会保障改革に伴って，同年に「全
国制度間健康保険レジスター（RNIAM）」が
創設されたが，その際，NIRがそのレジス
ターを構築するために利用されている3）。
　ところで統計をめぐるCNIL，NIRの関係
について，リヤンディ氏は次のように説明さ
れた（2001年 1月18日の聴取）。NIR，すな
わち国民識別番号は，保健衛生，雇用などに
関わる，社会統計にとって大きな重要性があ
る。しかしCNILは，私生活の保護のため，
NIRをあまり利用しないように求める。それ
はきわめて有効な個人識別ツールだからであ
る。2つのファイルがあるとき，NIRを識別
コードとして用いて，データの統合が可能で
ある。それは統計の作成にとっては効率的で
あるが，しかし個人の自由や個人データの保
護には危険である。氏の報告ではNIRの統計
利用が困難であることが指摘されるが，現在
では，NIRの暗号化という新技術が存在する
ので，NIRや個人名を直接的に使うことなし
にデータの統合が可能である。したがって，
個人の自由にとって危険でなければ，われわ
れは公的統計の作成において，いっそう効率
的であろうとされる。このことも氏の報告で
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の主張である。
　今回の翻訳掲載にあたり，文献の調査を
行ったところ，INEDよりPDF版が公開され
ており，リヤンディ氏の報告については記述
の追加・修正があることが判明した。今回の
翻訳ではPDF版をもちいた。ただし，機関
名の略号については，PDF版では正式名称
が省略されているので補足した箇所がある。
その他にもいくつか編集上の変更点がある。
翻訳の公表にあたっては，INEDの許可を得
ている4）。

2 ． 翻訳― B．リヤンディ「情報処理と自由
に関する法律後20年の統計」5）

　情報社会は統計のすばらしい時代に違いな
いだろう。民間統計は新しいマーケティング
技術によって，飛躍的な発展を遂げつつあり，
活気づけられている。公的統計は結果を普及
させるためにインターネットの効率性をうま
く利用する。しかし，その作成技術は新しい
情報処理の潜在的可能性を十分に利用してい
るか。答えは，フランスの公的統計――こ
れは1978年の情報処理と自由に関する法律
によって過度に束縛された――については
確かに「ノン」である。22年後の現在，ど
うだろうか。
　情報処理と自由に関する法律の成立以前の
時期における公的統計を報告することは，わ
れわれの先任者，それから歴史家に戻ること
であろう。さほど技術的な手段は与えられて
いないが，他の行動の余地がある黄金時代の
神話にしばらく身をゆだねよう。1950～1975

年の間，公的統計は平穏な活動を経験したと
思われる。被調査世帯は，回答の法的義務を
提示する必要もなく，公的統計調査に，十分，
進んで答えていた。行政機関は，数字，処理
技法，個人識別に対する不均等な文化的性向
に応じて統計を作成していた。1951年統計
法6）が行政機関のための統計的義務を創設し
なかったので，各機関は，しばしば進んであ

るいはいやいや統計局に協力していた。…7）た
とえば，税務総局（DGI）は，他の点ではむ
しろ秘密であったのだが，申告所得に関する
統計調査で，INSEE（国立統計経済研究所）
及びCERC（所得・費用研究センター）と，
効率的に，かつ統計の秘密保持の厳格な遵守
のもとで協力した。人口学は，民事的身分
（état civil）に関する行政ファイルのおかげで，
人口の自然変動を正確に追跡した。だが移動
の測定においては全く異彩を放たなかった。
不規則かつ数少ないセンサスがフランスでは
利用可能な唯一の情報源となっているからで
ある。

1978年：情報処理と自由に関する法律
　70年代の情報処理革命はフランスでサファ
リ（SAFARI）の激震を引き起こし，1978年
の情報処理と自由に関する法律をもたらした。
しかるに同年，デンマークはすべての行政機
関に義務的かつ共通の個人識別コードの導入
を可決していた。このような民主主義国家の
異なった 2つの文化は，全く違った 2つの統
計作成方式を生み出した。
　北欧では，整合的な行政が効率的かつあま
り費用のかさまない統計をもたらした。この
ことは行政ファイルの制御された相互接続
（interconnexion）に基づいている。人口セン
サスは，レジスターの連続的利用によって廃
止され，廃れさせられた。
　全体主義的国家で起こりうる悪用の恐怖に
よって，立法機関がコンセイユ・デタの監視
下でかかる相互接続を設けざるを得なくなり，
それからCNILが人口レジスターの構想を排
斥し，国民識別番号の利用を民事的身分，雇
用，社会保障に制限した8）。ファイル目的の
きわめて厳格な原則に結び付けられ，ファイ
ル保護の原則は，行政及び統計の処理方式に
関して，きわめて決定的な，有効な社会的選
択となった。
　行政機関は窓口政策を適用する。たとえば，
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窓口Bは自治体住民が窓口Aで行った申告を
引き受けない。この保護の原則は，ある行政
機関でなされるやり方が住民の知らぬ間に，
他の行政機関側に劇的な影響をもたらさない
だろう，ということを住民に保証する。この
ような理由で，保健衛生（santé）あるいは
教育の権利は不十分な滞在資格であっても守
られてきた。他の観点からみると，このよう
な措置は，国家のさまざまな部局に対して，
ご都合主義的な申告を助長した。これに関し
て，ひとり親手当（API）をめぐって引き起
こされた軋轢が思い出されるが，それはクル
ソン（Courson）レポートが発端となり，ブ
ラール（Brard）の修正によって，税務機関に，
子供を認知するため国民識別番号の限定的利
用が認められた。第20回CNIL報告書は，こ
の問題に関するCNILの見解をきわめて教育
的に明確に述べている。
　かつて「デカルト哲学を信奉する」フラン
スの行政は時々あるいはまれにその整合性を
望んだ。工業センサスはずっと前に消滅し，
今日，SIRENEレジスターがその範囲を拡大
させている。企業の世界とは別に，選挙ファ
イルの管理は矛盾に満ちた方向を示している。
INSEEは，識別番号レジスター「RNIPP」を
もとに，選挙人名簿への登録の単一性を検査
することを担当させられたが，住所の正確性
を検査することを引き受けてはいないし，実
際，これに関しては手段をもたない。なぜな
ら，それはまさに，住所を欠いた識別レジス
ターと，個人名記載あるいは過去に遡らない
人口レジスターとの間の相違だからである。
最近のいくつかの問題が不適切な行政を表し
ている9）。将来も強調されるだろう，不適切
な行政に平凡な統計があると。

1978年法律の行政統計へのインパクト
　反サファリという反乱が国民識別番号に
よって引き起こされた恐怖から生まれたにせ
よ，その反乱は記名データに基づいたあらゆ

る他の種類の統計に関係した。目的の厳格な
原則が統計行政機関への記名行政ファイルの
伝達を妨げた。ところで，その記名データは
サンプリングフレームとして求められたり，
あるいはいくつかの情報源――だが同一個
人に関する――に由来するデータを統合す
るために求められていた。非給与所得に関す
る唯一の統計情報源である申告所得を利用す
る調査を引用しよう。ずっと以前から，IN-

SEEはDGIに対して，センサスに由来した
世帯標本の税務申告を提供することを求めて
いた。同様に，CERCは二重盲検法10）の保護
手続きのおかげで，調査データと同一世帯の
税務申告を対応づけていた。これは，相互接
続と対応づけ（appariement：マッチング）
に関するルネ・パデュ（René Padieu）の概
念間の区別が明示するように，DGIに対して
個人情報をまったく問い合わせることなしに
行われた。記名データの移転は「目的の転換」
として違法になった。この新しい法律によっ
て生み出された法的問題は，一時的記名統計
データに関係する措置がないこと，紙の文書
へのその法律の適用，さらには間接的記名
データに関する錯綜した条件によって増大し
た。記録に関するあらゆる匿名変数のクロス
集計によって，ファイルを処理する事情に通
じた第三者が特定の個人を識別することはあ
りえないと誰が保証できるだろうか。

統計に対する1978年法律の試行的適用の諸
局面
　この法律の制限的な解釈は統計的不法期間
を生み出した。それは幸いにも，20世紀末
の間に，徐々に解消したのであるが。1985年
に，CNILとサービス会社のSYNTEC組合 11）は，
民間の世論調査機関によって実施される政治
意識調査の方法について同意した。面接の際
に，被調査者名が調査員の経路カードに被調
査者自身により記入されることが特別協定と
して適用される。ついで1986年に，1951年
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統計法は，INSEEと各省統計部局がもっぱ
ら統計目的で記名行政データを受け取る権利
を回復させるが，民間機関と公的研究機関は
その法律の効力を享受しない。1994年に，
疫学レジスターが生命倫理法によって合法化
される。1995年に，欧州議会は，統計目的
あるいは研究目的が個人データの当初の創設
目的と両立しないとはみなされないことを認
めたのであった。この指令のフランス法への
間近に迫った転換は，フランスの統計と研究
に大きな変化をもたらすことはないだろう。
1999年に，コンセイユ・デタは，1990年セ
ンサスの詳細なコミューン内地域統計を取得
する権利を，少し不可解な原因（再検討され
るだろう）による禁止を解除しながら，民間
の国土整備専門家に与える。
　革新的で基本的な法律は，法解釈上かつ立
法上の試行期間を必要とした。それにもかか
わらず，1986年以降，統計への行政機関の
協力は，事なかれ主義への幸運な支持がある
ので，各機関の熱意の問題，顧客あるいは自
治体住民の私生活保護の祈願にとどまる。フ
ランス電力公社（EDF）がOLAP（パリ都市
圏賃貸料観測所）あるいは INSEEに，世帯
の移動性に関する特別なデータを利用させた
のは，この 5年間に過ぎない。さらに，数十
年前から予定され，INSEEによりもたらさ
れるデータに関する安全保障の諸条件にも関
わらず延期された作業がやっと同意したのは
1999年である。賃金年次申告（DAS）（現在
DADS：社会データ年次申告）と INSEE連続
的人口標本は，初めから，出生日によって定
義された互換性のある標本にもとづいて収集
されていた。だから収集費用なしに，人口統
計データと職業統計データがマッチングに
よって豊かになることができた。しかし，相
互接続という語はタブーになりすぎているの
で，そのプロジェクトは，幸いにも過去の数
年間取り下げられた。
　さらに強化された安全保障の諸条件のもと

で，統計局は障害者を含む世帯の所得統計を
公表するだろうか。これは社会統計のひどい
空白の例であって，その解決には，INSEEに，
所得データと保健衛生データの提供（ただし，
2つのデータを関連づけるキーを備えてい
る）が必要である。識別，所得あるいは保健
衛生に関する個人データの保護は厳格でなけ
ればならないが，相互接続をとりまくタブー
あるいは概念の混乱と手続きの重荷が，かよ
うな公益データを統計家に提供することを押
しとどまらせた。DGIのNIR利用を規制する
保証（CNIL，第20回報告書，2章）が統計
に何らかの自由を与えたかどうかは全く疑わ
しい。われわれのデンマーク人の同僚にとっ
ては，厳格に規制された現行の作業のみが問
題であろう。指定された 3人のみが識別番号
を備えたレジスターを利用できる。レジス
ターの責任者は，作成された匿名化ファイル
の処理担当者とは別である。われわれは，議
論の余地のない保護の規則にかなった状況，
統計がイニシアティブを取ることを妨げない
状況，さらには世論とその指導的思想家のた
めに説得力のある状況を作り出すことができ
るだろうか。
　商業的あるいは政治的なジオマーケティン
グへの利用のおそれによって，禁じられてき
た細かい（だが匿名の）コミューン内地域統
計にもどろう。今日，そうした区域のきわめ
て詳細な年齢ピラミッドが人々の自由を侵害
すると，冗談抜きには，誰もあえて主張しな
いだろうし，まじめにそのことを主張する
人々も自由を侵害されることはないだろう。
しかし，区域の社会的プロフィールは，さら
に，私生活の保護に関係しないまったく別の
問題を提起するだろう。コミューンの役所あ
るいは都市計画機関にとっての正当性とは，
詳細に区域の変化を追跡することであると理
解される。センサスの網羅的なデータによっ
て，きわめて容易にその追跡が可能になるだ
ろう。これは出生国あるいは国籍に関する指
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標とともに，とりわけ1990年以降，センサ
スに導入された「職業カテゴリー」の質問の
おかげである。しかしそれらのデータは行政
利用に限られるだろうか。行政の透明性に関
するCADA法12）によって，行政機関が所持し
ているデータを請求者に開示せざるを得なく
なるだろう。そのとき，問題のある区域に社
会的な刻印を押すという逆効果が現れるだろ
う。しかしながら，この認識は都市政策のま
さに中心である。PMSI（医療情報システム
計画）の統計プログラムのおかげで，病院評
価の問題についても同様である。CADA法に
対抗できない病院のランキングの公表は，た
しかに幸運な効果をもたない。したがって，
より一般的に，透明性の逆効果が問題である。
社会は透明性を検閲への依拠なしに管理する
ことを学ばなければならない。

情報源の統合，重複の除去，経時的な追跡
　いくつかの例は，情報源の統合，同一統計
単位の経時的な追跡およびファイルの重複の
除去を解決するために，国民識別番号を採用
する統計作業の有用性あるいは効率の良さを
示している。
　80年代に，フランスの300の年金制度は支
払年金件数と年金額に関する統計を公表して
いた。ただし，それらから受給者数と受給者
によって受け取られた年金収入を推計するこ
とはできない。金庫（caisses）に，NIR番号
によって明示された個人標本への支払い額を，
SESI（研究・情報システム局：社会問題担当
省統計局）に対して提供させるために一つの
法律が必要であった。（農業共済組合〔MSA〕
はNIRを使用せず，姓，名および同名異人の
確認にもとづき，情報を処理することによっ
て大きな労力を払わざるを得なかった）。そ
れが慣行となり，SESIから生まれたDREES

（調査・評価・研究・統計局）は同じ原則に
もとづいて，老齢保険加入者に関する連続的
標本を実現する予定である。遺族年金の将来

と同じくらい複雑な問題が，結局，所与の制
度（たとえそれが支配的なものであろうとも）
のツールに限定されることなしに研究されう
るだろう。
　血清反応陽性の申告義務は連鎖的かつマス
コミによる過剰な不安を生み出した。しかし
ながら疫学者は同時に三つのこと，すなわち，
重複を除去し，確かなエイズ診断を血清反応
陽性既往者と対応づけ，かつ秘匿性の完全保
証を確保しなければならなかった。結局，こ
れら三つの要求は，あらゆる保証をもたらす
不可逆的な暗号化システムを利用したディ
ジョンの生物統計学者のおかげで解決された。
直ちに国民識別番号に適用されるので，その
手続きによって，匿名の絶対的遵守のもとで，
重複の効率的探知あるいは連鎖を組むこと
（chaînage）が可能となる。CNILは第20回報
告書（136ページ）で既にその手続きを伝え
ているが，そこでCNILは1988年に遡る「サ
ン・マルコ（San Marco）のアルゴリズム」の
利用を挙げている。CNILはまた「ハッシュ」
アルゴリズム（SHA）を挙げるが，それは
1996年以来，PMSIの病院統計の作成に必要
な病院滞在の連鎖を組むところで利用されて
いる。CNILはその手続きの匿名に確信を抱
いており，その結果CNILは，コンセイユ・
デタによるデクレ――これにNIRを利用す
る記名処理が従わされる――の保証を求め
ない。他の公的機関の統計家，疫学者がした
がって，暗号化手段――その自由化は1990

年12月29日の法律にさかのぼる――をすば
やく利用できたことは，その合法性をいっそ
う確実なものとしている。
　CREDOC（生活条件に関する研究・観察の
ための調査センター）は，イル・ド・フラン
スにおけるRMI（参入最低所得）手当受給者
ファイルに，その手続きを利用することを奨
励した。RMIへの登録に関する縦断的追跡を
確実に行うためである。その結果，われわれ
は，その受給者の統計的追跡で，行政機関が
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直面させられた受給期間の不確定という行詰
まりから抜け出すことになる。しかしながら，
この手続きは，構造上，個人に対する記名に
もとづく問合せ，したがって経時的な個人の
再面接を妨げる。手続きの改善がないかぎり，
それは行政統計のツールであり，調査統計の
ツールではない。
　学生はときどき，同時に，いくつかの大学
に登録し，翌年しばしば，それを変更する。
学生の調査と追跡には，したがって一定の方
法が必要となる。だが，国民教育省は学生あ
るいは生徒について，NIR利用の禁止を受け
入れざるを得なかった。その省の統計部局は
したがって唯一の識別コードがSISE（学生
の追跡に関する情報システム）のなかで，同
一の学生に与えられているかを検査すること
ができなかった。不正確な登録の割合は幸い
にも33％から低下しなお 6％となった。これ
はINSEEによって行われた検査によるもので，
選挙人ファイルに関して行われる検査とさほ
ど異なってはいないだろう。それぞれの制度
に固有の，だが統計機関によって検査される
ので高品質の識別コードが生成されうる13）。
　1976年以来，CNAMTS（全国賃労働者疾病
保険金庫）はNIRにもとづく被保険者の連続
的な全国的標本を管理している。この標本は，
今日，CANAM（全国自営業者医療保険金庫）
とMSAに拡大されている。この 70000被保
険者の給付が，社会保険加入者パネルを構築
するために期間毎に比較される。卓越した考
えであるが，この行政データの統計パネルは，
統計上の秘密を保証する二重盲検法の手続き
のおかげで，追加的なカバー領域や自己治療
に関する調査データ――これはCREDES（保
健衛生経済に関する調査・研究・資料セン
ター）及び民間機関によって獲得される――
により，毎年，豊かにされている。適切に取
り組まれるとき，秘匿性の問題に対する技術
的解決策がみいだされる。
　同じ時期に，CNAF（全国家族手当金庫）

は被保険者の連続的標本を管理しているが，
全国レベルに情報が上げられた時に，その識
別コードの破棄を強いられた。その金庫の統
計家は同一個人の連続データを的確に対応づ
けることができないが，それでも今では，最
も疑い深い人々にあらゆる保証をとどけるた
めに，さらに統計ツールにNIRのあらゆる効
率性を与えるために，NIRを暗号化すること
はとても容易であろう。
　いくつかの点から見て，流動性に関する情
報を提供するはずの行政資料は，安定的な識
別コードを保持しなければ，重要なものでは
ないし，逆に，その流動性によって混乱させ
られる。それは，大学区の変更以降の就学デー
タベースの場合である。その識別コードの問
題として，バカロレアの個人結果をそのデータ
ベースに組み込むことを妨げたことさえあっ
た――このことは行政機関の自己評価の観点
からみると重大なことではなかった――と指
摘しておこう。暗号化技術は現在，検査当局
によって入手しやすく，認知されたものになっ
ている。暗号化技術は，新しい作業のために
利用可能であるのだが，それがないことから
被害を被った作業に導入されるだろうか。
　社会的排除に反対する法律は，結局，フラ
ンスの全居住者に健康保険給付の権利を認め
た。それゆえ，フランスで出生してから，あ
るいはフランスに入国してから，新しい居住
者はNIRに登録され，被保険者あるいは権利
を持つものとして，初級疾病保険金庫（caisse 

primaire d’assurance maladie）に加入する。全
国制度間健康保険レジスター（RNIAM）で
は個人の初級あるいは補足的な保険金庫を探
し当てる。統計的な幸運により，NIRは，個
人の性，出生年の情報を与える。これによっ
て，移住者及び，特に海外での死者に関する
個別の検査あるいは統計的検査を条件として，
絶えず居住者の年齢ピラミッドが与えられる。
この新興システムは，センサスを改革する可
能性が吟味されるとき，深い豊かさがあるこ
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とを示す。フランスにおける地理的移動性の
分析では，そのレジスターの膨大な分散した
データベースに基づき，少しでも熱意があれ
ば，最初の効率的永続的なツールがおそらく
見出されるだろう。しかし，CNILが行政機
関に対して，社会保障ファイルは住所更新の
データベースとして役立ててはならないと第
19回報告書において再確認した後で，統計
がそうしたことを行うことが認められるだろ
うか14）。

　サファリの亡霊はしかしながら寝てはいな
いし，その古いフィルムを新たに上映するこ
とを避ける慎重さが必要である。また，フラ
ンスの統計家も，有力な統計ツールが民主主
義的に制御されることを証明できなければな
らないだろう。こうしてようやく，行政統計
は多数のあるいは通時的な情報源を個人レベ
ルに結集しうると期待できるだろう。おそら
く，それが情報社会の統計作成における重要
な課題である。
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はじめに
　1947年 3月に公布された統計法（以下，「旧
統計法」）が60年ぶりに全面改正され，統計
報告調整法の廃止とともに新しい統計法（以
下，「新統計法」）が2007年 5月に公布され，
2009年 4月より全面施行された。新統計法
の中で公的統計は，「国民にとって合理的な
意思決定を行うための基盤となる重要な情報
である」とされ，社会全体で利用される情報
基盤として位置付けられている。新統計法で
は，公的統計が一層活用されるように，学術
研究・高等教育の発展に資すると認められる
場合に一般からの委託に応じて既存の調査票
情報から新たな集計表を作成・提供したり，
匿名性を確保した調査票情報（匿名データ1））
を提供する利用制度が新たに創設された。
　ここで注目すべきは，高等教育の発展に資
すると認められる場合に匿名データの利用が
可能となったこと，すなわち大学等において
講義や演習（以下，「講義等」）を行う教員又
は当該教育機関が，教育目的で申請して承諾
されれば匿名化されたミクロデータを利用で
きるようになったことである。これは，旧統
計法の運用において，当初承認された統計の
作成以外の目的で調査票を使用（目的外使
用）するには，例外的に，①行政上の基礎資
料として利用する場合又は②高度に専門的か
つ公益性が高い学術研究で利用する場合に限
り，行政機関又は大学といった法人のみが申
請者となりえたことと比べ大きな前進と言え

よう。
　しかし，匿名データを用いてミクロデータ
の利用方法を学生に教えようとすると，実際
的な面で課題と思われる点がないわけではな
い。
　本稿では，まず我が国のミクロデータの現
状について整理し，次いで匿名データを教育
目的で利用する際の課題と思われる点を考察
し，次に匿名データなどの公的統計ミクロ
データの利用方法を教えるための教育用デー
タの可能性について述べることとする。

1 ．我が国のミクロデータ
　本節では，匿名データの提供制度と我が国
のミクロデータについて概説する。
　匿名データは統計調査を所管する行政機関
等が作成し，その提供は独立行政法人統計セ
ンター（以下，「統計センター」）が提供の諾
否の判断も含めてすべての事務を受託できる
こととなっている2）。匿名データは，①学術
研究の発展に資すると認められる場合（学術
研究目的での利用），②高等教育の発展に資
すると認められる場合（高等教育目的での利
用），③国際社会における我が国の利益の増
進及び国際経済社会の健全な発展に資すると
認められる場合（国際比較統計利活用事業目
的での利用）のいずれかに該当する場合3）に
提供を受けることができる。実際の匿名デー
タの提供に当たっては，総務省政策統括官
（統計基準担当）が，匿名データの作成及び
提供の事務処理の明確化，標準化を図るため
の「匿名データの作成・提供に係るガイドラ
イン」（以下，「ガイドライン」）を定めている。

【フォーラム】

匿名データの教育目的利用に関する一考察
小林良行＊

＊　 一橋大学経済研究所 
〒186－8603　東京都国立市中2－1
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2011年 2月末現在で利用可能な匿名データは，
総務省統計局が所管する全国消費実態調査，
就業構造基本調査，社会生活基本調査及び住
宅・土地統計調査の 4調査（以下，「統計局
4調査」）のみである。統計センター及びそ
のサテライト機関4）ではガイドラインに基づ
き，利用者向けのマニュアル（以下，「利用
の手引」）を定め，提供事務を行っている。
匿名データの提供を受けるには，利用目的そ
の他の所定の要件を満たし，事前に申請して
承諾され，利用に関して誓約をするといった
一定の手続きが必要である。
　表 1は，新統計法の下で二次利用ができる
我が国のミクロデータについて，Wende

（2004），Zwick（2007），Brandt et al.（2009）
によるドイツのミクロデータの例を参考に整
理・比較したものである。ドイツを例として
取り上げたのは，管見の限りでは作成されて
いるミクロデータの種類，利用目的，利用形

態と法制度上の規定が明確に関係づけられて
おり，匿名化の程度の違いによりミクロデー
タを体系的にとらえようとする上で一つの視
座を与えるものと考えたからである。もとよ
り日独では法制度やその運用に違いがあり，
作成されているミクロデータの種類などに完
全な対応関係が成立するわけではないが，ド
イツの例を通じて我が国の現状を把握するこ
とには意味があると言えよう。
　表 1にあるPUF（Public Use File）とは，1981

年にドイツの連邦統計法改正で規定された絶
対的な匿名性5）を持つミクロデータのことで，
利用するために特別な資格や手続きを必要と
しないものである。SUF（Scientific Use File）
とは，1987年の連邦統計法改正で規定され
た事実上の匿名性6）を持つミクロデータのこ
とで，利用するためには一定の資格や手続き
が必要で学術研究目的のみに利用できるもの
である。また，CAMPUS Fileとは，大学に

表 1　匿名化の程度からみた我が国のミクロデータ―ドイツとの比較

日本のミクロデータ ドイツのミクロデータ

ミクロデータ
の種類

利用目的 匿名化の程度
情報
損失

情報の
有用性

ミクロデータ
の種類

利用目的

調査票情報 （注1）

非匿名化 低

高

高

低

アクセス不可

形式的な匿名化（注2） CRDPによる
利用（注3） 科学研究目的

匿名データ
（国外での利
用可）

・学術研究目的
・高等教育目的
・ 国際比較統計利
活用事業目的

事実上の匿名化
SUF

（国外からの
購入不可）

科学研究目的

－ 絶対的な匿名化

PUF

（国外からの
購入可）

一般汎用目的

CAMPUS Files 教育目的

（注 1）　 新統計法第32条及び第33条によれば，行政機関等での二次利用（調査実施者内部で調査票情
報を二次的に利用すること）及び行政機関等での利用と同等の公益性を有すると認められる
学術研究目的に利用することができる。

（注 2）　 氏名，住所のような直接的識別子をなくしたもの
（注 3）　 CRDP（Controlled Remote Data Processing）は，我が国のオーダーメード集計に相当
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おける統計手法の教育訓練を専らの目的とし
て作成されたミクロデータであり，インター
ネットを通じて無料でダウンロードできる
PUFである。PUFは学術研究に用いること
ができるように作られているが，CAMPUS 

Fileはそのように作られてはいない。
　表 1を見てわかるとおり，新統計法の下で
は現在のところPUFに相当するミクロデー
タはない。したがって，ドイツのようにPUF

の一種として専ら教育目的で利用することを
想定して作成された匿名化データ7）は存在し
ていない。しかし，日本学術会議（2005）及
び松田（2008）によると，統計法の改正前に
も①ミクロデータの使用法を教えるのに利用
でき，②実際のデータに基づいているが個別
の回答者とはリンケージ不能で，③特別な手
続き（目的外使用申請）なしに，④大学の教
員クラスの研究者だけでなく大学院生にも使
用できるといった性質を備えた，「レプリカ
データ」と呼ぶ教育用データの作成が提案さ
れていたことがわかる。「レプリカデータ」は，
その性質からすると表 1にあるCAMPUS File

に相当するものと考えられる。これに対して，
匿名データは，事実上の匿名性を備えている
ミクロデータと考えてよく，利用に当たって
一定の手続きが必要である点からすると，
SUFに近いものと考えられる8）。また，調査
票情報には，個人の氏名や会社等の名称，住
所を含んでいるものと氏名や名称，住所を含
まないものの二種類がある。前者のタイプの
調査票情報は，紙媒体や画像に記録された調
査票及び事業所・企業名簿のもとになる調査
の電磁的記録が該当し，表 1では非匿名化
データのカテゴリに分類されるものである。
一方，電磁的記録媒体に記録されているほと
んどの調査票情報は後者のタイプである。こ
れは表 1の形式的な匿名化データに相当する
ものと考えられる。

2 ．教育目的での匿名データの利用と課題
　本節では，匿名データを教育目的で利用す
る際の課題について考察してみたい。
　まず 1点目は，多人数の学生（学部学生及
び /又は大学院生を指すものとする）を対象
とした講義等で学生に直接匿名データを利用
させる場合の課題である。ガイドラインや利
用の手引では匿名データを高等教育目的で利
用する場合の運用上の考え方として，利用者
の範囲により，提供された匿名データを用い
て教員が講義等の資料を作成・配付する場合
と提供された匿名データを教員が各々の学生
に利用させて講義等を行う場合という 2つの
利用形態が想定されている。一方，同じくガ
イドラインや利用の手引には，①事前に，受
講するすべての学生の氏名を明らかにするこ
と及びすべての学生の誓約書の提出が必要で
あること，②同一の匿名データを同時に複数
のコンピューターにより複数の学生が利用す
る場合は，利用する人数＝台数に応じたファ
イル数が必要となること，③匿名データの格
納媒体はまとめて指導教員に提供すること，
④匿名データの利用期間中は匿名データとそ
の格納媒体を指導教員が適正に管理する義
務9）があることが定められている。
　実際に授業でデータを使わせようとすると，
教員は，まず匿名データ格納媒体の保管場所
から媒体を取り出し，教室で出席者に配付し，
講義等を終えたら学生から媒体を回収して，
学生が利用したPCにデータが残留していな
いか確認し，回収した媒体を再び保管場所に
保管するという行為を授業のたびに行わなけ
ればならない。少人数の場合はそれほどでも
ないが，多人数の講義等で同じことをやろう
とすると手間と時間がかかり，講義等の時間
を圧迫しかねない。このように，匿名データ
提供制度の運用の中で，想定はしているもの
の現実にはうまく機能しないことがある。こ
の点については，法制度の運用面で何らかの
改善が必要であろう。
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　2点目は，ミクロデータの知識をもたない
初学者に匿名データの適切な使用法を教育す
る場合の課題である。新統計法の下で，教育
目的に利用できる公的統計のデータは，公表
されている統計表と匿名データの 2つのみで
ある。統計局 4調査の匿名データは，各調査
とも大量データと多くの変数（調査事項）が
特徴10）であり，データ構造も単純ではない。
匿名データを利用する際には，もとになる統
計調査の調査設計に関する基礎的知識，調査
票の調査事項とレコード上の変数の対応，公
表値の集計方法などについて十分理解した上
で，適切なデータの使用方法，集計結果や解
析結果の解釈のしかたを習得するのが望まし
い。しかし，匿名データの初学者がそこまで
至るにはかなりの時間を要するのは否めない。
匿名データの利用を学ぶ前提知識として，公
表されている統計表の利用法や調査設計に関
する基礎知識を教えておくことも必要であろ
う。大学における教育を考えるとき，統計表
のようなマクロデータとその利用に関する知
識の習得から匿名データ，調査票情報のよう
なミクロデータとその利用に関する知識の習
得まで，公的統計とその利用を段階的に学ん
でいけるようなカリキュラムの検討が必要で
あろう。

3 ．教育用データの可能性
　前節のような点を解決する方法の一つとし
て，匿名データの入門用として使える日本版
CAMPUS Fileの可能性を考えてみたい。こ
こで，日本版CAMPUS Fileと仮称したのは，
教育目的での利用に限定したミクロデータと
いう意味合いである。
　初めて匿名データを扱う研究者の訓練や大
学生の教育に利用できる教育・訓練用データ
について，統計委員会（2009）は，一般研究
者用の匿名データとは別に利用者の習熟度に
応じた簡易な匿名データを作成し，簡便な手
続きで提供することの必要性に関して議論を

行っている。議論の中ではこの簡易な匿名
データのことを「いわゆるレプリカデータと
呼ばれている」ものとしている。ここで提案
されている簡易な匿名データは，研究目的に
利用のウェイトを置いている現行の匿名デー
タに比べ，より十分な秘匿を施した匿名デー
タとされており，文脈上からはSUFに相当
すると受け取れる。星野（2010）は，「レプリ
カデータ」を日本版PUFと解釈し，日本版
PUFの議論は未熟であると指摘したうえで，
匿名化措置の一種である模造（synthetic）に
基づく日本版PUFの可能性を提案している。
いずれにせよ統計委員会（2009）の中で指摘
されているように，匿名化の程度が異なる匿
名データを作成するには法令の改正が必要と
なるので，現行法令の下で教育用データを実
現するとしたら匿名化とは違う方法を取る必
要がある。
　日本版CAMPUS Fileとして望ましい性質
はどのようなものであろうか。まず，匿名
データのような特別な手続きを必要とせずに
自由に使用できることがあげられよう。実際
の統計調査のデータに基づいて作成され，匿
名データに比べて学習者の理解が複雑になら
ない程度にデータ量や項目数を絞ったもので
あることも匿名データの訓練用として望まし
い性質である。また，一種類のデータで様々
な問題に利用でき，教育に必要なすべての用
途を満足するようなものを想定するのは困難
なので，教育内容に応じた複数種類の教育用
データを作成するのが現実的である。集計結
果や相関構造などが実際のミクロデータにで
きるだけ近い方が望ましいが，教員があらか
じめ教育用データの特徴を知った上で学生の
指導に利用するならば，必ずしも実際のミク
ロデータに近似していなくても一定の教育効
果を得ることは可能であろう。

むすびにかえて
　我が国の教育用データの作成は，最近に
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なってようやく統計センターの試みや立教大
学の試みが緒に就いたところである11）。そこ
で採用されている作成方法は，個別データを
いったん集計し，それを加工することで疑似
的なミクロデータを作る方法である。現行の
法令の下では，匿名化データを作らないこの
ような方法が現実的な方法であろう。将来的
には法令等の改正により，“本物の” ミクロ

データから作成される日本版PUFの実現も
望まれる。今後，匿名データを利用した論文
作成など大学院における教育だけでなく，教
育用データによる学部学生の教育を進めるこ
とで，公的統計ミクロデータの適切な扱いを
身に付けた人材を育成できるようになること
を期待したい。

注

1  ）「調査票情報」及び「匿名データ」の定義は新統計法第 2条に規定されている。
2  ）匿名データの作成については新統計法第35条に，提供については同36条及び37条並びに統計法
施行令第12条に規定されている。

3  ）いずれの場合も実際には統計法施行規則第15条で規定する付帯条件にもすべて該当しなければ
ならない。

4  ）サテライト機関とは，統計センターと公的統計の二次的利用に関する連携協力協定を結んだ組織
のことである。

5  ）たとえば濱砂（2000a），濱砂（2000b）に詳しい解説がある。
6  ）たとえば濱砂（2000a），濱砂（2000b）に詳しい解説がある。
7  ）匿名化措置を施したミクロデータを新統計法の「匿名データ」と区別するため，このように呼ぶ
ことにする。

8  ）SUFは科学研究目的の利用に限定されているが，利用目的の範囲の広さからすればイギリスの
SARsに近いとも言える。

9  ）匿名データの適正管理義務は新統計法第42条，ガイドライン，利用の手引などを参照。
10 ）たとえば全国消費実態調査（平成16年）では約 5万レコード，1780項目となっている。
11 ）これらの試みについての報告は，経済統計学会第54回（2010年度）全国研究大会報告要旨集
（pp.50－53）を参照。
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　経済統計研究会（学会の前身）創設時から，
長く会の運営に関わられ，研究上多くの貢献
をされた三潴信邦会員が，2010年10月 2日
に逝去された。享年91歳であった。筑波大
学を63歳で定年退職されて城西大学に移ら
れた後も，2000年前後まで氏は多方面で活
躍された。80歳代を越えられてから学会の
総会や支部の例会に御姿をみせなくなり，そ
の後，体調の良いときに氏を囲む小さな会合
があった。この追悼文は当初，学会創立時に
ともに行動されてティペット統計学を共訳さ
れた野村会員と，後進の伊藤との連名の予定
であったが，野村会員の体調がすぐれないと
のことで，伊藤単独のものとなった。

1 ．年譜1）

　氏の経歴は，以下のとおりである。筑波大
学退職迄は，『筑波大学経済学論集』No. 11

（1983年3月）「三潴信邦教授退官記念号」に
よる。
1919年 4月 4日  東京市麻布区仲之町11番地  

に生まれる， /1932年 3月  東京市立麻布尋
常小学校卒業  /1937年 3月  第一東京市立
中学校卒業  /1941年 3月  東京高等学校文
科乙類卒業  /1943年 9月  東北帝国大学法
文学部経済学科卒業 /三菱経済研究所 /海軍主
計見習尉官（海軍経理学校） /1944年 3月  

海軍主計中尉（鎮海海軍軍需部） /1945年 3

月  海軍主計大尉（鎮海海軍軍需部） /11

月  復員  /1946年 6月  東北帝国大学助手

（法文学部） /1947年 2月  統計委員会事務局
（内閣へ出向） /1949年11月  東京教育大学・
東京高等師範学校助教授  /1951年  同大学，
同師範学校教授  /1952年 3月  東京教育大学
講師（文学部）（配置換） /1953年12月  同
助教授  /1960年11月  同教授  /1967年 3月
～1968年 4月  文部省在外研究員（オランダ
その他） /1974年 6月  筑波大学教授（社会
科学系）（配置換）。東京教育大学教授（文学
部）併任・筑波大学社会科学系長。同大学評
議員。東京教育大学大学院文学研究科担当  

/1975年 4月  筑波大学第一学群社会学類長。
同大学評議員  / 5月  筑波大学大学院社会科
学研究科担当  /1981年 4月  筑波大学第一
学群社会学類長・同大学評議員  /1983年 3月  

筑波大学を定年退官  /1984年 4月～1990年
3月  城西大学経済学部教授  /1990年 4月
～1992年 3月  同学部招聘教授。この間，統
計審議会分類部門専門委員他，多くの職を勤
められる。 /2010年 3月  日本医大入院  /2010

年10月 2日  午前 2時43分  肺炎で逝去

2 ．研究
　早くから統計制度・統計分類をとりあげ，
統計学の広い問題へと移行しながら，1950

年代から70年代半ば迄の氏の研究の重点は，
中小企業や労働市場を中心とする実証的経済
研究であった。
　退官記念号の著作目録の約110件とそれ以
後，主にほぼ1990年代終わりまで『統計学』
に掲載されたものを中心に数えて約140弱の
著作を幾つかの柱にわけてみる。

【追悼】

三潴信邦会員を偲んで
伊藤陽一＊

＊　 法政大学名誉教授 
〒192－0912　八王子市絹ヶ丘2－37－8
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2.1　統計学関係
⑴統計分類  産業，職業分類や社会経済分類
を中心とする経済統計分類論は，1950年代
の論文からはじまって1983年の『経済統計
分類論』における集大成と1985年の「1869

年オーストリー職業分類論」をふくめて，氏
の研究の中心的柱の 1つである。氏は，問屋
制家内工業，マニュファクチュアを経ての資
本主義の発展とともに職業，産業，従業上の
地位が実体的に明確化し，対応して諸経済分
類が採用されることを，分類の国際的・日本
的経過での諸例と対比し，無業者分類の必要
性，製造業中の出版等とサービス業の映画・
放送等を同一にくくるべきこと，日本での軍
人の位置づけの曖昧性等を指摘した。これら
は，現在もなお未克服の重要な点である。
⑵物価指数関係  50年代前半に実質賃金の算
出で，名目賃金を消費者物価指数で除する作
業での税金の処理や価格調査の正確性等で疑
義を投げかけた氏は，その後も長くCPIや生
計費指数に関して多くを著されている。その
焦点の 1つは，氏が座長を担った美濃部東京
都政時代の東京都生計費指数研究会の提言に
も関連する生計費指数擁護論である。要点は，
CPIではなく，生計費指数が同一生活水準維
持の指数，または賃上げ要求の根拠になるべ
きということにある。
⑶統計制度・統計改革  日本の政府統計制度
の説明と問題点・改善方向の指摘をされてい
た。統計制度史への造詣と国際的知識をふま
えて，日本の統計制度を「分散的中央集権型」
と特徴づけられ，指定統計の問題点を適切に
指摘され（『経済統計論』p.48）統計職員の
削減への危惧と，特に地方統計の不足と制度
の脆弱性，1984年改革への危惧等を表明さ
れていた。
⑷統計学一般  ティペットの『統計学』（原書
第二版）を1956に，第三版を1976年に野村良
樹氏と東大出版から共訳出版された。その後，
内海庫一郎・木村太郎氏と1966年に『統計

学』（有斐閣）を，改訂版を1976年に編集され，
1978年に山田貢氏他との共著『統計学』，改
訂版を1986年に，1985年に関弥三郎氏と共
編で『テキストブック  経済統計論』を出版
された。どの書物も，そのときどきに実に広
く普及した統計学のテキストであった。
⑸その他  氏はオランダに滞在したことがあ
り，第 2次大戦直後に統計委員会に勤務され，
美濃部亮吉氏との数々の連携もあり，日本の
明治以来の統計関係者や統計制度を，また国
際統計界に知己を得て，オランダ統計組織，K．
ラートゲン，法窓夜話，高野岩三郎の憲法草
案，柳澤保恵，ホルヴァート追悼，そして
ISIの 46，47，48回，IAOS第 1 回大会報告，
北朝鮮統計事情，中国統計学との交流等の小
論をものにされていた。

2.2　 賃金格差と労働力・就業構造，中小企業，
物価等の実証研究

　氏は，1950年代から1970年代半ばまで研
究の中心を，中小企業や独占企業，労働力・
就業，賃金格差，物価問題など，統計を丁寧
に使用した広い範囲の実質経済分析におかれ
ていた。世界経済や社会主義体制を説明し，
日本経済一般の検討を何回か行われている。
⑹賃金格差分析から労働市場・労働力・雇用
構造分析へ  氏は1952年，賃上げの基礎とさ
れたマーケットバスケット方式による理論生
計費の算出方法の経過を丹念にフォローされ
て問題点を指摘し，10年間ほど賃金格差の
実態に関する検討に従事された。なかでも
（1956）『労働賃金』（中央経済社）では，当
時の労資間の賃上げをめぐる対立の背後にあ
るものとして賃金格差に注目し，職種別等賃
金実態調査と個人別賃金調査によって，規模，
産業，性別，年齢，経験年数，職種別等にわ
たって詳細な調べをされた。当時，賃金格差
の数少ない書であったろう。氏は，賃金の戦
前・戦後比較をも行い，関連して，中小企業
の労働問題を何回か検討され，また広く労働
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力・就業構造をもとりあげている。
⑺中小企業論と日本経済論  加藤誠一氏との
共著で（1962，65）『自由化と中小企業』，さ
らに（1966）『日本の中小企業―変動期に生
きる道』を著し，1967年のオランダ留学の
際の 3テーマに唯一つの経済研究として中小
企業研究をあげていた。1960年前後の日本
経済の大きな焦点は中小企業問題であった。
氏も当時の中小企業研究者の 1人である。産
業別にも中小企業をとりあげ，自由化・開放
経済への移行で，倒産と大企業への組込みが
進む過程をフォローされた。当然ながら戦後
の日本の独占資本の発展との対応での論議で
あり，独占資本の動向も広く論じられていた。
⑻物価問題  物価指数研究との関係もあって，
美濃部編『日本経済入門』他一連の日本経済
分析書で，物価動向とその原因や実質賃金，
家計への影響を論じ，所得政策批判を展開さ
れた。

3 ．経済統計学会への貢献
　氏の学会への貢献は多く，その批判精神に
よって長きにわたって学会の支柱の 1人で
あった。
⑴学会創設期からの運営体制の定着への寄与  

経済統計研究会創設前の研究会と1955年の
『統計学』創刊，1957年の第 1回研究会（関
西大学）などで発起人ではなかったが，会の
創設前後の1950年代に30歳半ばから活動し
ておられた。以後，1960年代から創立20年
記念号（1976）を通して，会の運営体制がほ
ぼ固まるまで，松川七郎氏や上杉正一郎氏を
支えて，広田純氏や山田耕之介氏等とともに
関東支部事務の責任者や全国運営委員であっ
た。この支えは1990年前後まで続く。
⑵政府への意見提出等の実践的活動等  学会
は，アカデミックな場で単に統計理論の展開
のみに携わるのではなく，中央・地方の統計
を必要に応じて批判し，また改善を具体的に
はかること等を通じて，国民・市民・労働者

の要請に応えようとする実践的気風を継承し
ている。政府統計への申し入れ等で氏がイニ
シャチブをとり，東京都生計費指数研究会も
氏が座長であった。
⑶国際交流，特に中国統計学界との交流の重
視  氏はオランダ留学やISIへの出席を通じて，
アジア諸国や国際統計界との交流を重視・推
進された。特に中国統計学界とは1980年代後
半からの会員の個人的交流を経て，1995年の
北京 ISIに連ねて第 1回日中経済統計学会議
を開催するに至る。氏は団長として日本側
25名を率いた。これが現在の「アジア統計
研究部会」につながっている。

4 ．その他，想い出など
　1960年代の半ばに東京教育大学での関東
支部例会で札幌から上京してお会いしたのが
最初で，筆者が1970年代の初めに東京に移っ
て以来，美濃部都政下の東京都生計費指数研
究会，上杉正一郎氏へのインタビュー他での
おつきあいであった。『統計学』編集や支部
運営その他で注意を受けた。広田氏と共に神
田や神楽坂の飲み屋を歩いたし，暑気払いと
して渋谷のどぜう屋に皆さんを召集されたこ
ともある。氏は，多くの場で批判的視角の薄
い研究に対して注文を発したが，十分な配慮
の下に，上下の別なく気さくに対応するソフ
トなお人柄が嫌味を消していた。格式や形式
を極力排されて，献体を早くに決意され葬儀
その他も辞退されてもいた。
　以上は，実に多彩な人脈を持っておられた
氏の活動のごく一端にすぎない。そこで，氏
が追悼文集刊行世話人会代表をされた（1987）
『人間  美濃部亮吉―美濃部さんを偲ぶ―』
にふれる。美濃部元東京都知事とは40年間近
く付き合われ，敬愛していた感がある。氏自
身も美濃部氏につながる何かがあった。この
本に氏が寄せた（美濃部著の）「三冊の本」は，
美濃部（1931）『カルテル・トラスト・コンツ
エルン』，（1958）『苦悶するデモクラシー』，
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（1961）『統計におけるしんじつとぎまん』を
あげている。後者 2冊は，筆者もまた学生・
院生時代に出版と同時に読んだ。市民向けの
柔らかな文章ではあるが，内容は重要である
と感じた。氏にもこの精神が強く刻み込まれ
ていたように思われる。筆者も未読の人にこ
の 2冊を推薦したい。
　『人間―』の寄稿者は多彩で面白い。そこ
に「昭和35年に第一次安保騒動がおこった。

デモやストで大学内もてんやわんやだった。
その最中に，反安保「知識人の会」（？）が
文京公会堂で開かれた，三潴・朝倉摂子氏司
会で丸山真男氏と並んで美濃部先生が講演さ
れた」（小松聡氏）の文がある。氏の批判精
神を示している。北朝鮮との友好団体に名が
あるが，これも美濃部氏等の人脈下にアジア
との友好を願ってきた氏の一面を示すと思う。
ご冥福を祈ります。
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　長きにわたって経済統計研究会（学会）の
運営に関わられ，研究上の貢献をされた広田
純会員が，2011年 1月 9日に狭山市のあさひ
病院で心不全にて逝去された。享年85歳で
あった。大学退職後の1992－93年度に学会代
表にもなられたが，やがて健康を害してお姿
をみせなくなった。この追悼は当初，氏と同
時代の会員と著そうとしたが，結局，筆者の
みの執筆となった。筆者は，広田氏と三潴氏
は学会創設以来1990年代半ば過ぎまで，学
会の理論と運営両面の実質的支柱であったと
みている。数か月内に，お 2人を見送ること
になったのが残念でならない。
　実は，広田氏の退職時の（1992）『立教経済
学研究―広田純教授記念号』第45巻第 4号に，
氏自らの巻頭論文とともに略歴と業績が掲載
されている。更に菊地進会員が「広田純先生
の人と学問」として広田氏の研究経過を丁寧
に跡付けた解説（以下菊地解説と略称）が掲
載されている。以下，年譜はこの号から抜粋
し，菊地解説を補う形で広田氏の業績と活動
を示し，思い出を添えたい。

1 ．年譜
　氏の経歴は以下のとおりである。
1925年 10月 21日に誕生。 /1942年 4月  第
一高等学校文科乙類入学  /1944年 9月  同
校卒業  /1944年10月  東北帝国大学理学部
数学科入学  /1946年 3月  同大学退学  /1946

年 4 月  東京大学経済学部経済学科入学  

/1949年 3月  同大学卒業  /1949年 4月  同
大学大学院特別研究生  /1954年 3月  同大学
院修了  /1955年 4月  立教大学経済学部講
師  /1967年 4月  同大学助教授  /1955年 4

月  同大学教授  /1975年 4月  立教大学経済
学部長兼大学院経済学研究科委員長  /1991

年 3月  同大学を定年退職  /1991年 6月  同
大学名誉教授。

2 ．研究と活動等
　氏の研究の経歴は波乱に富んでいる。1944

年10月から東北帝国大学数学科で学んだ後，
1946年に東京大学経済学部に入学し，新カン
ト派の科学方法論，近代経済学と統計学を学
び，大学院で統計学を専攻する。菊地解説の
区分は，【Ⅱ．推計学批判から社会統計学へ―
⑴統計の闘い，⑵統計論争と「経統研」の創
立，⑶推計学批判から計量経済学批判へ，Ⅲ．
基礎理論の研究へ―⑴国民所得統計の批判，
⑵国民所得の範囲をめぐる理論的問題，Ⅳ．
社会統計学としての旗幟を鮮明に―⑴国民
経済計算の研究，⑵統計の利用と統計解析，
⑶統計学の課題をめぐって】である。詳しく
は菊地解説を参照いただくことにして，別の
切り口からの特徴を指摘したい。
　第一に，詳細な実証研究と抽象度の高い経
済理論研究による広い分野への目配り，があ
る。数学から出発し，推計学の代表論者の 1

人である増山元三郎氏や近代経済学の代表的
論者の講義を聴き，研究会への参加にはじま
り，推計学の経済学への適用としての計量経
済学に山田耕之介氏と共著で鋭い批判を投じ
た。氏の研究の出発時の推計学や近代経済学

【追悼】

広田純会員を偲んで
伊藤陽一＊

＊　 法政大学名誉教授 
〒192－0912　八王子市絹ヶ丘2－37－8
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を脱したのである。計量経済学導入初期のこ
の批判は，計量経済学検討の重要文献として
今に至る。筆者の周囲でも当時広く精読され
ていた。氏には，一方に，当時手作業で時間
多消費的な連関表からの剰余価値計算等の統
計的実証研究，他方に高度に抽象的・論理的
考察を必要とする国民所得論，生産的労働論
や「利子生み資本と信用」論研究がある。他
に類をみない幅のある研究であったと思う。
　第二に，その論議は，科学・理論の課題に
ひきつけたものである。『統計学の未来』で
の氏の論議は，氏の考察・検討のスタイルを
示して際立っている。ひとつには，イデオロ
ギーや実用性に流れない科学・理論の見地で
あり，他の参加者の意見を厳しくいさめてい
る感がある。二つには，その具体化として，
対象が方法を規定する，という原則を貫いて
いる点である。この書物の第 2章の全数調査
や実用性をめぐる論議は，実用性（これを，
氏は現実の問題として使用を認めながら）と
根本の理論枠を峻別すべきことを指摘してい
る。参照に値するだろう。
　第三に，氏は，計量経済学批判や標本調査
論争に関する論議を継続せず，具体的分析を
進めつつ統計利用の方法を追求した（菊地解
説，p.207）。上杉インタビューで，氏は「『統
計・日本経済分析』…は，マルクス主義の立
場から，統計指標の体系化をめざしたものだ
と思いますが，ああいうものとして初めて，
SNAと同じ次元で対決できるんですね。集
団論だけでは，とてもSNAとけんかにはな
らない」（p.310）という。積極的提起の必要
性の指摘である。
　第四に，国民や労働者にとってそのときど
きに重要な具体的問題に取り組んだ。（1954）
『統計の闘い』への協力，（1955）黄変米輸入
批判，（1973）『月刊金属労働資料』統計批判
シリーズへの参加，（1989）「鉄道統計の時系
列解析」，（1992）「太平洋戦争におけるわが
国の戦争被害」等である。氏は地方統計家と

の懇談会を一定期間主催していたことも付け
加えておきたい。
　第五に，統計制度の統計学への位置づけに
関しては，拡大社会科学方法論説といったと
ころだろうか。この項には筆者の誤読がある
かもしれないが，以下のようになる。ヴェス
ロー，イエーツ，ランゲ，ソ連統計論争をく
ぐり，多様なテーマを手がけていた氏には，
この点での論議はない。しかし，（1973）「統
計学の現状と課題」，（1976）『統計学の未来』，
（1979）『大月・経済学辞典』，（1982）「マルク
ス主義と統計―上杉正一郎先生の業績―」
を通じてみると，社会科学方法論説に立って
方法を手段と限定し，この手段を規定する論
理と社会的制約のうち，後者を重視する中で，
階級性やこれに連なる制度を含めようとして
いたように見える。氏は，制約をもつ（統計）
「を批判的に利用する。その批判の観点を出
してくるというのが，僕は統計における科学
の課題だと思うわけですね」という。そして
対象が方法を規定するという徹底した見地か
ら，社会集団を前提し，「数量的分析は，分
析を方向づけ，また分析結果を説明する原理
をもっていない。この原理は，対象の理論的
分析によってのみ与えられる。…統計解析の
数量分析と対象の質的側面の分析とを結びつ
けることが必要である。…」という。氏には，
山田耕之介氏の抑制した表現，「もじってい
えば，経統研の統計学として，何か『蜷川統
計学』学みたいなのが横行している」傾向を
避けて，統計利用論の積極的展開に努めてい
たからなのかと思う。
　筆者には，以上の取り組みが社会統計学の
研究であり，また社会統計研究者なのだと，
氏が身をもって示したように見える。

3 ．学会運営での貢献
⑴研究会発足後の体制の整備  多彩なメン
バーによる発起を得て出発した経済統計研究
会は，紆余曲折を経て，機関誌の発行が産業
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統計研究社に落ち着く過程で軌道に乗った。
この初期の事務的支えは，関西や北海道と関
東の協同から関東中心に移行した。蜷川門下
の強い影響下で，厳しかった松川七郎氏や労
働問題研究者や政府統計家など様々な立場の
人の多かった関東で会全体のバランスをとっ
たのが，木村太郎氏とこれを支えた三潴氏と
広田氏であったように思う。
⑵記念号第 1 号の企画と指揮  1976年 3月
刊の「社会科学としての統計学―日本にお
ける成果と展望―『統計学』創立20年記念」
には編集委員会代表・木村太郎氏の挨拶があ
るが，この号は，関東支部の三潴氏と山田耕
之介氏の知恵を借り，各支部の協力と関東支
部の後進の事務担当を得ながら，広田氏の陣
頭指揮によって完成した。ワープロはもちろ
んコピー器械もない中で，薄紙方眼紙への鉛
筆手書きを青焼きしたものが支部間を郵送往
復した。広田氏は，他人に委ねることなく，
方針案など重要文書を作成していた。筆者は
側に居て，この先生はこういった作業を厭わ
ないのだと強い印象を持ったものである。こ
の記念号は内外の評価を得て 2刷りに至り，
計3600冊を配布し，以後10年毎の記念号の
軌道を敷いた。
⑶経済統計研究会（経統研）から経済統計学
会へ  氏は，1984年の全国研究総会時に「研
究会」を「学会」に変更するときに，全国運
営委員会のまとめ役で，会員総会の議長を担
われていた。学会化賛成と学会化反対の意見
があり，反対者には，あえて学会とする場合
でも「社会経済統計」名でなければならない
という意見が，氏に近い有力な会員に複数以
上いた。氏も，総会前には「社会経済統計学
会」を考えておられたと推察する。総会前日
の運営委員会から経過は複雑だったが，氏は
2日目の再開総会で，「（運営委員会としては）
経済統計学会の承認か，これへの強い異論が
ある場合には来年送り。（昨日）異論を提出
した人も…危惧がどこにあるかが伝えられた

ということで，再度の異論提出は控えるとい
うことにしていただければありがたい」との
かなり強い提案をし，異論なしで総会決定と
なった。学術会議会員経験者と若い層ととも
に「経済統計学会」案を支持していた筆者は，
全体動向の判断と決然たる座長ぶりは広田氏
ならではであり，氏だからこそ異論は出な
かったと考えている。印象深い収め方であっ
た。

4 ．寸鉄人を殺す―思い出とともに
　氏は1981年の上杉氏のインタビューをリー
ドされ，1991年10月に出版された『追想  上
杉正一郎』の追悼文集刊行会世話人代表を担
われた。上杉氏に深い敬意をはらっておられ
たと思う。文集のあとがきで，「戦中・戦後
のあの激動の時代を，マルクス主義の不屈の
闘士として生き抜かれ，その後も変わること
なく，一貫した姿勢で研究と活動の生涯を送
られました。私たちは，社会主義の崩壊が言
われる今日こそ，上杉先生の生涯の記録を，
後世に残すことが必要だと考えました」と書
いた。また内海氏への弔辞では，代表運営委
員として，「物事を根本的に考えるというこ
とはどういうことかについて…多くのことを
教えられた」と述べた。広田氏も闘士である
とともに，研究では根本に立ち入る科学的気
風を強く持っていた。
　他方で，氏は，国民経済計算に関する（1969）
『文献目録』づくりや，記念号第 1集，上杉追
悼文集等々，表には出ないで下積み的作業を
多く手掛けられている。
　筆者のみるところ，氏は些細なことには関
せず，クールに相手の言い分を聞いたうえで，
ときに皮肉めいた言を交えながら「寸鉄人を
殺す」発言をされていた。見透かされている
気もして，近寄りがたいようにも見えながら，
酒が進むとともにうちくだけて，面白がって
いることがあった。一言ひとことを傾聴した
ものである。研究者であった夫人が病に伏さ
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れてからはその世話にあたったし，先立たれ
た後は好きな酒にも弱くなった。数々の光景
が思い出される。
　氏には単著はなかったが，考え抜かれた，
また大変な統計の収集・整理に基づく深みの
ある論文を残された。この研究の経過に，菊
地解説のいう氏の姿勢―「研究課題は社会の

側から与えられる面があるということをしば
しば強調された。そして，何のために研究し
ているのかの軸をしっかりさせねばならない
とも。」が浮かび上がる。これが，広田氏が
理論的にも精神的にも，敬愛されて，長きに
わたって会の支柱となった理由の 1つだろう。
深く哀悼の意を表したい。
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編集委員会からのお知らせ

機関誌『統計学』の編集・発行について
1．常時，投稿を受け付けます。
2．各号ごとに投稿の締め切りを設けています。その期日までに受け付けた原稿でも，査読の進捗如
何によっては，その号に掲載されないことがあります。

3．投稿に際しては，「投稿規程」，「執筆要綱」，「査読要領」などをご熟読願います。
4．原稿は所属支部の編集委員に宛ててお送り願います。新年度には支部編集委員が交代する場合が
ありますので，所属支部の編集委員については学会ホームページ（http://wwwsoc.nii.ac.jp/ses/）等で
ご確認ください。

5．「論文」と「研究ノート」は印刷原稿を8部，その他は6部をお送りください。
6．委員会からの連絡を受けるまでは，電子媒体の送付はお待ち願います。
7．原則としてすべての投稿原稿が査読の対象となります。
8．次号以降の締め切りは次のとおりです。
　　　　　　A：｢論文」・「研究ノート」；B：その他
　⑴　第101号（2011年9月30日発行予定）
　　　　　　A：2011年7月31日；B：2011年8月31日
　⑵　第102号（2012年3月31日発行予定）
　　　　　　A：2012年1月31日；B：2012年2月29日

以上

編集後記

本号は，「論文」・「研究ノート」はもちろんのこと，「特集」，「書評」，「資料」，「フォーラム」，「海外
統計事情」，「追悼」といった様々な種類の記事を収める号となりました。研究活動の成果を投稿して
いただいた会員諸氏と，「論文」・「研究ノート」を多忙な中で査読していただいた会員諸氏に，改めて
御礼を申し上げます。▼本号の編集作業が大詰めを迎えようとしていた中，2011年3月11日に東北地
方太平洋沖でマグニチュード9.0の大地震が発生しました。この東日本大震災によってお亡くなりになっ
た方々のご冥福をお祈りいたしますとともに，被災された方々に心よりお見舞いを申し上げます。こ
の大震災は，大きな余震が続く中で，国内外の社会経済に様々な影響を今なお与え続けておりますが，
特に未だに予断を許さない状況にある福島第一原子力発電所事故の影響が気掛かりでなりません。原
発事故の問題をふくめて震災からの復旧・復興に向けて，日本全体で持続的に力を結集させていきた
いと思います。▼1953年に本学会の前身である経済統計研究会が発足し，その研究発展をめざして
1955年に機関誌『統計学』が創刊されました。その後，年二回の発行を基本とし，創刊20，30，40，
50周年の記念号発行を経て，本号で通算100号となりました。半世紀以上にわたり様々な会員に支え
られてここに100号を迎えられた喜びを皆さんと分かち合いたいと思います。▼その一方で，経済統計
研究会時代から本学会を長きにわたって支えてくださった三潴信邦会員と広田　純会員の追悼文を掲
載することになったことは残念でなりません。ここに故人のご冥福をお祈りいたします。▼末尾にな
りましたが，製版・発送などの作業については，今回も昭和情報プロセス㈱と産業統計研究社にお世
話になりました。厚く御礼を申し上げます。本号では，水野谷武志（編集副委員長）が責任編集を務め，
山田　茂（編集委員長）が発行業務を担当しました。

（水野谷武志　記）



創刊のことば
　社会科学の研究と社会的実践における統計の役割が大きくなるにしたがって，統計にかんす
る問題は一段と複雑になってきた。ところが統計学の現状は，その解決にかならずしも十分で
あるとはいえない。われわれは統計理論を社会科学の基礎のうえにおくことによって，この課
題にこたえることができると考える。このためには，われわれの研究に社会諸科学の成果をと
りいれ，さらに統計の実際と密接に結びつけることが必要であろう。
　このような考えから，われわれは，一昨年来経済統計研究会をつくり，共同研究を進めてき
た。そしてこれを一層発展させるために本誌を発刊する。
　本誌は，会員の研究成果とともに，研究に必要な内外統計関係の資料を収めるが同時に会員
の討論と研究の場である。われわれは，統計関係者および広く社会科学研究者の理解と協力を
えて，本誌をさらによりよいものとすることを望むものである。
　　　　　1955年 4月
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経 済 統 計 学 会 会 則
第 1条　本会は経済統計学会（JSES : Japan Society of Economic Statistics）という。
第 2条　本会の目的は次のとおりである。

1．社会科学に基礎をおいた統計理論の研究　　 2．統計の批判的研究
3．すべての国々の統計学界との交流　　　　　 4．共同研究体制の確立

第 3条　本会は第2条に掲げる目的を達成するために次の事業を行う。
1．研究会の開催　　 2．機関誌『統計学』の発刊
3．講習会の開催，講師の派遣，パンフレットの発行等，統計知識の普及に関する事業
4．学会賞の授与　　 5．その他本会の目的を達成するために必要な事業

第 4条　本会は第 2 条に掲げる目的に賛成した以下の会員をもって構成する。
⑴　正会員　　⑵　院生会員　　⑶　団体会員
2　入会に際しては正会員2名の紹介を必要とし，理事会の承認を得なければならない。
3　会員は別に定める会費を納入しなければならない。

第 5条　本会の会員は機関誌『統計学』等の配布を受け，本会が開催する研究大会等の学術会合に参加すること
ができる。

2　前項にかかわらず，別に定める会員資格停止者については，それを適用しない。
第 6条　本会に，理事若干名をおく。

2　理事から組織される理事会は，本会の運営にかかわる事項を審議・決定する。
3　全国会計を担当する全国会計担当理事1名をおく。
4　渉外を担当する渉外担当理事1名をおく。

第 7条　本会に，本会を代表する会長1名をおく。
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第 8条　本会に次の委員会をおく。各委員会に関する規程は別に定める。
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第10条　本会の運営にかかわる重要事項の決定は，会員総会の承認を得なければならない。
第11条　本会の会計年度の起算日は，毎年4月1日とする。

2　機関誌の発行等に関する全国会計については，理事会が，全国会計監査の監査を受けて会員総会に報告し，
その承認を受ける。

第12条　本会会則の改正，変更および財産の処分は，理事会の審議を経て会員総会の承認を受けなければならない。
付　則　 1．本会は，北海道，東北，関東，関西，九州に支部をおく。

2．本会に研究部会を設置することができる。
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